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文 教 厚 生 委 員 会 記 録＜第４号＞

開会の日時

年月日 平成21年３月18日 水曜日

開 会 午前10時４分

散 会 午後10時47分

場 所

第２委員会室

議 題

１ 乙第12号議案 沖縄県立看護大学授業料等の徴収に関する条例の一部を改

正する条例

２ 乙第33号議案 沖縄県離島医療組合規約の一部変更について

３ 請願第１号から第４号まで、陳情平成20年第41号から同第43号まで、同第

53号、同第55号、同第78号、同第79号、同第99号、同第122号の２、同第134

号 同第148号 同第175号の２ 同第184号 同第188号 同第192号 同第195、 、 、 、 、 、

号、同第197号、陳情第２号、第８号、第９号、第13号、第16号、第22号、

第23号、第26号、第32号、第40号、第41号、第44号、第50号、第52号及び第

60号から第62号まで

出 席 委 員

委 員 長 赤 嶺 昇 君

副 委 員 長 西 銘 純 恵 さん

委 員 桑 江 朝千夫 君

委 員 佐喜真 淳 君

委 員 仲 田 弘 毅 君
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委 員 翁 長 政 俊 君

委 員 仲 村 未 央 さん

委 員 渡嘉敷 喜代子 さん

委 員 上 原 章 君

委 員 比 嘉 京 子 さん

委 員 奥 平 一 夫 君

委員外議員 なし

欠 席 委 員

なし

説明のため出席した者の職・氏名

福 祉 保 健 部 長 伊 波 輝 美 さん

保 健 衛 生 統 括 監 高江洲 均 君

福 祉 保 健 部 参 事 久 田 裕 君

青 少 年 ・ 児 童 家 庭 課 長 新 垣 郁 男 君

障 害 保 健 福 祉 課 長 垣 花 芳 枝 さん

医 務 ・ 国 保 課 長 新 垣 盛 勝 君

健 康 増 進 課 長 桃 原 利 功 君

医 務 ・ 国 保 課 看 護 専 門 監 照 屋 恵 子 さん

医務・国保課医療制度改革専門監 平 順 寧 君

病 院 事 業 局 長 知 念 清 君

病 院 経 営 管 理 監 桃 原 幹 雄 君

病 院 企 画 監 安慶田 英 樹 君

看 護 企 画 監 上 地 悦 子 さん

八 重 山 病 院 事 務 部 長 川 平 哲 君

ただいまから、文教厚生委員会を開会いたします。○赤嶺昇委員長
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休憩いたします。

（休憩中に、議題の追加について協議を行う ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

本委員会所管事務調査事項医療及び保健衛生についてに係る公立久米島病院

、 、 、の助産師問題については 休憩中に御協議いたしましたとおり 議題に追加し

本日予定している乙第33号議案の審査終了後に審査を行いたいと思いますが、

これに御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

御異議なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、さよう決定いたしました。

乙第12号議案及び乙第33号議案の２件、請願第１号外３件、陳情平成20年第

41号外33件及び本委員会所管事務調査事項医療及び保健衛生についてに係る公

立久米島病院の助産師問題についてを一括して議題といたします。

本日の説明員として福祉保健部長及び病院事業局長の出席を求めておりま

す。

まず初めに、乙第12号議案沖縄県立看護大学授業料等の徴収に関する条例の

一部を改正する条例について審査を行います。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

伊波輝美福祉保健部長。

それでは、乙第12号議案沖縄県看護大学授業料等の○伊波輝美福祉保健部長

徴収に関する条例の一部を改正する条例について御説明いたします。議案書31

ページをお開きください。

この議案は、沖縄県看護大学大学院の博士課程に長期履修学生制度を導入す

ることに伴い、長期履修学生に係る授業料の額及び徴収方法に係る規定を整備

するため、条例を改正するものであります。長期履修学生制度とは、大学院に

入学する者のうち職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一

定の期間にわたり計画的に教育課程を履修することを認める制度であります。

なお、長期履修学生の授業料の年額については、博士前期課程の標準修業年

限である２年間の授業料の総額を長期履修期間の３年で割った額となります。

以上で、乙第12号議案についての説明を終わります。
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御審査のほど、よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、乙第12号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

説明をいただきましたが、具体的に授業料の額、長期履修期○西銘純恵委員

間が３年分割の説明をお願いします。

現行の２年の修業年限で申し上げると、年額53万○新垣盛勝医務・国保課長

5800円です。これを長期履修制度として３年の履修期間とすると、年額が35万

7200円ということになります。お手元に配付している資料１で比較表を入れて

ございます。

長期履修の皆さんは今年度からということでしょうか。それ○西銘純恵委員

とも既に在学生はいるのでしょうか。そして実績がありましたら推移をお尋ね

します。

平成21年度の学生から導入することになります。○新垣盛勝医務・国保課長

そうすると具体的にことし４月からというと、募集関係も入○西銘純恵委員

、 、 。らないと始められないと思いますが 募集 希望はどのようになっていますか

大学では、長期履修制度を導入する予定というこ○新垣盛勝医務・国保課長

とで、募集要項では呼びかけております。現実的にこの長期履修制度は、入学

して申請があって、審議して認めるという形になりますので、入学生が入学し

てから申請を待つという形になります。

入学以前に長期履修なのか、通常の一般制なのかを知ること○西銘純恵委員

はできないということですか。

これは学生の申請を待ってという形になりますの○新垣盛勝医務・国保課長
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で、申請以前の部分についてはわからない形になります。

そうすると入学した後に、この長期履修にしたいという申し○西銘純恵委員

入れがあれば、年度途中でも柔軟に対応できるというのか、今年度についてな

のか、そういう制度なのでしょうか。

これは入学手続期間中に申請するという形になり○新垣盛勝医務・国保課長

ます。

入学手続期間中は、期間としてはいつが期限になっています○西銘純恵委員

か。

平成21年度の入学生については、入学受付期間が○新垣盛勝医務・国保課長

平成21年４月１日から４月７日までですので、その間に申請していただくとい

う形になります。

この制度を導入するということは、ニーズを調査した上だと○西銘純恵委員

思いますが、事前にこの導入に当たってどのようなことを行いましたか。

これは修了生で出しておりますので、平成20学年○新垣盛勝医務・国保課長

度でお答えします。平成20年度で前期博士課程は14名おりまして、そのうちの

12名が何らかの職業を有しているという状況がございますし、また来年度から

は大学院のＧＰ－グッドプラクティスということで、宮古地域に限って連携を

含めながら大学院教育をしますので、そういうこともありまして、どうしても

長期履修制度の導入の必要性はあるということです。

大学院のＧＰについて、説明をいただけませんか。○西銘純恵委員

これは文部科学省の公募で、いわゆるグッドプラ○新垣盛勝医務・国保課長

クティス－いい教育といいますか、より高度の部分ということで、本大学は当

初は看護学ということで宮古島をモデル地域として、今年度は文部科学省に応

募をし、それが採択されております。

いずれにしても就業者に対する門戸を開いていくという制度○西銘純恵委員

のようですから、これは授業料の制度ですが、この導入に当たって授業料の減
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免、奨学制度の枠の拡充も伴っていますか、従来どおりですか。

授業料の減免は、今の減免条例に基づいて年額に○新垣盛勝医務・国保課長

対して行いますので、減免を充実したということにはならないと理解しており

ます。

やはり新しく枠を設けていくというときには、それに対応す○西銘純恵委員

るような手当ても必要ではないかと思いますので、減免や奨学金の問題も検討

していただきたい。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

今の御説明ですが、博士課程前期のことですよね。これは通○比嘉京子委員

常２カ年でやるところを３カ年でする人のための制度だということですよね。

そこが見えてないので、この博士課程の後期は３カ年なので、そこのことかと

私は思ってしまったのですが、博士課程前期の長期履修制度というのはどうい

う方々が入っているのですか。

この長期履修制度の申請は４月１日から７日まで○新垣盛勝医務・国保課長

になりますので、どういう人かというのは申し上げられないのですが、考え方

は何らかの職業を有して、特別の事情があって通常の修業年限の２年間で修め

るのが厳しい状況があれば、申請に従って３年間の修業年限を認めるというこ

とです。

何名の募集をかけていますか。○比嘉京子委員

長期履修制度を申請する分は何名以内でないとい○新垣盛勝医務・国保課長

、 。 、けないということではなく 申請に基づいて学内審査をします 御参考までに

今年度の前期博士課程の入学者が８名いるのですが、やはり全員が何らかの職

業を持っておりますので、結構多くの方が申請するかと考えております。

大学院の前期課程の募集人数、定員というのはないという理○比嘉京子委員

解でいいですか。
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前期博士課程の入学定員は６名です。先ほど申し○新垣盛勝医務・国保課長

上げた大学院ＧＰが２名追加されますので８名ということです。長期履修制度

は、その８名の中から申請する部分を審査してという形になりますので、何名

が申請するのかは今の段階ではわからないということです。

８名の募集定数に何名が長期履修制度を希望する人がいて○比嘉京子委員

も、それは枠内であればいいという理解ですよね。

そのとおりです。○新垣盛勝医務・国保課長

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

１点だけ確認をしたいのですが、長期履修学生を３カ年で授○佐喜真淳委員

業料を支払うシステムですが、その背景はどういう背景で、どういう部分が３

カ年にすべきだったのかという目的と背景をお聞かせ願えますか。

これは平成13年度の中央教育審議会でその制度の○新垣盛勝医務・国保課長

導入が提言されております。私どもの看護大学で限って言えば、前期博士課程

というのは、より高度な実践者を教育する形ですので、やはり何らかの職業を

持っている方の入学者が多いと。先ほど説明したように、平成20学年度で言え

ば、14名の前期博士課程、在学中のうち12名が何らかの職業を有しているとい

う部分であれば、勉学の柔軟性で持っていきたい、提供したいということにな

ります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第12号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、乙第33号議案沖縄県離島医療組合規約の一部変更について審査を行い

ます。

ただいまの議案について、福祉保健部長の説明を求めます。

伊波輝美福祉保健部長。
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それでは、乙第33号議案沖縄県離島医療組合規約の○伊波輝美福祉保健部長

一部変更について、御説明いたします。議案書の70ページをお開きください。

この議案は、沖縄県離島医療組合規約の一部を変更することについて、久米

島町と協議するため、地方自治法第290条の規定により、議会の議決を求める

ものであります。沖縄県離島医療組合は、沖縄県と久米島町を構成団体として

平成９年度に設立された一部事務組合で、平成12年度から公立久米島病院を運

営しております。組合事務所の移転に伴い、同組合規約の一部変更が必要であ

りますが、一部事務組合については、地方自治法第286条第２項に基づき構成

団体の協議が必要となっており、その協議については同法第290条に基づき、

議会の議決を得る必要があります。

以上で、乙第33号議案についての説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、乙第33号議案に対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

西銘純恵委員。

この議案ですが、離島医療組合となっておりますが、公立久○西銘純恵委員

米島病院だけがそこの所轄になっているのでしょうか。

現在、沖縄県離島医療組合の構成団体は、沖縄県○新垣盛勝医務・国保課長

と久米島町だけです。設立当初に離島医療の提供モデルということで、他市町

村の参加の可能性もあるということで、こういう名称にしております。ただ他

の診療所を持つ離島市町村に問い合わせをしたところ、当面加入する意志はな

いという御返事をいただいておりますので、この２者だけということです。

基本的に県と久米島町とのかかわりですが、県が主体となれ○西銘純恵委員

ば県立久米島病院だったのかと感じたのですが、２者で構成された組合という

ことですが、設立に当たって県の費用負担についての割合、総枠の運営のため

の基本的な資産について御説明いただけますか。
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設立に当たって、規約を－両団体と議会の承認を○新垣盛勝医務・国保課長

経て規約を定めるのですが、その規約の中で余剰予算、投資に絡む部分の持ち

分担としては、県が９割に対して町が１割、賛助予算の損益計算に絡む部分で

すが、その持ち分担は県が８割、町が２割ということで、設立当初は２村あり

ましたが、今は合併しておりますので、そういう形の規約になっております。

設立以降の公立病院が政策医療を担っているということで○西銘純恵委員

は、収益ということであれば赤字は当然だと思いますが、この県の持ち分と経

営的収支についての推移はどのような状況でしょうか。そして診療の内容は、

設立当初に設置したものが現在ふえた科があるのか、減った科があるのか、そ

の診療内容について説明をいただきたいと思います。

収支の実績から申しますと、平成12年度の開設当○新垣盛勝医務・国保課長

初の実績ですが、経常収支で申し上げると4700万円余の赤字です。平成13年度

。 、 、が1500万円余の赤字です 平成14年度が4700万円余 平成15年度が5200万円余

それから平成16年度が4200万円、平成17年度が6300万円余、平成18年度が4600

万円余、前年度が9000万円余の赤字という経営状況です。あと診療科について

は、現状では内科、総合診療科、小児科、外科、整形外科というのが常設科目

であります。それから非常設科目が６科ありまして、産婦人科、精神科、皮膚

科、眼科、耳鼻咽喉科、泌尿器科です。開設科の編成では産婦人科が以前は常

設科にあった時期があります。

産婦人科は当初常設されていたけれども、非常設にされたと○西銘純恵委員

いうのは医療の縮小、あるいは後退と見られると思いますが、それと離島です

から整形外科、お年寄りの皆さんの関係もあるかと思いますが、ここには入っ

ていませんが、地元でのニーズはないのでしょうか。

整形外科については、外科、整形外科ということ○新垣盛勝医務・国保課長

で、今年度は整形外科のドクターが配置されますので、その整形外科で外科も

一緒に診るということになります。産婦人科については、平成12年度は常勤医

が配置されておりましたが、平成13年度に常勤医が不在になりました。それか

ら平成14年度からは派遣医師を含め常勤医がおりましたが、平成20年度から産

婦人科医の不在が続いております。

特に産婦人科の問題は、安心して命を産むことができるかと○西銘純恵委員
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、 、いうことと絡んで重要だと思うのですが 初年度は産婦人科があったけれども

それ以降だんだん縮小したという原因は何でしょうか。

産婦人科医の不足ということです。○新垣盛勝医務・国保課長

沖縄県内の民間病院でも医師不足ですか。そしてどれだけ産○西銘純恵委員

婦人科医がいれば沖縄県内で充足することになるのか。民間病院も含めて需要

に対して。

産婦人科医の数ですが、本県の産婦人科医が13.2○高江洲均保健衛生統括監

人、これは平成18年末のデータですが。人口10万人当たりで9.7人という数字

になっております。全国平均の7.9人を上回っているのが事情ですが、医師１

人当たりの年間の分娩件数ですが128.4件で、全国平均の110.2件より多くなっ

、 。ているということで これは本県の出生率が高いということが背景にあります

そういう意味で産婦人科医の確保を図っていく必要がありますが、厳しい状況

があるのでなかなかなり手が確保できないという現状があります。

人口10万人当たり、全国より医師数が２ポイント近く高いわ○西銘純恵委員

けですよね。ですから医師不足で久米島病院からいなくなったということでは

ないんじゃないですか。民間病院のほうは、それなりにこの割合からいえば、

ちゃんと産婦人科医はいるということではないですか。ほかに久米島病院に産

婦人科医が１年間は頑張ったけれども、いなくなった原因はほかにあるんじゃ

ないですか。

平成20年までいらした山城先生とお話をしたことが○伊波輝美福祉保健部長

あるのですが、いてほしいとお願いをしたのですが、長野県のほうで本県より

ももっと厳しいので帰ってくれと言われたということで戻られたんですね。産

婦人科医自体が全国的に少ない状況で、なかなか手当てできないというのが今

の状況と考えております。

民間病院との比較をするのですが、民間病院は産婦人科医の○西銘純恵委員

。 。病床数で医師の充足があると思うんです それはどうなっているのでしょうか

産婦人科医の数については、病床○平順寧医務・国保課医療制度改革専門監

当たりというのは産婦人科病棟単位でやらないといけないので、その数字を出
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しておりませんが。以前に医師確保検討委員会が２年ぐらい前にありまして、

、 、その際に沖縄県の産婦人科医が多いのか 少ないのかという議論がありまして

実際に10万人当たりでは多いのですが、分娩件数当たりですると全国平均より

。 、 。低いんですね ですから 産婦人科医数というは分娩件数で見ないといけない

その当時検討したときの数字ですが、本県では産婦人科医１人当たりで約123

人の分娩件数があったと。全国は106.8名ですので、やはり産婦人科医１人に

係る過重がかなり大きいということですので、そのときの委員会の委員の皆さ

んは沖縄県では産婦人科医の数が実際は少ないんだと、分娩件数から見てもで

すね。そういう状況の中で、公立久米島病院の確保をいかにやっていくかとい

うことになると、新たな産婦人科医師を養成していくということになりますの

で、現在、県立中部病院でも新たな研修医、産婦人科医の研修も養成しており

ますので、その推移をもう少し見ないといけないし、また公立久米島病院は産

婦人科医の確保についてずっと引き続き公募している状況であります。

どうしても必要な医師という観点に立てば、いろんな条件を○西銘純恵委員

優遇してでも確保することになると思うんです。そういう立場に立っているか

どうかを１点指摘をしたいのですが、民間病院で－総合病院ですが、医師不足

というのにこんなに産婦人科医がいるのかなという病院が確かにあるわけです

よね。これとの違いが何なのかという分析をなされたのかどうか、お尋ねした

いのですが。

県立病院の産婦人科医の勤務時間○平順寧医務・国保課医療制度改革専門監

数などは調査したのですが、民間病院のデータがとれなくて比較はしていない

のですが、県立病院からすると各診療科の中で産婦人科医が働いている時間数

は一番長かったという状況はありました。確かに民間病院にも産婦人科医がい

ますが、沖縄県は日本一出生率が高い県ですので、やはりそれなりに分娩件数

を扱っているのだろうと考えております。

沖縄県とほかのところの比較はわかるのですが、それでも公○西銘純恵委員

立病院に必要とする医師をどう確保するかということであれば、民間病院のデ

ータがとれないといいますが、そういうことはないと思います。やはりとる医

師があって、どれだけ民間病院と公立久米島病院が医師の労働時間が一番長か

ったというところだけでも、それを解消することをしっかりやらなければ確か

に医師というのは来ないのではないかと指摘します。

もう一点お尋ねします。非常設科がありますが、これはすべて入院を必要と
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するときには、どの科にまたがっても入院は即できるのでしょうか。

公立久米島病院の病床数は40床です。昨年ごろか○新垣盛勝医務・国保課長

、 、ら病床利用率が上がりまして それでも80％病床利用率ですので約32名前後で

あと８名の余裕がありますので、向こうは１病棟で構成しておりますので、入

院の必要性があれば入院できる形になります。

精神科の入院も当然にできていますか。○西銘純恵委員

精神患者の入院形態は２つあります。トラブルが○高江洲均保健衛生統括監

起こって措置入院という形になるのですが、公立久米島病院の場合は措置病床

がございませんので、措置患者は沖縄本島でやるという形になると思います。

一般的には法的拘束力を持たない患者が入院できる形となります。

追加説明になりますが、平成12年度から精神科の○新垣盛勝医務・国保課長

診断で入院患者はいませんが 外来が少なく 当初は546名でしたが 近年1000、 、 、

名を超えて外来患者がおります。

外来患者は精神科で546名から1000名にふえているというこ○西銘純恵委員

とであれば、やはり入院を必要とする皆さんもふえている可能性があると想定

されるのですが、措置入院ができないということであれば、具体的にその場面

に出くわしたときに、久米島町の中で、どのように措置をするのですか。その

手だてを教えてほしいです。緊急措置入院はどういう手順でなされますか。

これは役場の職員、沖縄本島のほうに移送という○高江洲均保健衛生統括監

形をとります。これは八重山病院にも措置の病棟はございませんので、八重山

病院のほうからも沖縄本島に移送という形で患者を処遇するというケースで

す。

、 。○西銘純恵委員 移送が適切に 迅速に行われるのかとお尋ねしているんです

どこが責任を持って入院までさせるのですか。

いろんなパターンがあると思うんですが、事件を○高江洲均保健衛生統括監

起こしてしまった患者というのは、大体警察のほうに保護されるので、警察の

ほうに福祉の職員が出向き、手続をとって移送されますので、大体１日以内に



- 13 -
H21.３.18-04

文教厚生委員会記録

は移送ができるかと思います。そういう形で迅速な対応はできていると思いま

す。

警察とおっしゃっておりますが、警察が出るところというの○西銘純恵委員

は一般的には犯罪ということですが、この措置入院というのは病気の方の措置

ということであれば、福祉や医療の分野でかかわる部分があると思います。久

米島町では病院として、ただ１つある公立病院として、そこにかかわっている

のでしょうか。

私の経験から話しますが、離島か○平順寧医務・国保課医療制度改革専門監

らの精神科の患者の移送については、先ほど言いましたように警察の方がつい

てくる場合もありますし、基本的には保護義務者、家族の方も一緒になってと

いう形が多いと。通常、措置入院という場合に１次診察、２次診察、緊急措置

であれば１次診察でやる形になりますが、通常は久米島病院には指定医がいる

わけではないので、指定医の診察が必要となりますのでほとんどが沖縄本島に

搬送されて、こちらで１次診察、２次診察をして措置入院という状況で、その

搬送についてはこれまで見たところではスムーズにいっていると考えておりま

す。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲田弘毅委員。

これは一部組合ですから、ちゃんと運営議会が開かれていま○仲田弘毅委員

すよね。その運営を担当している議会委員の中には、県議会議員の方もいると

思いますが、何名でしょうか。

県議会議員からは３名でして、大城一馬議員、新○新垣盛勝医務・国保課長

垣良俊議員、新垣安弘議員が県選出の組合議員という形になります。

いろいろと西銘委員から質疑もありましたが、それは事務組○仲田弘毅委員

合の議会でしっかりやっていると思います。県議会から３名も議員がいらっし

ゃるということですから、その方々にお任せします。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長
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（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって、乙第33号議案に対する質疑を終結いたします。

次に、本委員会所管事務調査事項医療及び保健衛生についてに係る公立久米

島病院の助産師問題について審査を行います。ただいまの議題について、福祉

保健部長の説明を求めます。

伊波輝美福祉保健部長。

公立久米島病院は、県と久米島町による一部事務組○伊波輝美福祉保健部長

合沖縄県離島医療組合が開設した病院で、医療従事者については県からの派遣

と組合の公募により確保しております。このうち、医師については平成21年度

も引き続き常勤医師７人による診療体制を確保できる見込みとなっておりま

す。

また、薬剤師や放射線技師等についても必要な人員が確保されております。

一方、助産師を含む看護師については、必要とする31人のうち、県と組合で

30人を確保しており、あと１人については民間の人材紹介センターの紹介を受

け、確保に向けて調整中であります。このうち、助産師については平成20年度

は３人配置されておりますが、平成21年度に定期異動となる２人の後任が確保

できていない状況があります。派遣元の病院事業局においても厳しい状況であ

り、沖縄県離島医療組合では並行してナースバンクやホームページ等で公募を

行っているところであります。

なお、助産師が確保されるまでの間、妊産婦の緊急外来等については、救急

診療でプライマリケアの医師２人が県立南部医療センター・こども医療センタ

ーとも連絡をとりながら対応することとしております。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

これより、公立久米島病院の助産師問題についてに対する質疑を行います。

なお、質疑・答弁に当たっては、挙手により委員長の許可を得てから行い、

重複することがないように簡潔にお願いいたします。

質疑はありませんか。

渡嘉敷喜代子委員。

きょうの新聞を見ていますと、医療のスタッフも県立病○渡嘉敷喜代子委員
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院から派遣されているということなんですが、助産師についてもそうなんです

か。

看護師については16名は県から派遣するという考○新垣盛勝医務・国保課長

え方でおります。久米島病院も看護師何名、助産師何名と分けているわけでは

なく、ことしは人事異動がありますから、去年の欠員を含め、看護師９名の確

保を病院事業局へお願いをしています。文面においては、看護師という形にな

っておりますが、そのような状況下において、できれば助産師資格を持ってい

る方をよろしくお願いいたしますという形でしております。

離島にとって、やはり身近なところでどこでも安心して○渡嘉敷喜代子委員

お産ができるというのが、皆さんの要望だと思います。それで、特にこのよう

な離島においては、助産師はとても大きな役割をすると思います。今の説明で

は、看護師を派遣すると。今回新しく補充される予定の人も、助産師の資格を

持っていないという状況ですよね。それで、助産師が仕事をやめて、仕事に

復帰するというような人を、できるだけ復帰させるというような手だてを考え

ているのでしょうか。

地元出身の助産師もいることはいるのですが、い○新垣盛勝医務・国保課長

ろいろと問い合わせをしましたところ、やはり個別事情があって難しいという

話もありますし、それから島関係で民間病院もありますので、関係部分におい

て、看護師の状況について協力を得られないかという問い合わせをしたことも

ございます。ただ、やはり看護師不足の状況は、民間病院も厳しい状況という

ことであり、なかなか確保できないのが現状です。

それはよくわかります。やはり、引退した人をどう職場○渡嘉敷喜代子委員

にまた戻すかということがとても大切だと思うんです、特に離島にとっては。

、 、私たち１月に島根県の病院を視察したときに 鹿児島県にも行きましたけれど

隠岐の島とかそういう離島の人たちを、できるだけ島で雇用して確保していこ

うという動きをしているんです。それで地元にも病院があるからそちらのほう

に行っているということではなく、できるだけ県立病院に、台風の問題も出て

くると思いますが、そのあたりのことをもっと積極的な取り組みの仕方が必要

、 。なんじゃないかという思いがするのですが 福祉保健部長どうなんでしょうか

これまで公立久米島病院を設立したときには、い○新垣盛勝医務・国保課長
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わゆる県と市町村から職員を派遣するという形でこれまでやってきておりま

す。特に医療要員、医師、看護師、それからコメディカルの部分については県

から派遣してもらうという形では進んでいるのですが、ただ医師確保の状況、

それから医師の皆さんの意向というものもあり、次年度は医師３名は公立久米

、 。 、島病院で採用できるように 今事務手続上やっております 看護師については

ひとつまだ検討課題ということで、事務組合の部分も少し時間をくれという形

で、まだ結論は出しておりません。やはり、島で長くいられる要因を確保する

必要性は認識しておりまして、ことし、平成21年度は医師３名は島で確保しよ

う、採用しようという形で今動いています。

全国的に産婦人科の医者が少ないという中で、やはり地○渡嘉敷喜代子委員

元で身近なところで出産したいということは、やはり助産師のかかわり方とい

うのは大きいと思うんです。ですから昔ながらのそういう助産師がお産をさせ

るという、そういうことにもっていこうというのが全国的な流れではないでし

ょうか。そういう意味でもやはりそのあたりをしっかりと確保していただきた

いし、そして今県内に助産師の資格を持っていらっしゃる方はどのくらいいる

んですか。

助産師の数につきましては、看護職員の○照屋恵子医務・国保課看護専門監

従事届けというのが２年に１回ありまして、最新の情報をいいますと、平成18

年の状況で見ますと、県内の助産師の従事者数は263名となっております。

それでは実際に必要という数は、どれくらいですか。○渡嘉敷喜代子委員

平成17年度の看護職員の需給見通しのほ○照屋恵子医務・国保課看護専門監

うを５年計画で立てましたところ 平成18年のほうで見ますと需要数の方が400、

名余り、供給数が300名余りということで、大体100名前後足りない状況が続い

ています。

今実際に従事している方が263名と、そして不足してい○渡嘉敷喜代子委員

るのが100名ということなんですが、今助産師でいろいろな事情でやめていら

っしゃるとか、そういった人たちの数というのは掌握していますか。

その数は今把握できていない状況です。○照屋恵子医務・国保課看護専門監

従事届けで、従事した人の数という形でしか数は把握しておりません。
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これだけ100名も助産師が不足しているということは、○渡嘉敷喜代子委員

医師不足に加えて、やはり助産師の役割というのが大きい中で、もっと介護員

とかもやはり考えて県立病院にもっていくというようなことも施策として考え

ていかなければいけないと思うのですが、どうですか。

去年度４月から県立看護大学におきまして、別科助○伊波輝美福祉保健部長

産科の専科をつくりました。１年間20人の養成ということで、看護の資格を持

っている方がそこでやってきております。それで、平成21年３月14日卒業式だ

ったんですけど、１人病気で途中で退学したんですが、19名は確実に卒業いた

しまして、勤務していくことになっております。

今福祉保健部長がおっしゃったのはあくまでも看護師の○渡嘉敷喜代子委員

ことですよね。

いいえ、助産師、別科助産師、県立看護大学で養成○伊波輝美福祉保健部長

いたしました。卒業を予定しています。

その人たちが県内にどれだけ定着するのか、そのあたり○渡嘉敷喜代子委員

を把握されていますか。

県外の方が１名だったんですけど、あと18名はしっ○伊波輝美福祉保健部長

かりと、県立病院、那覇市立病院、それから豊見城中央病院か、あと13名が民

、 、 、 、間病院ということで 県立病院が２名 市立病院が１名 沖縄赤十字病院２名

それからその他民間病院が13名というような状況になっております。

せっかく、県の予算でこれだけの19名が県内で、そうい○渡嘉敷喜代子委員

う人を養成していながら、なぜ民間病院に13名の人たちが流れていくかという

ことがそもそもの問題ですよね。このあたりはどう認識していらっしゃるんで

すか。

先ほどの19名のお話は別科助産専攻の１年間のコー○伊波輝美福祉保健部長

スの方たちです。それ以外に、本科のほうで助産師コースを取得しましたのが

８名いらっしゃいます。この８名に関しては、どこという資料はもらっていな

いのですが、国立大学法人琉球大学でも助産師の養成をしておりますし、県立
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看護大学だけではないということを御理解いただけますか。

やはり国立大学法人琉球大学にもそのような養成コース○渡嘉敷喜代子委員

があるからというわけではなく、県でもせっかくこういう養成をやっていなが

ら、民間病院に流れていくことはとても問題だと思います。そして実際100名

の助産師が足りないということも問題ですよね。そのあたり本当にどうやって

クリアしていこうとするのか、県の今後のやはり施策というのが大切ではない

かと思うんですが、見通しというのはどうお考えですか。

先ほど13名の民間病院へという数字を申し上げたの○伊波輝美福祉保健部長

ですが、これはもともと民間の方が資格を取りたいということで見えている方

で、しかも病院のほうから修学資金をもらったりとか、やはり自分のところに

帰ってきてほしいという形で手当てをしているんです。ですからそれに関して

はもう喜んで送り出したいと思います。それから県立の看護師の中には、助産

師の資格を持っていても助産にはついていないという状況もございます。です

から県立の産婦人科の部分に関してはそれぞれの資格のある方がちゃんと入っ

ていると認識しております。

やはり地域医療が、政策医療ということについても一番○渡嘉敷喜代子委員

大変な時期に、やはり地元で出産医療の問題ですよね、地元で本当に安心して

子供が産める、育てられる環境をつくっていかなくてはいけないですね。です

から、そのあたりの施策を、今後の見通しなどをしっかりと県のほうとしても

立てて、養成をしていくということが大切かと思いますので、頑張ってくださ

い。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

奥平一夫委員。

幾つか質疑したいのですが、まず公立久米島病院で産科の医○奥平一夫委員

師が不在になってから１年になります。その間に産科に関するさまざまなこと

が起こっていると思います。一般の、普通に通常分娩する方もそうだし、それ

から異常な事態が起こったということもありますけど、こういう公立久米島病

院の産婦人科出産の期間、１年間のことについて詳しく教えてください、回数

。 、も含めて 実際の出産に係る皆さんがどういう実態なのかということを含めて

報告してください。
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平成20年度は、公立久米島病院には産科がござい○新垣盛勝医務・国保課長

ませんので、公立久米島病院での分娩はございません。それと、久米島町で平

成20年度からは、出産助成金交付制度ということで35週までに島外へ出た場合

一律10万円支給という部分がございますが、これは12月末現在で76名が受給し

ているということでございますして、大体今年度は80名強の出産者がいるだろ

うと推測されます。それと平成20年度でオンコール、いわゆる時間外で呼び出

しがあった部分が13件ございます。それから、平成20年度にヘリコプターで搬

送した事例がございます。

その出産にかかわる妊婦の皆さんの実態はどうか。○奥平一夫委員

休憩お願いします。○新垣盛勝医務・国保課長

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

(休憩中に、質疑の内容を確認する。)

再開いたします。○赤嶺昇委員長

新垣守勝医務・国保課長。

産婦人科は非常設科目ということで、週１回南部○新垣盛勝医務・国保課長

医療センター・こども医療センターから外来診察をします。妊産婦の３月17日

現在で言えば、予定分娩者数が38名おられるということでございます。

要するに、久米島町以外の地域で出産をした方は何名くらい○奥平一夫委員

いらっしゃるんですか。

これは先ほど申し上げた35週以前に出た場合に助○新垣盛勝医務・国保課長

産補助制度を久米島町がしておりますので、それが12月末日で76名支給してい

るということでございますので、76名プラス今申し上げた30名幾つかの数字に

なるかと思います。

このような事態が久米島町の皆さんに襲いかかっているとい○奥平一夫委員

う厳しい状況が続いているわけですが、皆さんは久米島の公立病院を設立する
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ときに、久米島町と県が何らかの形で支援する、しっかり支援するという取り

決めをしていると思います。その確約書のようなものはございますか。

基本的に確約書というのは規約の中で出てきま○新垣盛勝医務・国保課長

す。それで規約の中でいえば、両方とも構成団体ですから負担金という形で出

ますので、先ほど申し上げた出資に絡む部分は９対１－９は県が持ちます、そ

れで通常の精算といいますか、第３条に係る部分は８対２で、８が沖縄県が持

ちますという形でございます。制約した文書ではないんですが、この公立久米

島病院はいわゆる沖縄県と市町村で職員を派遣してやりましょうという部分が

ございます。特に医療関係者については沖縄県から派遣で補うということで、

これは確固たる文書ではないのですが、そういう経緯の中で設立されてきてお

ります。

そういう確固たる確約はきちんとしたものになっていないと○奥平一夫委員

いうのですが、実際離島にしてみれば、医師や医療スタッフの確保については

全面的に沖縄県に頼っているわけです。それをしっかり文書で残すということ

が大事なことだと思っているのですが、それがないというのはどういうことで

すか。

規約の中では落としようがないんですが、医師に○新垣盛勝医務・国保課長

ついてはずっと県のほうからきちんと派遣しております。

ですから、たとえば平成20年度におきましても、医師が常勤○奥平一夫委員

できないという状態が続いているわけでしょう。

平成20年度から７名、次年度も７名はそろえる形○新垣盛勝医務・国保課長

になっております。

今言っているのは産婦人科の話。その辺で沖縄県はどう考え○奥平一夫委員

ているんですか。

産婦人科に関しては、やはり県立病院も非常に厳○新垣盛勝医務・国保課長

しい状況がございますので。私どもの沖縄県医師修学資金等の返還免除に関す

る条例の中で、産婦人科を専攻する部分に関しても対応して確保に努めていま

すので、今後修了者を確保していく努力をしたいと思っています。
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いずれにしましても、離島における医療というのはこういう○奥平一夫委員

ことも起こり得るという、これを直接、飛躍して独立行政法人化という話にな

ると、結局独立行政法人化という形でも、形態が変わっても、こういう事態が

起こるということが容易に想定し得るということなんです。今回の公立久米島

病院における医師の確保、助産師の確保の問題、不足の問題について、地域医

療も危ういところまできていると思います。そういう意味で、助産師の確保に

ついてもう少し具体的な対応策があれば教えてください。

医療技術者の確保というのは非常に困難をきわめ○高江洲均保健衛生統括監

ていますが、例えば、先ほど医師の確保は何も県立病院だけが医師を輩出して

いるわけではなく、琉球大学もございますし、沖縄県としては県外からも募集

をと。離島医師の確保ということで、自治医科大学がつくっている組織があり

ますので、そこに対して募集をかけたりしたりしていますので、沖縄県が一義

的に確保しなさいというのは、なかなか難しい面もあります。そこの病院長の

意向もお伺いしながら、沖縄県が協力する、それでまた病院長の意向をお伺い

しながら久米島町が協力して確保するという仕組みにしかならない。多分ずっ

、 、とそういうことになるのかと思いますが これはどういうことかと申しますと

医療医師の確保というのは、離島は非常に厳しいという面がございまして、例

えば、医師を強引に派遣した場合は、そのドクターがやめていくという現状も

あり、看護師もそうです。向こうがあいているから行きなさいというときに、

そのドクターはやめる可能性が多々ありまして、そのあたりはドクターの意向

を踏まえながら、現地の意向も踏まえながら、慎重に検討していくという形し

か今のところとれないということで、産婦人科に県から派遣した場合、この県

立病院はどうなるのか、医療がどうなるのかと全部勘案しなければいけないと

いうことがあり、そのあたりがなかなか難しいところがあるということを御理

解いただけたらと思います。

少し理解ができない。これはおかしい。これは逃げ口上だ。○奥平一夫委員

こういう考え方で言いわけばかりしていると医師など来ませんよ。要するに離

島へ派遣をする、あるいは離島に来てもらう医者については、やはりそれなり

に来てくれる条件をきちんと確保していくということが一番大事です。このよ

うな話をしていると八重山病院の話になるので困りますが、医師の手当を削減

するということが独立行政法人化の流れの中で出ているでしょう。そうすると

国立大学法人琉球大学の話も出ていましたが－実際に話も聞いていますが－手
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当まで切られると、何も宮古病院・八重山病院にいる必要はないんだ、引き上

げるという話もしている方々もいるという話を聞いている。そう簡単に医師の

手当を削ると厳しい事態が離島には起こってくるということだけは、少なくと

も認識してほしいと。当然医師を派遣する際には、この方に、どこどこ離島で

このような医師を必要としている、あなたはどうかという相談の上で派遣して

いくわけですからね。そうですよね。

それはこれからの議論です。○高江洲均保健衛生統括監

今現実に起こっている助産師の話、公立久米島病院で厳しい○奥平一夫委員

状況が起こっている。産婦人科の先ほどのお話ですが、助産師の確保について

どうしようとしているのか、もう一度具体的にお願いします。

今後とも当然病院事業局とも相談していきます○新垣盛勝医務・国保課長

、 、 。が ナースバンク事業とか 公募は引き続きやっていくつもりではございます

助産師がいないことによって出産を控えている皆さんは非常○奥平一夫委員

に不安であると。これは精神的なケアもそうです。非常に心配です。ですから

そういう意味では、ホームページにも公募をかけるというようなことも大事だ

と思いますが、何とか今の県の助産師の皆さんにこれから１人でも２人でも派

遣できるようなことができないであろうか。これはもちろん人事のことにかか

わるのはなかなか難しいかもしれませんが、そのあたりの決意は必要だと思い

ます。どうですか。

先ほども申しましたように、我々も病院事業局の○高江洲均保健衛生統括監

ほうへ問い合わせてみたのですが、なかなか派遣するのは難しいようで、やは

り状況が状況なので、これから病院事業局のほうと調整しながらなんとかカバ

ーできないかという形をとっていくしか今のところはないかと考えています。

緊急的な措置で、つなぎつなぎでもいいから、対応していく○奥平一夫委員

という気構えをしなくてはいけないのでは、どうですか。

気構えを持ってできる内容かと。ナースバンク事業○伊波輝美福祉保健部長

を通してしかできないかと考えております。
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助産師確保の問題についても、免許を持ってはいるけれども○奥平一夫委員

今仕事をしていないという数は把握していないですよね。

実数は－平成19年度、平成20年度の今仕事をして○高江洲均保健衛生統括監

いない方の研修も行っており、平成19年度は６人、平成20年度は３人で、実際

に資格は持ってはいても仕事を休み、なかなかできないので、そのような講習

会も開いています。そのような形をこれからも続けていくことになると思いま

す。福祉保健部にできるのは、在野の助産師を再就業してもらうという形、長

いこと離れているので技術に不安があるというので、その点を努力しているこ

とを御理解ください。

最後になりますが、助産師が３人減るということは、去年か○奥平一夫委員

らわかっていることですよね。その不足になるということは予見できたわけで

す。首をかしげる必要はありません。当然転勤異動でしょう。これは皆さんに

も落ち度があると思いませんか。はっきり認めてください。

今回の人事異動に関しては、助産師が３○照屋恵子医務・国保課看護専門監

年で出るということはわかっていましたので、そのことについては病院事業局

とずっと調整してきました。そのときに病院事業局のほうでも公立久米島病院

については厳しいということで、それでも何とかぎりぎりまで病院事業局のほ

うには調整していただきました。

結果的にそのようになっています。そのことについて皆さん○奥平一夫委員

に非がないのかと聞いています。離島は厳しいということを皆さんは全然実感

していない。

今年度については看護師は、前年度までは嘱託職○新垣盛勝医務・国保課長

員、臨時的任用職員を入れまして27名なんですが、昨年の暮れあたりから、病

床率も高まりましたし、院長を含め地域の部分もあり、ことしは看護師４名を

ふやし、需要31名を確保したいということで30名は確保してはおりますが、助

産師の有資格者となりますと、公募といいますか、非正規の部分でなかなか集

まらない。病院事業局から配置してもらう以外ないのか。でも病院事業局の厳

しさについても言われていますので、至らなかったと思います。

皆さん、助産師の需給見通しも完全に誤っているでしょう。○奥平一夫委員
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100名足りないんですよ、実際に。それもきちんと認めてください。それを認

識した上でなければ、今後の医療スタッフの確保について質疑ができません。

反省は反省としてきちんとすべきだと思います。

はいそうです。100名足りないというこ○照屋恵子医務・国保課看護専門監

とで、助産師、平成20年度から別科を立ち上げて、確保としては今まで５年間

を見ますと、助産師の国家資格を取る方が、平成15年度が９名、13名というよ

うにきていますが、今回別科の20名が入りますので、倍以上、今後はふえると

思います。これからも、養成、確保につきましては努力していきたいと思いま

す。潜在助産師につきましても、研修等を通してできるだけ就業していただき

たいと考えております。

、 、 。○奥平一夫委員 とにかく医療現場を含め 特に離島医療 地域医療は厳しい

医療のスタッフを確保するのは厳しいという、皆さんもぜひ現場に行かれて実

体験をしていただいて、今答弁にあることをしっかりやっていただきたいと思

います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

翁長政俊委員。

リタイアされた看護師の再就職に向けての発掘の仕方です。○翁長政俊委員

これは実際、どんなことをしているのですか。公募だけでしているのですか。

公募やナースバンク事業を通してしてい○照屋恵子医務・国保課看護専門監

ます。

私は人材の育成という意味では県立看護大学や他の学校があ○翁長政俊委員

りますので、ここで今足りない看護師を補充するということも一つの大きな柱

ですよね。もう一つ、助産師資格を持っているがリタイアしている方を、ナー

スバンク事業等で、今聞くと再受講しているのが二、三人という話です。ある

意味で皆さんが本気でこの部分に手を入れているのか、私は本当に魂が入った

ような形で、本当にいなくて探そうということをやっているのか疑問を持って

いる。もう少しやり方があるのではないか。もっときめ細かいことをやれば、

看護師は再就職に向けてのアプローチが出てくるのではないかと思うんです

よ。リタイアしている皆さんが自動的に、主体的にナースバンクに登録するの
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、 、を待っているという形ではなく 現実に助産師が足りないということになれば

助産師資格を持っている方を今しっかりとピックアップして、こちらから呼び

かけていくという仕事を、皆さんがすべきではないのかと思いますが、どうで

すか。

こちらとしては助産師会に呼びかけした○照屋恵子医務・国保課看護専門監

りして、看護協会に働きかけをしていますが、これからももっと－なかなか潜

在の看護師、助産師の数の確保が厳しい状況にありますが－できるだけそうい

ったことを働きかけていきたいと思います。

ナースバンクに登録しているのはどのくらいいるのですか。○翁長政俊委員

去年度のデータで申しますと、沖縄県内、県外で○新垣盛勝医務・国保課長

職場を求めているという方は1100人でございます。

ナースバンクに1100人も登録していて、公立久米島病院に２○翁長政俊委員

人の確保もできないのですか。

ナースバンクについては、看護職を求めるだけで○新垣盛勝医務・国保課長

、 、 、内訳はありませんが 専門監を通して 助産師学会の会長へ呼びかけをしたり

民間で関連のある部分に呼びかけをしたりしています。ただやはり返事は厳し

く、対応できないという返事です。

ナースだけに特化して話してみましょう。ナースバンクに○翁長政俊委員

1000人も登録していて、県内で看護師が足りない。こんなに多くの職を探して

。 、いる人が登録している ここに皆さんがもっときめ細かいアプローチをすれば

足りない部分を補充できるのではないの。常識的に考えてできるという認識に

立つのが普通ですよ。

過去のナースバンク事業で就労に結びついたのは○新垣盛勝医務・国保課長

200名前後でございます。看護協会も職に結びつけようという部分でフォロー

は重々やっていますが、例年ナースバンク事業から就労に結びつく人数は過去

。 、３年平均すると毎年200人前後と 待率という言葉が正しいかわかりませんが

待率は２割前後の状況でございます。
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他の病院に働いていて、ナースバンクに登録して新しい働き○翁長政俊委員

口を探すというやり方の人もいるのですか。看護師の免許は持っているが、仕

事をしていなくて、完全に待機で、新規で働き口を探しているのか、どこかで

働いていて待遇のいいところを探しているのか、どうなんですか。

内訳がどういう状況かについては持っておりませ○新垣盛勝医務・国保課長

んので、お答えできません。

これも調べなくてはいけませんね。ただ1000名だけいるとい○翁長政俊委員

う漠然としたとらえ方では、結局そこに皆さんのハートが入っていない。本気

で探そうと思えば、登録されているバンクの実態、個々の状態がどういう状況

なのか、そこまで手を入れていくことをしなければ、上をなぞっているだけで

す。それと、リタイア組の研修三、四名というのは、本当に年間三、四名です

か。

これは助産技術研修で、助産学科がなくなった時○新垣盛勝医務・国保課長

点で掘り起こし事業として、県内の各機関に呼びかけています。ことしは最終

まで済んだ受講者が３名。最終と申しますのは、５例まで取り上げる、全部合

わせて６週間です。その最終まで進んだのが３名。去年度が６名、一昨年が６

名という状況でございます。実習して取り扱い分娩５例以上を修了した研修生

という状況でございます。

リタイヤナースを確保するための全体の予算はどのくらいで○翁長政俊委員

すか。

大まかの数字は、看護協会に委託しているナース○新垣盛勝医務・国保課長

バンクが1000万円くらいでございます。

皆さんが看護協会に委託しているのが1000万円、そのほかに○翁長政俊委員

ありますか。リタイア研修はどうなっていますか。助産婦研修もありますが、

看護師の研修もありますよね。

診療助産師の再研修について、平成20年度の予算○新垣盛勝医務・国保課長

は101万6000円でございます。主に看護研修は看護教育による場合に講習、病

院実習しますと、研修受講者が１病棟当たり２人以上いなくてはいけませんの
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で、養成研修や、専門研修をしております。大体看護師養成の講習は、去年度

は268万円、再任教育が76万4000円でございます。

新人ナースを教育するのも重要な事業です。ただこの部分に○翁長政俊委員

かける予算と、絶対的に看護師が足りない中で、県立病院でも病床をあけてい

るところがある。このような実態の中で、本気になってナースを発掘する事業

にもっと予算と力を入れて皆さんが真剣にケアをすればもっと発掘できるので

はないかと思いますので、宿題として頑張ってみてください。もう一つ奥平一

夫委員よりも質疑があったように、２名の公立久米島病院からの助産師の異動

は、定期異動ですよね。この２名は何年勤めていたんですか。

１人は４年、１人は３年になります。○照屋恵子医務・国保課看護専門監

この２人は久米島の方ですか。○翁長政俊委員

いいえ違います。○照屋恵子医務・国保課看護専門監

定期人事異動で穴があくということは当然わかっていること○翁長政俊委員

ですよね。どうなんですか。助産師の資格を持った人が必要だということは想

定できるわけです。先ほどの答弁では、病院事業局に頼んで配置をお願いして

いたけれども、うまくいかなかったというのが今の答弁ですよね。それでいい

のですか。

病院事業局も努力したと聞いています。うちのほう○伊波輝美福祉保健部長

、 。 、はどなたが行くのかわかりませんので 病院事業局にお願いします ですけど

結果的に努力していただいたけれども、できなかったと理解しています。

医療の現場が、今新聞でもこれだけ大きな問題になっている○翁長政俊委員

わけです。離島医療の厳しさも私たちも現実にわかっています。県の定期の人

事異動だけでね、このルールだけで回しているやり方ですよ。ここで間違いな

、 。く久米島病院でこのような問題が想定できるとすれば 出ていく方は別ですよ

補充するところを、何も新しく３年だけいなくてはいけないということではな

く、１年の細切れでもいいのではないのですか。このような知恵が働かないの

ですか。これはこのルールでしかできないのですか。公務員は二、三年のルー

、 。 、ルで動いていきますが これは内部の規定です 皆さんのルールを守るために
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医療の現場が大混乱を起こし、地域に住んでいる島民の皆さんが安心して子供

も産めないという環境をつくること自体が、医療が崩壊しているように思いま

す。人事やルールを大切にして、その部分を見ていない、そう思いませんか。

この部分は弾力的に地域で助産婦が必要ということであれば、人事の段階で、

助産婦の免許を持っている人に、我慢をして１年行ってくれということであれ

ば、私は聞いてくれるかもしれないと思っています。志が高い看護師がいれば

行く可能性はありますよ。三、四年行くことになると、家庭や子育ての問題も

出てきますから、なかなか難しいでしょう。このようなローリングの仕方もあ

るのではないでしょうか。

実は、医師の配置などに関しては福祉保健部所管○高江洲均保健衛生統括監

ではないということで、我々は病院事務局のほうにぜひとも配慮をお願いした

いという立場でしかないことを御理解ください。

それはわかります。これは公立久米島病院の問題になってく○翁長政俊委員

ると、今助産師が足りなくて困ることになるので、皆さんのお願いの仕方も、

ただお願いしますでは話にならないわけです。現実に現場が困るのですから。

この部分をもう少し肝を入れて、人事のあり方も弾力性を持っていいのではな

いか。何も内部のルールでガチガチに守ってグルグル回すという話ではないと

思う。子育てをしている助産師が家庭をおいて久米島に行かざるを得ないこと

も出てくるのですから。そうなると久米島に行きたくないという気持ちもわか

らなくもないですよ。個々の事情があるはずですから。しかし１年の区切りな

ら可能性が出ると思いますよ。この新聞の報道でも、自分から望んで１年間延

長して、久米島の病院状況が大変厳しいというのを理解して、このような志の

高い看護師、助産師もいるわけです。だからこの部分はもう少し弾力性を持っ

て運営するのが１つ。それと、先に定期異動で穴があくというのはわかってい

るのだから、ここに対応ができないというのは、ある意味やはり愚の骨頂です

よ。どうですか、福祉保健部長。

ごもっともです。人事ローテーションの基本が３○高江洲均保健衛生統括監

年であるが、場合によってはそれ以外のことも行うことも当然です。病院事業

局は公立久米島病院への看護師派遣の問題に大変な努力をしていることを我々

。 、 、は知っております 結果はこうなりましたが ３年をきちんとするのではなく

いろいろな弾力的運用をするのは当然ではありますが、そのようなこともしな

がらも確保できなかったのが状況かと思っております。
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本当にこのようなことをやったの。お話を聞いてみますと弾○翁長政俊委員

力的なことをしてみたが、それでもだめだったという答弁だから。本当にこう

いうことをやられたのですか。

病院事業局にお伺いして、看護師の確保が大変だ○高江洲均保健衛生統括監

ということを聞きましたが、今努力しているということを何度も伺ったという

ことです。

どうにか配置してくれという嘆願はしたでしょうが、病院事○翁長政俊委員

業局は皆さんの嘆願を嘆願として聞いたのか、定期異動として聞いたのか、こ

の辺はわからないでしょう。福祉保健部長、一言。

私たちは何名もそろってお願いに行きました。それ○伊波輝美福祉保健部長

で最大の努力をしていただいたと私は思っております。福祉保健部自体もナー

スバンク事業だとか、その中から手当てしていきたいと考えていますし、公募

も努力していきたいと考えています。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲村未央委員。

基本的なところでお尋ねしたいのですが、県立病院と公立病○仲村未央委員

院、ここは事務組合でしていますが、その医師の派遣、確保の県の責任は全く

同じと考えてよろしいのですか。

一部離島組合も地方公共団体であり、本来であれ○新垣盛勝医務・国保課長

ば職員の採用、確保も責務をしてはあります。ただ設立の経緯から、医療要員

については県から派遣するという形でこれまできておりますので、病院事業局

が採用するのと、そこの派遣するのが必ずしも一概に同じ土俵かと言われます

と少し答えにくいということです。

つまり県の責任において、医師をどの離島にも、まあ、県立○仲村未央委員

病院が６つあって、そのかかわり方に県立病院に対する一義的な責任の負い方

と、久米島病院は一部組合だからということで、濃淡があるのですか。
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基本的に言えば、病院事業局においても同じよう○新垣盛勝医務・国保課長

に考えてもらっていると。離島病院、県立宮古病院、県立八重山病院も、それ

から公立久米島病院に派遣する医師、看護師も同じように考えてもらっている

と私も理解しています。

そうなると公立久米島病院の場合は産婦人科がなくてきてい○仲村未央委員

るわけですから、公立久米島病院が唯一の産婦人科、そこで非常勤科になって

、 、 、いますが それがなければ離島において出産 分娩ができないという意味では

ほかのところとの比較の問題ではないのですが、本当に最優先の課題として、

公立久米島病院の産婦人科の医師の確保、看護師、助産師の手だてを今最優先

で、逼迫した課題であるということでいいのですね、県の立場として。

私ども昨年の十月、十一月から照屋恵子医務・国○新垣盛勝医務・国保課長

保課看護専門監も含めて、看護師の部分は検討を始めるのですが、当初は退職

が二、三名出る、向こうでやめたいという人がいるということで、看護師の確

保がほとんどできないという状況がありまして、どうしても必要となる看護師

をどうにか確保したいということで頑張ってきております。ただ正直申します

と、11月時点で助産師がぜひどうのこうのというのではなく、必要とされる看

護師をぜひ確保したい、その視点で動いたかなと思います。実際ふたをあけて

みますと、３名に対して１名残るだけでございますので、このような言い方は

叱られるかも知れませんが、後で気づいたというところで反省しています。

なぜこのような聞き方をしたかというと、離島医療組合が公○仲村未央委員

立久米島病院しか組合に入っていないと。ほかの、沖縄県は離島県でありなが

ら一時医療も含めて、離島が入っているところがなかなか手が挙がらないこと

に対して、県が本当に離島医療組合へのかかわり方が、県立よりもむしろ後退

するようなことがあれば、ほかの離島が手を挙げないのは当然だと思います。

そこで同じ責任をしっかりと認識されて、県立と同等の確保についても、意識

についても、もちろん確約はないのかということもありましたが、本当にそれ

を担っているような表明が、なかなか皆さんの認識の中から伝わってこないん

ですよ。ですので、そのように聞いているんですね、いかがですか。

助産師が確保できない部分について、ある県立病○新垣盛勝医務・国保課長

院の副医院長から、是が非でも何とかしろという言葉もありますので、同じ考

え方ではないかと思います。福祉保健部というのは、具体的手段を持ち得ない
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ものですから、やはり病院事業局にお願いする以外ないということから、その

ようなとらえ方が出てくるのかもしれません。病院事業局も同じように考えて

もらっているものと考えております。

今話ししているのは手段に入る前の認識というか、県の医療○仲村未央委員

政策として当然１次医療は沖縄県は特殊ですよね。県立が各地域で１次から３

次まで全部負っていて、市町村立の病院というのがない、こういった状況を認

識しながら、離島の医療はこういった実態にあるわけですから、当然それを含

めて全体的なベースをつくっているのが皆さんの仕事ですよね。技術論でどう

つかまえてくるかという以前の問題として、全部をカバーしていくという責任

はもちろん県立であろうと公立であろうと皆さんが担っている役割、認識はい

っしょですよねという確認です。

認識は一致しております。○新垣盛勝医務・国保課長

離島の医療が厳しい、私も離島にいましたから。○高江洲均保健衛生統括監

医師の確保とか、従業員の確保で非常に苦しかったのですが、それを県が全部

カバーするというのはかなり厳しい面がございます。ですから、医師を県から

派遣したとしても、受け入れられた市町村の方々が、どういう形で島に貢献し

てもらうかという意識がないとなかなか医師が定着しないという状況がありま

す。県が派遣したから安心というわけではなく、村民や町民の健康を守るため

には、診療所にどのような形で応援ができるかという視点を持たなければ、な

かなか厳しい面がありますので、人材確保は県の責務は大きいですが、確保し

、 、てきた場合 それをどう維持するかの視点を市町村に持っていただかなければ

やめていく、補充する、やめていくでは、県の責任も大きいですけど、市町村

のほうも医療の確保ということで御協力をお願いしたいというのが我々の立場

であります。

もちろんそれは当然だと思います。地域によって医療の格差○仲村未央委員

があってはならない、命の差別があってはならないことは当然の前提であるか

らこそ、役割をどう認識しているかにこだわってお尋ねしていますが、今回の

県立病院のあり方の議論の中で、沖縄県の特殊な状況を踏まえるならば、市町

村がもっとコミットできるような議論の仕方が十分なのだろうかということ

を、私は常々感じています。ですから、ただ大変なんだ、だから運営形態の移

行なんだということ以前に、市町村もどういう役割を担う必要があるのかとい
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う議論を、皆さんが情報を的確に発信したり、共有したり、こういった組合に

、 、 、加盟したところがこれだけ大々的に報じられ 大変だとなると より依存度が

離島からすると誤解の中で、県立病院でないとだめなんだということになって

しまいかねないということを懸念するところなので、頑張って一緒に負担しな

がらやっているところは、より派遣や異動に対して、県立病院は遜色が出ない

よう対応していくべきではないかというのが意見ですが、福祉保健部長、御意

見はありますか。

おっしゃるとおり県の責任は大きいと思います。一○伊波輝美福祉保健部長

応市町村立の診療所、県立の診療所、全部で24名の医師が必要です。半分が自

治医科大学の卒業生で、中部病院からの医師養成で来ていただいていると思っ

ています。あとの半分は、公募や、市町村自体の努力でやっていただいている

ので、やはり県だけでは間に合わないですので、一緒に努力しています。もし

、 、 、やめることになると そこの市町村が飛んできて 次の人の確保をどうするか

次どうするか、どこにアプローチしようという形でやっていますので、医師も

そうですが、今後は看護師、ほかのコメディカルの方たちも、同じような対応

ということにしております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

西銘純恵委員。

二、三お尋ねします。地元の皆さんが安心して子供を産めな○西銘純恵委員

いと新聞のタイトルにも出ているとおり緊迫した状況にあるということです

が、新聞記事で常勤の産婦人科医が去年の３月退職をして、島内では分娩でき

なくなった。その後、助産師を中心に看護師の皆さんが、自宅待機を含む３交

代24時間体制で対応とか、破水や出血などの緊急時には夜間緊急呼び出しなど

でも、助産師が対応してきたという過酷な状況というのが大もとにあるのでは

ないかと。新たにここに赴任する医師をよほど固めないと厳しいわけです。産

婦人科医の非常勤のまま８年間ずっときながら、なおかつ派遣で対応してきた

という、産婦人科医師の体制が初年度、平成12年度だけ配置したけれども、そ

の後そのままにしたというのが、大もとにあるのではないかと思うのですが、

産婦人科医確保の体制をつくることに関してどうお考えでしょうか。

産婦人科医師は行った当初おられ○平順寧医務・国保課医療制度改革専門監

て、それから平成14年度、平成15年度もおられましたし、平成18年度、平成19



- 33 -
H21.３.18-04

文教厚生委員会記録

年度も常勤がおられました。平成20年度については退職のためおられませんで

したが、産婦人科等も、現在、県内、全国でも不足がちということで、どうい

う形で確保していくかということで、まず１つは全国から人材を集めようとい

うことで、ドクターバンク事業もしましたし、それから臨床研修事業も拡充い

たしまして、県立中部病院、県立南部医療センター・こども医療センター、特

に県立中部病院では産婦人科医の研修医をふやしたりもしましたし、これは長

、 、 、期的な形になりますが 奨学金制度 産婦人科を専攻するコースもつくったり

あらゆる場面で、養成から、現在働いている方を沖縄に確保していくという事

業をやっている状況でございます。

午前中に受けた答弁と違います。平成14年から派遣の非常勤○西銘純恵委員

になったと報告されましたので、結局医師にかわる役割を助産師が相当担わさ

れてきたのではないか、というところがここに助産師が希望しない大もとにな

っているのではないかと。

先ほど答弁が正確ではないということで、もう一○新垣盛勝医務・国保課長

度産婦人科の状況を答弁したいと思います。平成12年度の産婦人科常勤の配置

がございましたが、これは上半期です。平成13年度は不在。平成14年度、平成

15年度は厚生労働省からの応援派遣医師で対応しております。平成16年度まで

です。平成17年度からは常勤医を下半期からですが配置しております。平成20

年度から配置がなくなり、非常設科、今年度に至るということです。

いずれにしても産婦人科医がいないということで、きちんと○西銘純恵委員

対応し、安心して一緒に出産、分娩に、緊急なときにもきちんと対応できる体

制というのは、看護師もスタッフが全員そろってお互いやっていける仕事だと

思います。それは助産師の問題だけではないということを緊急に対応していた

。 、 、だきたいと思います もう一つは ナースバンクに1100人登録をされているが

当たったけれど１人も来ないというのが納得できないんです。仕事につきたい

、 、 、と 看護師職をしたいという登録者が1100名もいて ここから働きかけをして

できないと断られた方がいるのでしょうか。いるのでしたら、具体的にどのよ

うな理由だったのかお尋ねします。

細かい部分については聞いておりませんのでお答○新垣盛勝医務・国保課長

えできません。
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緊急事態に、去年11月から看護師が不足すると、それに対応○西銘純恵委員

してきたけれども、助産師については先ほど答弁されましたでしょう。では皆

さん確保のための仕事をしていなかったということですか。

離島医療組合を含め、県のナースバンク事業や、○新垣盛勝医務・国保課長

民間の人材紹介センター等、その他医学所員ホームページ求人情報、助産師関

、 。係誌に広告を入れてはいますが 希望する人がいないということでございます

、 、 、それから 人材派遣センターについても 少し紹介料というのが出るのですが

それを考えてしたとしてもやはり手を挙げる人がいないと聞いております。

具体的にホームページを出していますが、来てくれない。そ○西銘純恵委員

れは資格条件や労働条件が明らかにされていると思いますが、その辺でどうな

のか、お尋ねしています。採用しようとしている条件が低いのではありません

か。

一応公募するときの雇用形態は臨時的任用という○新垣盛勝医務・国保課長

形で公募しております。それから確保している看護師総数が30名ですから、３

交代にしてもそれなりの複数配置で看護体制を組むことができますので。

、 、○西銘純恵委員 ナースバンクに1100人登録し 看護師職につきたいけれども

こちらで公募しているのは、臨時的任用ということですね。それで1100名が実

際はいるけれどもついてないと。これがもしネックであればこれを変える以外

はないのではないですか。正職員としてやりますとしたら何名来るかやってみ

たらいかがですか。

先ほどの答弁にもありますように、公立久米島病○新垣盛勝医務・国保課長

院は県からの派遣、市町村からの派遣という形でこれまで運用してまいりまし

た。そこで採用するためには、共済の所属指定という部分をとる必要があり、

今手続中です。次年度からは医師については、みずから採用できるような体制

に持っていきたいという考え方で事を進めてはいるのですが、看護師のあり方

についてはもう少し時間が欲しいということです。正職員については病院事業

局からの人事ローテーションという形で基本的には押さえています。確保でき

ない部分は、臨時的任用や、離島組合が持っている嘱託員という形で確保して

おります。正職員の勤務条件に関しては今後の課題だと理解しております。
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不足する助産師２人については正職員ではないのですか。こ○西銘純恵委員

れから確保しなければいけない２人です。

今必要とされる人数、例えば定数の部分について○新垣盛勝医務・国保課長

は久米島離島医療組合サイドで臨時的任用として確保できております。今31名

必要人数として、確保できていないのは嘱託の一枠でございます。これから常

識的にいってしまうと、嘱託は一枠になりますが、状況的に厳しい部分があり

ますので、この点について離島医療組合がどう考えるか詰めなければ、こちら

でお答えできません。

従来この３月までの助産師については、人事異動の任期が満○西銘純恵委員

了したので公立久米島病院から出て行く、１人の方は１年間延長し頑張ったけ

れども出て行く。それを後任で入る方は当然助産師として、看護師であっても

必要な人になるわけですよね。先ほどの31人の中には、助産師を含めて確保さ

れたという考え方ですか。そうなると必要な人材がそこに回されていないので

はないのですか。このような人事のあり方でいいのですか。問題ではありませ

んか。

人事に当たりましては、派遣期間が３年でそれで○新垣盛勝医務・国保課長

返すというのではなく、働いている看護師本人にも意向を聞きながら、何とか

お願いできないかという相談もしながらやってきております。定数としては、

私どもも離島医療組合もそうなんですが、看護師で何名という形を持っていま

、 、 。して 助産師は何名以上 定数が何名という部分を決めていないものですから

平成21年度で必要な看護師数が、非正規も含め、31名という数字に対して30名

を確保していますが、その中に助産師資格を持っているのが１名だけというこ

とになります。

対応が現場の要請にこたえていません。看護師の人数が足り○西銘純恵委員

れば、あと１人足りない、嘱託で入れるという答弁であっても、実際は職種と

して助産師が足りないというのであれば、助産師資格のある方を優先してそこ

につけるというのが人事のあり方ではないのですか。それを交代して、助産師

の方を入れてほしいというやりとりを、何でやらないのですか。

助産師が手を挙げれば即座にでも採用します。○新垣盛勝医務・国保課長
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採用の話になれば、先ほどのナースバンクの登録者から来な○西銘純恵委員

いのは、全県的に助産師が足りないのを前提にするのであれば、先にそれを確

保する立場でなければいけないのではないのですか。そしてその助産師を公立

久米島病院に送り、そして２人を別のほうに回すということが当たり前の考え

方ではないのですか。今のやり方が現場の実情にどう対応するかということを

していないと思います。そのあたり十分に検討を詰め、そのような考え方は毛

頭ないということなのですか。

、 、○新垣盛勝医務・国保課長 今病院事業局との人事で９名 ４名ということで

５名の欠がございますが、この部分について離島医療組合を含め、看護師で確

保しています。ですから助産師については、今後離島医療組合とも相談しなが

ら努力していきたいと思います。

現場の病院長は一刻も早く助産師を確保したいということで○西銘純恵委員

すよね。これにどうこたえていくかということに尽きるのですけれども、逆に

助産師不足をどう解決しようとしていますか。現状のままでいくこともあり得

、 。ると 助産師がいないまま１人体制であり得ると思っていらっしゃるのですか

現場としては総合診療科のドクター、いわゆるプ○新垣盛勝医務・国保課長

ライマリー・ケアの先生方が２人いますので、当分は助産師、プライマリーの

。 、先生方で対応していきたいというのが公立久米島病院の考え方です ですから

そういう状況を勘案しながら確保に努めていきたいということです。

そうしますと、妊婦との直接の夜中の勤務対応や緊急作業等○西銘純恵委員

に関しても、24時間体制でこの医師の皆さんが任務につくということでいいの

ですか。

離島医師の勤務はいろいろな科があり、互いに協○高江洲均保健衛生統括監

力しながらしています。今西銘純恵委員がおっしゃったように、プライマリー

・ケアの医師がずっとつくかというのではなく、大体自宅待機で必要に応じて

呼び出してもらい、診察してもらうという医療体制をとっておりますので、２

人で24時間病院に張りつくという形ではないという状況になっております。

いずれにしても、妊婦の方々からすればこれまでの対応を病○西銘純恵委員

院のほうでやってもらえるということですか。
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産婦人科専門医ではございませんが、プライマリ○高江洲均保健衛生統括監

ー・ケアを修了した医師は産婦人科の経験が十分ございますから、できる範囲

内で対応はしていただけると思っております。

助産師にはかなわないと。助産師の特質ある、妊婦に対する○西銘純恵委員

医療体制にはならないとおっしゃったと思うんですよ。本来緊急に求められて

いる確保すべき産科医、助産師について、公立病院の本来あるべき立場として

努力すべきであることを指摘して終わります。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

午後０時14分 休憩

午後１時28分 再開

再開いたします。○赤嶺昇委員長

ほかに質疑はありませんか。

比嘉京子委員。

では、午前からの引き続きの公立久米島病院の件についてお○比嘉京子委員

聞きしたいと思います。大枠の話ですが、けさお伺いしてわかったことが、平

成20年度は医師が常駐しておられなかったので、76名の方が沖縄本島のほうで

出産をされている、今年度末３月までに30名にわたって予定がありそうだとい

うお話でしたね。今、年間沖縄県内の医師が立ち会う分娩が128件や、123件と

いう件数がありましたので、公立久米島病院の一つの病院に１人の医師がいた

としても、100名近く出産者がいるので十分な対応人員がいるということです

ね。そのことから、久米島島内に医師がいないということによって、例えば出

産者が経済的にも、心理的にも、その他家族の問題も含め、１人どのくらいの

負担を抱えていると認識されていますか。

島の妊婦が沖縄本島に来てどのくらいの費用がか○新垣盛勝医務・国保課長

かるのか把握しておりません。久米島町は沖縄本島へ行く妊婦に対して、35週

までに沖縄本島に行くと想定して、10万円の助成をしておりますが、35週であ

れば、大体妊娠期間が40週から42週でありますので、７週以上滞在する計算に

、 。なりますので それにかかわる宿泊費代等はかかっているかと考えております
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額については把握しておりません。

やはりどのくらいの負担がかかっているのか、これは離島に○比嘉京子委員

住むがゆえの負担です。沖縄本島にいればそのような負担も心配もなく、第１

子はいざ知らず、第２子、３子を産もうとしている人に対し、沖縄県の子育て

プランに相反し矛盾することを容認していることになります。ですから概算で

もいいので、10万円は久米島－那覇間の往復費用に毛が生えたくらいのもので

。 、 、 、す そうすると 家族も往復するかもしれない 付き添っていくかもしれない

いろいろな負担を考えると、最低７週間、１人で生活するにしても最低でもど

のくらい、最大どのくらいかの予測はありませんか。

これまで公立久米島病院で検討した平成19年度の○新垣盛勝医務・国保課長

。 、 、資料があります その中で公立久米島病院が述べているのは 妊婦検診も含め

公立久米島病院で検診を受け、35週目から島外といった場合、分娩を終えて、

１カ月検診後に島に帰れるようにしたいという考え方を述べています。そうす

ると前後１カ月となりますので、２カ月ほど島外へ出ざるを得ないようです。

２カ月強と考えると最低でどのくらい費用がかかりそうです○比嘉京子委員

か。分娩や検診は補助があるとして。

今島外へ２カ月と想定すると60日、宿泊料によっ○新垣盛勝医務・国保課長

て違いが出ますが 県内で五 六千円で宿泊できるところがありますので 5000、 、 、

円と想定すると30万円ほどという計算になります。

宿泊代、食事代、家族の付き添い代、さまざまなことが発生○比嘉京子委員

し、上限は切りがありませんが、これだけの負担が久米島町から10万円出て、

100名以上の人が受けると1000万円強になります。そこで個人負担が大きいと

いうことを含めると、どのように医師の待遇をよくしていくか、助産師に待遇

条件を上乗せした提示ができるのか。本気かどうかと聞くと、一生懸命ですと

言われ、問題は平行線なのですが、やはりいろいろなことがバックグラウンド

に見えていなくて、私たちはそのようなことを踏まえて議論していても、皆さ

んとはギャップがあります。これは今回に限ったことではなく、県立北部病院

で産婦人科医がいなくなったときも、全く同様です。救急車で運べばいい。そ

うすると、今１人の助産師も負担になって、音を上げるかもわからない。県立

北部病院もそうでした。全員やめる予定ではなかった。だけれども１人やめる
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ことにより、負担が目に見え皆さんずるずるとおやめになった。そのような経

過からすると、私はやはり今までのような人材獲得の仕方を抜本的に考えてい

かなくてはいけないと、これは簡単にはいかないと思います。福祉保健部長い

かがですか。

先ほど助産師の意見の部分でも申し上げましたが、○伊波輝美福祉保健部長

医師１人でもやはり厳しいです。このことに関しまして、昨年度81人の出生が

ありますが、公立久米島病院で出産ができたのは37件で、とても厳しい状況に

あります。正常分娩しか１人ではできない。それで少し問題がある場合は島外

に運んでいます。12月よりドクターヘリを入れたのですが、緊急対応にドクタ

ーヘリを使うという視点と、助産師３人いたとしても、出産はできません。そ

のような意味で医師をできるだけ１人でも配置したい。そのように考えており

ます。そうでなければ、分娩も、出産もできません。そのような意味ではおっ

しゃるとおりです。今のところ努力するとしか言えない状況です。

やはり私は医師や助産師の待遇にネックがあるのではないか○比嘉京子委員

と予測しています。これは与那国島でも検診に、定期的に行くという状況で対

応しています。ドクターヘリは夜間でも運んでくれるのですか。

自衛隊機を使って、ヘリコプター等添乗医師等確保○伊波輝美福祉保健部長

事業というのを実施しているので、夜間対応もしているところです。

ヘリコプターについても非常に危険性があるということで、○比嘉京子委員

夜間は北部医師会病院、浦添中央病院も控えているということもあります。今

、 、 。の考え方でいくと閉塞状態ではないかと思います 医師の確保 助産師の確保

ですからやはり、目の前の状況に来てジタバタとしている様子も伺えます。全

国的に沖縄県は魅力があると本土の先生方はおっしゃいます。だから呼び込み

方次第ではないかという御意見もあります。特に、これだけ激しい労働をして

きたので、のんびりした場所で何かできないだろうか。人数をふやしシェアし

ていくということを含め、多くしていく、そのようなニーズに合わせた対応も

含め、一律の募集のかけ方では限界ではないかと思いますので、ぜひ方法を変

えて、看護協会に投げている話もありましたが、結果をしっかり要求している

のかという、お金の投入の仕方もあります。ですから、それらを含め、今後と

も我々注視していきますので、改善をお願いいたします。
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できるだけの手を打ちたいとは考えております。医○伊波輝美福祉保健部長

、 、 、師の供給先に関しても ドクターバンク事業もしますし 琉球大学との事業や

県立病院の強化など、いろんな手を打っていきたいと考えております。

最後に平成14年度、平成15年度、平成16年度ですが、厚生労○比嘉京子委員

働省派遣医師が来たとありましたが、これは再度は無理なのですか。

あのときも国へ確保の要請にいき○平順寧医務・国保課医療制度改革専門監

まして、その中である課長が紹介していただき、九州大学から派遣していただ

き、厚生労働省派遣医師の予算を使い派遣していただきました。そのときは常

勤１人、研修医１人の２人体制で派遣していただきました。平成16年度の臨床

研修医制度が始まり、九州大学も産婦人科医の確保が厳しいということで引き

上げざるを得なかった。我々もいろいろなところに情報がありますので、その

情報を確保するためいろんなところに要請、お願いをしていきたいと思ってお

ります。

ほかに質疑ありませんか。○赤嶺昇委員長

（ 質疑なし」と呼ぶ声あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

よって公立久米島病院助産師問題に対する質疑を終結いたします。

休憩いたします。

(休憩中、一部執行部入れかえ。)

再開いたします。○赤嶺昇委員長

次に、福祉保健部及び病院事業局関係の請願第１号外３件及び陳情平成20年

第41号外33件の審査を行います。

ただいまの請願及び陳情について、福祉保健部長及び病院事業局の説明を求

めます。

なお、継続の陳情については、前定例会以降の新しい事実についてのみ説明

をお願いいたします。

まず初めに、福祉保健部長の説明を求めます。

伊波輝美福祉保健部長。
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それでは、請願・陳情の処理方針について御説明申○伊波輝美福祉保健部長

し上げます。

お手元に配付してあります請願・陳情に関する説明資料をごらんください。

福祉保健部関係では、新規の請願が４件、新規の陳情が16件、継続の陳情が

15件であります。継続となっている陳情平成20年第41号、同第42号、同第53号

同第55号、同第78号、同第79号、同第122号の２及び同第195号については、処

理方針に変更がありますので説明させていただきます。

資料の10ページをお開きください。

資料の10ページから11ページには、陳情平成20年第41号子供の医療費助成制

度の拡充に関する陳情の変更後の処理方針を記載してございます。変更箇所に

ついては、12ページの資料で御説明申し上げます。

12ページをお開きください。

。 、変更後の処理方針等の欄をごらんください 変更後の処理方針２については

平成21年度に予定していた医療費助成制度の見直しを延期したため、処理方針

を変更するものであります。変更箇所は、処理方針等の欄の下線部分の平成21

年度に予定していた見直しを削除するものであります。

続きまして、資料の13ページをごらんください。資料の13ページから14ペー

ジには、陳情平成20年第42号妊婦健康診査の公費負担の拡充を求める陳情の変

更後の処理方針を記載してございます。変更箇所については、15ページの資料

で御説明申し上げます。

15ページをお開きください。

変更後の処理方針１については、国において、新たに追加される９回分の公

費負担による妊婦健康診査の具体的な支援方策が示され、国庫２分の１につい

て、都道府県に基金を創設し、この基金を活用して平成22年度までの間、妊婦

が安心して妊娠、出産できる体制を確保することとされたため、処理方針を変

更するものであります。下線部分の変更箇所を読み上げます。県は、国の生活

対策の一環として配分される交付金を活用し、妊婦健康診査の充実を図ること

を目的に基金を創設しており、市町村が行う妊婦健康診査の支援と当該健診に

関する普及啓発を実施してまいります。

、 、なお ただいま説明いたしました陳情平成20年第41号及び同第42号と同様に

資料の23ページ、陳情平成20年第78号子供の医療費助成制度の拡充に関する陳

情及び24ページ、同第79号妊婦健康診査の公費負担の拡充を求める陳情につき

ましても、同様に処理方針を変更するものであります。

戻りまして、資料の18ページをお開きください。資料の18ページから19ペー

ジには、陳情平成20年第53号ジストニア治療の健康保険適用拡大等治療環境の
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改善に関する意見書の提出を求める陳情の変更後の処理方針を記載してござい

ます。変更箇所については、20ページの資料で御説明申し上げます。

20ページをお開きください。

変更後の処理方針４については、少量使用に適した薬剤が認可され発売され

たため、処理方針を変更するものであります。変更後の処理方針を読み上げま

す。従来、ボトックス注射は１瓶100単位のみ承認されておりましたが、国に

おいて平成20年月６日に１瓶50単位のボトックス注射が承認され、平成21年２

月23日から発売されております。

続きまして、資料の21ページをごらんください。

資料の21ページには、陳情平成20年第55号更生保護施設の町内建設反対及び

代替地の確保に関する陳情の変更後の処理方針を記載してございます。変更箇

所については、22ページの資料で御説明申し上げます。

22ページをお開きください。

変更後の処理方針については、沖縄県更生保護会と地域住民との間で、那覇

市首里平良町の建設予定地に施設を建築することについて合意が得られ、現在

工事に着手しているため、処理方針を変更するものであります。

変更後の処理方針を読み上げます。

あけぼの寮の施設整備につきましては、沖縄県更生保護会と地域住民の皆さ

ま方との間で話し合いが持たれ、平成20年９月に那覇市首里平良町内の建設予

定地に施設を建設することについておおむね合意が得られたため、同月に建築

確認申請を行い、12月に建築許可を得ており、平成21年８月に竣工の予定と伺

っております。

続きまして、資料の26ページをお開きください。

資料の26ページから27ページには、陳情平成20年第122号の２沖縄県腎臓病

患者連絡協議会の活動等に対する支援を求める陳情の変更後の処理方針を記載

。 、 。してございます 変更箇所については 28ページの資料で御説明申し上げます

28ページをお開きください。

変更後の処理方針１については、平成21年度に予定していた医療費助成制度

の見直しを延期したため、処理方針を変更するものであります。下線部分の変

更箇所を読み上げます。医療費助成制度については、同制度の継続を図る観点

、 、から 平成21年７月より一部自己負担金の導入を行うこととしておりましたが

経済状況の悪化などの環境変化を踏まえ、当面延期することといたしました。

続きまして、資料の34ページをお開きください。

資料の34ページから35ページには、陳情平成20年第195号医療提供体制確保

と地域医療を守ることに関する陳情の変更後の処理方針を記載してございま
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す。変更箇所については、36ページの資料で御説明申し上げます。

36ページをお開きください。

変更後の処理方針１については、県立病院のあり方検討部会において、県立

病院のあり方に関する基本構想案を取りまとめるなど、審議が進 しているた

、 。 。め 処理方針を変更するものであります 下線部分の変更箇所を読み上げます

同検討部会においては、これまで６回の会議を開催し、病院事業の地方独立行

政法人への移行を含む、県立病院のあり方に関する基本構想案を取りまとめて

おります。地方独立行政法人への移行は、病院事業において、経営環境の変化

に迅速かつ的確に対応し得る運営体制を構築するとともに、地方独立行政法人

化に当たっての出資により、資金不足を解消し、速やかに財務面の健全性を回

復すべきであることなどの認識から、総合的な組織改革の一環として提言され

たものであります。今後、３月19日に開催される第７回検討部会において、検

討部会としての基本構想が決定される予定でありますので、その答申を受け、

年度内には県の方針を決定したいと考えております。

以上が処理方針の変更に係る説明であります。

その他の継続分ついては、処理方針に変更がありませんので、説明を省略さ

せていただきます。

続きまして、新規の請願４件について、その処理方針の概要を説明いたしま

す。

戻りまして、資料の１ページをお開きください。

請願第１号第39回沖縄県母子寡婦福祉大会の決議の実現にする請願について

御説明いたします。

請願者は、社団法人沖縄県母子寡婦福祉連合会会長与那嶺清子であります。

処理方針を申し上げます。

、 、 、１ 県では 母子家庭の母及び寡婦への就業相談やホームヘルパー 調理師

パソコン等の就業支援講習を行う自立支援事業、資格取得を促進する給付金事

業、資格取得や疾病などの場合に家庭生活支援員を派遣する生活支援事業など

を実施し、母子家庭の自立支援策を推進しているところです。

２ 母子及び寡婦福祉法において、公共的施設における雇い入れの促進等の

措置を講ずるよう努めることとしております。県においては、今後とも、関係

機関や市町村等に趣旨を周知し雇用の促進を図ってまいりたいと考えておりま

す。

３ 母子家庭等医療費助成事業は、母子家庭や父子家庭の保護者と児童など

の医療費を助成することにより、母子家庭等の健康増進と生活の安定を図るこ

とを目的としています。
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２ページをお開きください。

本県では、市町村に対してその費用の２分の１を助成しており、現在各市町

村とも償還払い方式を採用しております。医療費助成を現物給付方式へ移行し

た場合、国民健康保険制度において、受給者が一定の割合を超えると、国庫支

出金が減額となり、市町村国保財政の負担増が懸念されます。したがって、市

町村国保の運営に支障を与えることから、慎重に検討していきたいと考えてお

ります。

４ 医療費助成事業の対象を寡婦まで拡大することについては、財源確保等

の課題があり、実施主体である市町村の意向も踏まえながら検討する必要があ

ると考えております。

５ 寡婦控除は、女性の納税者が所得税法上の寡婦に当てはまる場合に受け

。 、 、 、られる所得控除です 対象は 夫と死別 又は離婚し扶養親族や子供のいる者

または夫の生死が明らかでない者となっており、未婚の母は対象となっており

ません。未婚の母が税の寡婦控除対象となるのは望ましいことですが、当該事

案については税制度上の問題であると考えます。

６ 国は、母子家庭等の養育費の取得率の向上等を図るため、平成19年10月

より相談支援業務を開始しております。沖縄県では、母子家庭等就業・自立支

援センターに養育費の専門相談員を平成20年４月から設置したところです。今

後とも、養育費確保に向けた支援を国とも連携しながら進めてまいります。

７ 県内の母子生活支援施設は、沖縄市、浦添市、那覇市の３カ所に設置さ

れており、平成21年度は沖縄市の施設が改築予定で、処遇の向上が図られるも

のと考えております。また、県営住宅への母子世帯の優先入居については、入

居できる確率が一般応募者の２倍となるよう、優遇措置を実施しているところ

であります。

８ 公共施設内への売店等の設置の促進については、関係機関や市町村等に

今後とも協力を求めてまいります。

続きまして、資料の４ページをお開きください。

請願第２号発達障害及び発達障害が疑われる気になる子の早期発見・早期支

援体制の整備に関する請願について、請願者は、沖縄県子どもの未来をつくる

親の会連絡会代表新垣道代外５人であります。

処理方針を申し上げます。

１ 発達障害については、その障害の特殊性から早期発見に結びつきにくい

こと、また診察する医療機関、支援する人材及び地域の受け皿が少ないため、

早期支援につながりにくいこと、さらに関係機関のネットワークの構築が十分

ではないことから、支援が途切れてしまう状況が見られます。
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県においては、平成19年２月に支援拠点として、沖縄県発達障害者支援セン

ターを設置し、発達障害児者の支援に取り組んでいるところであります。今後

は、計画的に支援体制を強化していく観点から、関係機関の役割を明確にした

人材育成計画や支援体制整備計画を策定し、途切れのない支援を促進してまい

ります。

２ 県内市町村における乳幼児健診は、母子保健法第13条に基づき、市町村

が実施主体として、集団方式で実施しております。問診内容、健診後の支援基

準等については、各市町村で判断し実施しているところであります。今後、市

町村へのニーズ調査、意見の聴取等を行い必要な支援について検討していくこ

ととしております。

また、県においては、早期発見を担う人材を育成するため、市町村の新任保

健師を対象とした研修会や各福祉保健所における研修、管内市町村の情報交換

等を行うとともに、発達障害者支援センターにおいて、医療、保健、福祉、教

育等関係職員等を対象とした研修を実施しているところであります。今後は、

計画的に人材育成を図る観点から、早急に人材育成計画を策定し、支援体制を

強化していくこととしております。

、 、 、３ 県においては 発達障害児者に対し 途切れのない支援を促進するため

関係機関の役割を明確にした支援体制整備計画を策定し、計画的に支援体制を

強化することとしております。計画の推進に当たっては、医療、保健、福祉及

び当事者等で構成する沖縄県発達障害者支援体制整備委員会から意見を聴取す

るとともに、必要に応じて先進事例等も参考にしていくこととしております。

６ページをお開きください。

４ 発達障害に関する普及、啓発については、発達障害者支援センターを中

心として講演会等を実施しているところであります。また、総合的な支援体制

を構築する観点から、同センターに県の相談機関、医療機関、支援事業所、教

育機関、市町村及び当事者団体等の関係機関による連絡協議会を設置する予定

であります。離島等については、限られた社会資源の中で、障害児等療育支援

事業などにより医療、保健、福祉、教育等が連携し、相談支援や発達支援を推

進しております。県においては、地元からの要望が高い、巡回指導や研修等に

よる専門性の向上及び本島医療機関との連携体制の構築等、課題を共有し、必

要な対応をしてまいります。

５ 発達障害の支援については、当事者のライフステージに応じてさまざま

な分野の関係者が当事者の支援にかかわることとなります。特に、早期の気づ

、 、 、きや支援については １歳６カ月児健診や３歳児健診でかかわる市町村 また

日常業務において当事者やその家族にかかわる機会が多い保育所、幼稚園、学
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校等の果たすべき役割が重要であると考えております。県においては、支援セ

ンターに県の児童相談所、更生相談所及び精神保健福祉センター等の関係者を

構成員とする連絡協議会を設置し、同協議会との連携により市町村や関係機関

に対する早期支援の体制強化を促進していきたいと考えております。

続きまして、資料の７ページをごらんください。

請願第３号沖縄県発達障害者支援センターの設置と事業運営関する請願につ

いて、請願者は、沖縄県子どもの未来をつくる親の会連絡会代表新垣道代外５

人であります。処理方針を申し上げます。

１ 沖縄県発達障害者支援センターには、発達障害に関する相談、発達及び

就労の支援を専門的に行う職員を配置する必要があります。また、同センター

は、夜間及び緊急時の対応並びに一時保護等の施設機能の活用を図る観点から

原則として知的障害児施設等に附置することが求められております。

県においては、当該要件等を踏まえるとともに、発達障害支援を早急かつ円

滑に進めていく観点から検討した結果、直営ではなく、事業委託による実施が

適当であると判断したものであります。今回、受託法人から今年度限りで事業

受託を辞退したい旨の申し出がありました。

県としましては、早急に新たな委託先を選定するとともに、同センターに県

の児童相談所、更生相談所及び精神保健福祉センター等の関係者を構成員とす

る連絡協議会を設置し、総合的な支援体制を構築してまいりたいと考えており

ます。

８ページをお開きください。

２ 支援センターにおいては、発達障害児者に対する支援拠点として、発達

障害児者及びその家族からの相談に応じ、適切な指導、助言を行うとともに、

市町村や関係施設等との連携強化により地域の支援体制整備を図ることとして

おります。同センターの運営方針等については、発達障害者支援体制整備委員

会において公開検討しているところであります。今後、その内容については、

適宜情報提供してまいります。

、 、３ 離島等における発達障害児者支援については 限られた社会資源の中で

障害児等療育支援事業などにより医療、保健、福祉、教育等が連携し、相談支

援や発達支援を推進しております。また、支援センターに医療、保健、教育、

労働、当事者、県の相談機関等の関係者で構成する連絡協議会を設置し、市町

村等に対する総合的な支援を図るとともに、県の取り組み状況等については適

宜情報提供していきたいと考えております。

続きまして、資料の９ページをごらんください。

請願第４号子供の心の診療体制整備に関する請願について、請願者は、沖縄
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県子どもの未来をつくる親の会連絡会代表新垣道代外５人であります。

処理方針を申し上げます。

１から２について県においては、平成20年11月に小児科、心療内科及び精神

科の医療機関に対し実態把握のためのアンケート調査を行ったところでありま

す。今回、同調査結果を踏まえ、医療機関の確保について、県医師会等の協力

を得ながら、発達障害の診察等ができる医師の養成に努めてまいります。

また、支援する専門員の養成については、計画的に支援体制を強化していく

観点から、関係機関の役割を明確にした人材育成計画や支援体制整備計画を策

定してまいります。

さらに、国においては、増加する虐待被害や不登校、発達障害などの子供の

心をとりまく問題が深刻化していることを受け、平成20年度から子供の心の診

療拠点病院機構推進事業を全国で９都道府県において、３年間のモデル事業と

して実施しているところであります。県においても、発達障害児等への支援体

制として事業の必要性を認識しているところであり、今後の整備につきまして

は、国におけるモデル事業の検証結果を踏まえ検討していくこととしておりま

す。

以上で、請願に関する説明を終わります。

続きまして、新規の陳情16件について、その処理方針の概要を御説明いたし

ます。

資料の40ページをお開きください。

陳情第２号学童保育に関する陳情について、御説明いたします。

陳情者は、障害児の学童保育を実現する会事務局長大城喜代美外１人であり

ます。

処理方針を申し上げます。

１から３について県においては、放課後児童クラブの障害児受入体制の強化

を図るため、平成21年度予算において１クラブ当たり年額68万7000円を国の基

準額どおり142万1000円に引き上げることとしております。今後、市町村に対

し、予算措置について働きかけてまいりたいと考えております。

続きまして、資料の41ページをごらんください。

陳情第８号地域医療を守り医療提供体制確保を求める陳情について、陳情者

は、石垣市議会議長入嵩西整であります。

この陳情の処理方針につきましては、先ほど、御説明いたしました陳情平成

20年第195号と同じでありますので、説明を省略させていただきます。

また、同様に42ページ東村議会からの陳情第９号、43ページ竹富町議会から

の陳情第13号についても陳情平成20年第195号の処理方針と同じでありますの
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で、説明を省略させていただきます。

続きまして、資料の44ページをお開きください。

陳情第16号地域子育て支援センター事業費の従来どおりの県負担を求める陳

情について、陳情者は、沖縄県地域子育て支援センター連絡協議会会長石川キ

ヨ子であります。

処理方針を申し上げます。

１ 保育関係の予算につきましては、財政状況が厳しい中、多様化、増大化

する保育需要に対応するため、行政経費を徹底して削減するとともに、各実施

事業において、補助基準額の見直しを行うという方針で編成しております。こ

うしたことから、地域子育て支援拠点事業につきましては、国基準額どおりに

措置することは、現在のところ困難であると考えております。

２ 子育て支援事業につきましては、児童福祉法の改正により、乳児家庭全

、 、 、 、戸訪問事業 養育支援訪問事業 地域子育て支援拠点事業 一時預かり事業が

平成21年度から第２種社会福祉事業として法律上に位置づけられます。また、

市町村はこれらの事業が着実に実施されるよう必要な措置の実施に努めること

とされております。県としましても、これらの事業の実施に係る届出、指導監

督においてかかわることとなっており、市町村とともに事業の推進を図ってま

いります。

３ 乳幼児医療費助成事業の見直しについては、経済情勢の悪化などの環境

変化を踏まえ、当面延期することといたしました。今後も制度運営について厳

しい状況が続くことが見込まれることから、継続に向けて必要な検討を行って

いきたいと考えております。

続きまして、資料の46ページをお開きください。

陳情第22号沖縄県精神科医療の施策に関する陳情の記の２につきまして陳情

者は社団法人沖縄県精神障害者福祉会連合会会長平田有功であります。

処理方針を申し上げます。

沖縄県医療審議会県立病院のあり方検討部会が取りまとめた県立病院のあり

方に関する基本構想案におきましては、精神科救急医療を県立病院が担うべき

医療機能と位置づけ、精和病院が、本県の精神科救急医療において、中核的な

役割を担ってきたことを評価しております。県としましては、引き続き、県民

が必要とする精神科医療を提供することができるよう、同検討部会の答申を尊

重し、適切に対処してまいります。

続きまして、資料の47ページをごらんください。

陳情第23号障害者福祉の増進に関する陳情について、陳情者は沖縄県身体障

害者福祉協会会長上原義雄外19人であります。
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処理方針を申し上げます。

１ 重度心身障害者医療費助成制度については、医療費の自然増により事業

、 、 、費が増大しており 県財政が厳しい状況にある中 制度の継続を図る観点から

見直しを行うこととしました。しかしながら、この間の経済状況の悪化に伴い

県民を取り巻く社会環境が厳しいものとなっていること、また、県議会や関係

団体等から見直しの実施に対して厳しい意見が出されたことなどを総合的に勘

案し、制度見直しの実施について、当面、延期することといたしました。

48ページをお開きください。

２ 重度心身障害者医療費助成制度については、現行制度を継続した場合に

は、毎年度医療費の自然増が見込まれるなど、制度の安定的な運営を確保する

ことが厳しい状況にあります。県としましては、同制度の安定的な運営確保を

図るため、引き続き必要な検討を行っていきたいと考えております。

３ 医療費助成制度は、市町村が実施主体であります。県は、同制度を政策

的に奨励する趣旨から、事業費の一部について実施主体である市町村に対し補

助しているものであり、補助金交付要綱に基づき実施することが適切であると

考えております。

続きまして、資料の49ページをごらんください。

陳情第26号沖縄県精神科通院患者リハビリテーション事業に関する陳情につ

いて、陳情者は社団法人沖縄県精神障害者福祉会連合会会長平田有功外１人で

あります。

処理方針を申し上げます。

昭和57年度から開始された通院患者リハビリテーション事業は、協力事業者

や訓練生の増加、また再発予防等に効果が見られます。しかしながら、就労訓

練等地域生活の自立促進に課題があること、また、障害者自立支援法に基づく

障害福祉サービスと訓練内容が重複することから、自立と社会参加を効果的に

推進する観点から見直しを検討したものであります。しかしながら、当事者や

協力事業者等との意見交換において、地域における障害者の支援体制の構築の

ため、時間的余裕が欲しいとの要望があったことから、事業見直しに向けて調

整を継続してまいります。

そのため、平成21年度においては、事業規模についての大幅な見直しは行わ

ず、平成21年度以降、関係機関、協力事業所、利用者、市町村などと調整を図

りながら推進していきたいと考えております。

続きまして、資料の50ページをお開きください。

陳情第32号身体障害者に関する手続等についての陳情にいて、陳情者は長堂

末子であります。処理方針を申し上げます。
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陳情者は、平成16年８月17日付で那覇市を通して特別児童扶養手当認定請求

書を提出しておりますが、特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表

第３に規定する、日常生活が著しい制限を受けるか、または日常生活に著しい

制限を加えることを必要とする程度の障害の状態ではないとの判定で、県は、

平成16年11月11日付で認定請求を却下しております。

陳情者はそれを不服として、平成16年12月13日、異議申し立てを提起してお

りますが、再判定の結果、認定請求却下と同様の理由により、県は平成17年２

月15日、異議申し立てを棄却する決定をしております。

さらに、陳情者は決定を不服として、平成17年２月23日、那覇地方裁判所に

棄却処分の取消訴訟を提起しております。当該訴訟については、平成17年６月

28日付の第一審判決において、原告の請求を棄却、訴訟費用は原告の負担とす

る判決が言い渡されております。

県としては、判決のとおり対応しており、陳情者に対しても再三、その旨説

明してきたところであります。

また、身体障害者手帳の交付については、陳情者より平成17年６月29日付で

交付申請書が提出され、那覇市福祉事務所長を経由して、同年７月１日付で県

において受理しております。県においては、添付された身体障害者診断書を審

査した結果、身体障害者福祉法施行規則第５号に規定する呼吸器の機能障害の

程度に該当しなかったことから、同年７月15日付で那覇市福祉事務所長を経由

して、陳情者あて申請書を返戻しております。同年８月、陳情者から沖縄県及

び那覇市に対し同審査結果について不服である旨の訴えが口頭によりありまし

た。

、 、 、県においては 認定基準を提示しながら説明してきたところ 同年９月以降

陳情者からの相談、再申請及び不服申立等はありません。

続きまして、資料の52ページをお開きください。

陳情第41号県立病院の存続を求める陳情について、陳情者は、沖縄県保険医

協会会長照屋正信であります。

処理方針を申し上げます。

県立病院の今後のあり方を御審議いただいている沖縄県医療審議会県立病院

のあり方検討部会におきましては、本県の県立病院が、救急医療、小児医療及

び周産期医療など、一般に不採算といわれる医療において地域の中核的な役割

を果たしていることなどを考慮し、すべての県立病院について、民間譲渡は行

うべきではないとの認識で意見は一致しております。

なお、地方独立行政法人とは、公共上の見地からその地域において確実に実

施されることが必要な事業であって、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも
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実施されないおそれがあるものを実施させるため、地方公共団体が設立する法

人であります。

記の１については、先ほど御説明いたしました陳情平成20年第195号の処理

方針と同じでありますので、説明を省略させていただきます。

２ 県立病院のあり方検討部会におきましては、６回の審議を行い、県立病

院のあり方に関する基本構想案を取りまとめております。県におきましては、

パブリックコメント及び県民説明会を実施し、同基本構想案に対する意見を把

握しております。３月19日に開催される第７回検討部会におきましては、県民

意見等を考慮して、検討部会としての基本構想が決定される予定であります。

３ 国においては、巨額の財政赤字を抱える我が国の財政状況を改善すると

ともに、皆保険制度を堅持するため、増大する社会保障費の伸びを抑制するこ

ととして診療報酬の減額改定等を実施してきております。このような中で、地

域医療を担う公的医療機関においては、経営上の課題が発生しており、その一

因として診療報酬の減額改定が影響しているとされております。このため、全

国知事会においては、全国自治体病院協議会等との連名により、診療報酬の改

正や地方交付税措置の充実等を国に要望しているところであります。

続きまして、資料の54ページをお開きください。

陳情第44号沖縄県の障害者スポーツ振興に関する陳情について、陳情者は、

北京パラリンピック日本代表沖縄県選手を支援する会代表平田かおりでありま

す。

処理方針を申し上げます。

県では、ノーマライゼーションとリハビリテーションの理念のもと、第３次

沖縄県障害者基本計画－美らしま障害者プランにおいて、障害者のスポーツ・

レクリエーション活動を位置づけ、積極的に推進しているところであります。

これらを踏まえ、平成20年11月より、沖縄県障害者スポーツ振興協会－仮称で

すけれども、設立に向け、関係団体等と調整を行っているところであります。

また、障害者スポーツの振興については、継続事業として、全国障害者スポ

ーツ大会経費、県身体障害者等スポーツ大会経費及びスポーツ指導員養成経費

を引き続き予算措置しております。

さらに、新規事業として、障害者スポーツの底辺拡大とアスリート育成を総

合的に支援するための拠点となる沖縄県障害者スポーツ振興協会(仮称）の設

立に向けた調査・研究及び障害者スポーツの普及・啓発等の事業支援のため新

たに予算計上したところであります。

続きまして、資料の55ページをごらんください。

陳情第50号県立病院の独立行政法人化に反対し、地域医療守り医療提供体制
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確保を求める陳情について、陳情者は石垣市議会議長入嵩西整であります。

この陳情の処理方針につきましては、先ほど御説明いたしました陳情平成20

年第195号と同じでありますので、説明を省略させていただきます。

また、同様に56ページ沖縄老人クラブ連合会からの陳情第52号についても陳

情平成20年第195号の処理方針と同じでありますので、説明を省略させていた

だきます。

続きまして、資料の57ページをごらんください。陳情第60号県立八重山病院

の地方独立行政法人化に反対する陳情について、陳情者は八重山市町会 会長

石垣市長大濵長照であります。

処理方針を申し上げます。

１ については、先ほど御説明いたしました陳情平成20年第195号の処理方

針と同じでありますので、説明を省略させていただきます。２及び３について

県においては、県民が安心して医療を受けられる体制を整備するため、県立病

院で後期臨床研修事業を実施するとともに、自治医科大学学生派遣事業により

離島・僻地で勤務する医師の養成・確保に努めております。

また、琉球大学医学部の地域枠７人の定員増に対応し、医師修学資金等貸与

事業を平成21年度から拡大するなど中長期的な施策も講じているところであり

ます。

さらに、県立病院と附属診療所等を結ぶ離島・へき地遠隔医療支援情報シス

テムを平成12年度から運用し、診療所の医師が離島において指導医等に相談し

助言が受けられるようにしており、離島・僻地での保健医療サービスの充実に

努めております。県としては、今後も引き続き、健康福祉社会の実現と安全・

安心な生活の確保に向けて取り組んでまいります。

続きまして、資料の58ページをお開きください。

陳情第61号医療提供体制確保を求める陳情について、陳情者は竹富町議会議

長通事隆一であります。

処理方針を申し上げます。

１ については、先ほど御説明いたしました陳情平成20年第195号の処理方

針と同じでありますので、説明を省略させていただきます。

２ 地域住民に対する医療提供体制については、医療法第１条の３で、国及

び地方公共団体は適切に確保されるよう努めることが求められております。こ

のことから、県においては、２次医療圏ごとに県立病院を設置・運営するとと

もに、16カ所の附属診療所を設置・運営しているところであります。

さらに、県と久米島町で構成する離島医療組合で公立久米島病院を設置・運

営しております。
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また、県内の市町村においては、那覇市立病院を初め８カ所の診療所を設置

しており、公的な医療提供の役割を担っているところであります。竹富町立診

療所については、同町の役割・責務として担っているものであり、県は、その

運営費等に対して助成を行っているところであります。県としましては、引き

続き市町村との連携による適切な医療提供体制の確保に努めてまりたいと考え

ております。

続きまして、資料の59ページをごらんください。

陳情第62号地域子育て支援センター事業費の従来どおりの負担を求める陳情

について、陳情者は沖縄市地域子育て支援センター・たんぽぽ広場園長嘉陽千

恵子であります。

この陳情の処理方針につきましては、先ほど御説明しました陳情第16号と同

じでありますので、説明を省略させていただきます。

以上で、福祉保健部に係る請願及び陳情の処理方針について、説明を終わり

ます。

よろしくお願いいたします。

福祉保健部長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長

次に、病院事業局長の説明を求めます。

知念清病院事業局長。

、 、 、○知念清病院事業局長 それでは 病院事業局に係る請願 陳情案件について

処理方針を御説明申し上げます。

お手元に配付してあります資料、請願・陳情案件処理方針の目次をごらんくだ

さい。病院事業局に係る請願案件は新規１件、陳情案件は、継続２件新規２件

の計４件となっております。それでは、新規の請願１件について、処理方針を

御説明します。

１ページをお開きください。

請願第４号子供の心の診療体制整備に関する請願について説明します。

請願者は、沖縄県子どもの未来をつくる親の会連絡会新垣道代外５人であり

ます。

この請願のうち、県立南部医療センター・こども医療センターのこころの診

療科に関する部分の処理方針を御説明します。県立南部医療センター・こども

医療センターの基本的な理念や整備すべき機能についてまとめた高度多機能病

院（仮称 、平成14年２月の基本構想・基本計画の中で、小児医療について全）

県を対象に修学的で高度な小児専門医療機能を果たしていくと明記されており
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ます。具体的な診療科目として児童精神科の設置が記載され、それに基づいて

こころの診療科を開設いたしました。県立南部医療センター・こども医療セン

ターこころの診療科の後任医師については、人的ネットワークやホームページ

の活用により、その確保に努めているところです。

また、子供の心の診療拠点病院の体制整備については、国のモデル事業の検

証結果を踏まえ、福祉保健部において検討されるものと考えております。

続きまして、継続の陳情案件２件につきましては、処理方針に変更がありま

すので、御説明します。

２ページをお開きください。

最初に平成20年第148号地域医療・高度多機能な医療の確保関する陳情のう

ち、処理方針を変更した箇所について御説明します。

１ 崩壊の危機に直面している地域医療を守るため、適切な医療財源の確保

、 。 。を図ることについて 処理方針を申し上げます 下線部が変更箇所であります

病院事業に対する一般会計からの繰入金については、経営再建期間中、平成21

年度から平成23年度は一般会計繰入金を定額化するとの経営再建計画案を踏ま

え、平成21年度当初予算案では、約85億円が措置されております。

３ページをお開きください。

３ 県民が安心して地域格差のない医療サービスを受けられるよう、住民、

利用者、医療関係者等の意見を十分に踏まえること、また、地域医療の後退を

招くことのないよう、医療機能の維持・強化を前提とし、必要な予算措置を行

うことについて説明いたします。県立病院のあり方に関する基本構想は、沖縄

県医療審議会の答申を受けて策定されるものであり、県民及び関係者の意見を

幅広く反映させるためのパブリックコメント等を踏まえて答申が行われるもの

と承知しております。

４ 沖縄県の公立病院が果たしてきた役割を十分認識し、経営的な視点のみ

の改革プランではなく、地域医療の確保と安定的な医療提供体制を確立する視

点から運営形態を現状どおりとすることについて説明いたします。県立病院の

運営形態については、県立病院のあり方に関する基本構想において示されるこ

とになっております。

５ 心身共に健康な状態での良質な医療サービス提供のため、看護師の過重

労働を改善し、看護体制７対１を実現するための定数条例の改正もしくは病院

職員の定数を沖縄県職員定数条例から分離することについて説明いたします。

７対１看護配置については、病院事業局内に検討チームを立ち上げ、導入す

る場合の諸課題について検討していきたいと考えています。

４ページをお開きください。
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６ 中部病院については、①救命救急医療、②卒後医師臨床 研修、③離島

、 、 、 、医療支援 ④高度医療 ⑤医療弱者医療 ⑥医療従事者の養成等の特性を持ち

地域の中核病院として最前線で活躍しているので現在の機能を維持することに

ついて説明いたします。県立中部病院が果たすべき役割、機能等については、

県立病院のあり方に関する基本構想を踏まえ適切に対応してまいります。

８ 精神単科の精和病院では、今後、指定医療機関の法改正に伴い、入院受

け入れの可能性が生じた場合の人的配置や構造的な部分については配慮するこ

とについて説明いたします。精和病院の果たすべき役割、機能等については、

県立病院のあり方に関する基本構想を踏まえ、適切に対応してまいります。

９ 北部、宮古、八重山地域における救急医療は、公的医療の使命と責任感

から県立病院が全体の８割を担っている状況であるので、地域医療を確保し安

定的な医療提供体制を確立することについて説明いたします。北部、宮古及び

八重山病院の果たすべき役割、機能等については、県立病院のあり方に関する

基本構想を踏まえ、適切に対応してまいります。

５ページをお開きください。

平成20年第184号県立南部医療センター・こどもセンター精神身体合併症病

、 、棟拡充に関する陳情につきましては 処理方針を全面的に変更していますので

御説明します。

南部医療センター・こども医療センターの混合病棟の一般病床14床について

、 、 。は 看護師が確保された場合 小児科病床として再開することとしております

このことについては、院内で検討を重ねた結果であることから、病院事業局と

しても、現場の意向を尊重したいと考えております。

なお、精神身体合併症の患者については、各病棟においても、診療科の医師

と精神科の医師の共同管理のもと、現在でも十分な治療が行われていると考え

ております。

６ページをお開きください。

新規の陳情であります陳情第22号沖縄県精神科医療の施策に関する陳情、陳

情者は沖縄県精神障害者福祉会連合会会長平田有功及び陳情第40号県立南部医

療センターの精神身体併症病棟の早期再開に関する陳情、陳情者は沖縄精神神

経学会会長近藤毅の処理方針につきましては、先ほど説明いたしました陳情平

成20年第184号と同じでありますので、説明は省略させてただきます。

以上で、病院事業局に係る請願、陳情の処理方針の説明を終わります。

よろしくお願いいたします。

病院事業局長の説明は終わりました。○赤嶺昇委員長
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これより各請願及び陳情に対する質疑を行います。

質疑に当たっては、請願または陳情番号、さらにページを述べてから、重複

することのないよう簡潔にお願いいたします。

なお、質疑、答弁に当たっては、挙手により、委員長の許可を得てから行う

ようにお願いいたします。

質疑はありませんか。

渡嘉敷喜代子委員。

何からすればいいのかわからないくらい問題が山積して○渡嘉敷喜代子委員

いるのですが、まず初めに、執行部にお願いしたいのは、こんなにたくさんの

陳情が来たのは私たちはわかります。ところが処理方針がどうなるかわかりま

せん。それでこの場でしか見られません。以前にもこのことについて要求しま

したが、少なくとも１日前に委員に配付していただきたいと思います。まず最

初に病院事業局長にお尋ねします、５ページ。きのう、この陳情者及びその他

３名の補助参考人に来ていただき、状況などを聞きました。きょうの新聞でも

病院事業局長もごらんになっていると思います。本会議での私の代表質問に対

する答え方は、５ページの処理方針の中で言われているように、現場の意見を

尊重していきたいと言っています。ところが今の県立病院が独立法人化される

かもしれない状況の中で、政策医療をどう守っていくのか、私たちは苦労して

います。そして平成23年までに病院事業局はいろいろな模索の中で何とか今の

地方公営企業法全部適用でやっていきたいという意気込みはよくわかります

し、支援もしたいのです。ところが今の病院事業局長の対応の仕方を見ている

と、もう既に独立法人化が始まったのかというような思いがしてならないんで

す。医療精神科の合併症に関しては、南部医療センター・こども医療センター

ができるときに政策医療として精神学会からの希望があり、５床プラス19床、

本当は20床要求していましたが、14床と５床、19床で我慢してくださいという

のがこれまでのいきさつでした。ところが病院長はそれを小児科病棟にしたい

という方針を出しているわけです。その件についても、本会議で病院事業局長

は、いや、小児科も政策医療ですという見方をしていますが、一番弱い立場の

、 、精神科の皆さんに対して しっかりとフォローしていただきたいという思いで

私は代表質問の中でも申し上げました。そしてきのう、現場の皆さん、那覇市

立病院の皆さんもきていただきました。そして平和病院の小渡敬先生にも来て

いただきました。その中で病院事業局長はこの14床の合併病棟がなくてもそれ

ぞれの一般病床で適切な治療をしていると言い方をしておりますが、現実には

21名が拘束されている、治療されているという現状を病院事業局長は御存じで
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すか。

まず拘束ということなんですが、拘束ということと精○知念清病院事業局長

神科疾患の患者に限定することは、私は解釈の点で問題があるというように感

じています。と言いますのは、拘束というのは必ずしも精神科疾患の患者だけ

ではなく、認知症の患者、いわゆる以前は痴呆と言われていた患者、あるいは

譫妄状態に陥った患者の人々が、軽度の意識障害を伴う錯覚や幻覚を伴う状況

の中で、時々自傷あるいは他害行為を起こすことがあるので、それを抑制する

ために、抑制帯、拘束帯をすることがあります。それでよく言われていること

ですが、譫妄状態というときに、患者が体を動かす、あるいはベットから飛び

降りたりするということがあります。そういう状態はどのように起こるかとい

うと、身体的不調、あるいは薬剤の影響、あるいは感染症、精神的ストレス等

がかかったときに、一時的に急性錯乱状態になることがあると言われており、

その場合に高齢者が非常に多い、極めて入院中にそのようなことが発生する例

が多くて。ある報告によりますと、高齢者の５人に１人は譫妄状態になるとい

うことが言われています。ですから、拘束帯をされている方がすべて精神疾患

であり、それが14床の病棟に入ると考えるのは少し解釈の仕方が適切ではない

と考えております。

今痴呆症の話をしましたが、入院してる中でやはり精神○渡嘉敷喜代子委員

的な障害も出てくることがあるわけですよね。今まで14床に収容されなくては

いけない人々が、現在、５病床に配分されているというのが状況ですよね。そ

して21名の人々が拘束されているということは、一般病床でどのような扱いを

されているかということになります。本来ならば、点滴をしたり、医療行為を

するときに外してはいけないということで、一時的なものはするが、それが済

めば拘束が解かれるわけです。そして夜になって、一般病床の中で精神病を患

っている人々が大声を出したり、徘徊をしたりする人々を面倒見られないわけ

ですから拘束している状況なんですね。そしてこれまでの精神科に関して、い

ろいろ拘束の問題があったりして、やはりよくないということを皆さんは同じ

ような思いですよね。できるだけ拘束をしないで適切な医療行為をしてほしい

というのが、みんなの願いなんです、そうですよね。それで病院事業局長は、

これまで私への答弁というのは、それぞれの病棟で割と軽易な人々だというよ

うな言い方をしてきました。本当にそのような思いですか。

私の説明不足で十分理解していただけなかった部分が○知念清病院事業局長
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あるのではないかと考えております。まず私は６階病棟をつくるときに関係し

ておりました、それでよくわかるのですが。あのときに５床と14床、５床のほ

うはいわゆる措置入院のような、非常に自傷、他害行為のある重症患者を入れ

るためにつくられた特別な部屋です。すべての部屋が個室でかぎがかかり、出

入りができないようになっている特別な部屋なんです。重傷な精神障害者だけ

を入れます。それであとの14床は、比較的、精神科的に軽い患者を入れる、重

症患者ではないんです。軽い患者を入れて、そして同時に救急一般病棟として

も使えるように、必要に応じて精神科の患者と一般の患者も一緒に入院できる

ようにということで、混合病棟という名前の一般病床にしたわけです。精神科

疾患の軽い患者は、結構沖縄県内にたくさんいて、那覇市立病院でも二、三十

名いると聞いております。県立中部病院もその程度おります。そのような方を

どうするかというと、その人が身体合併症を持っている、身体合併症のいる病

棟で主治医によって処置されていて、精神科の治療について、精神科の医師が

そこを巡回して治療しているというように、診療することにより、きちんと管

理されているという状況があるということを私は申し上げたもので、その14床

については解釈の仕方が少し違っているというように感じております。

平成19年10月18日の県議会決算特別委員会での知念清病○渡嘉敷喜代子委員

院事業局長の私への答弁は、これまで14床についても９床だったと、そして一

度あけたけれども、看護師の不足で閉鎖したというようなことに対して、この

ように述べています。そして新しい看護師が４月から来ますが、その前にも、

人が見つかれば再開をしたいとおっしゃっています。そしてそのとき、同席し

ていた安次嶺薫旧県立南部病院長がおっしゃっていることは、これは精神学会

からの大きな要望があってやられたわけですよね。そのことに対し、私どもの

病院の役割として求められている政策医療を担うということで、ある意味では

今まで無理をしてでもオープンしてきたと、やはり看護師が確保されれば、こ

れからも再開していきたいと述べていらっしゃいます、覚えていらっしゃいま

すよね。それで安次嶺病院長はこのように、やはり政策医療としてこれからも

合併症の精神科の患者を入れたいという思いなんです。ところがまた、病院長

が変わりまして、小児科病棟にしていきたいということなんですが、このよう

に管理者がかわればころころと政策医療が変わっていいものかどうかというこ

とも、きのうの陳情書提案者も言っていましたが、そのあたり病院事業局長は

どうお考えですか。

先ほど申し上げましたように、この５床については、○知念清病院事業局長
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措置入院のような重症患者あるいは自傷、他害行為をするおそれのある非常に

危険な患者を診る特殊な病棟としてつくられたところであります。あとの14床

、 、 、 、については 何度も言っておりますが ここは精神科も 一般の患者も使える

精神科病棟ではなく、一般病棟なんです、名前も。でも両方入るので混合病棟

という名前にしようということで、一般病床であるにもかかわらず、名前は混

合病棟ということになっております。そのときの話では、精神科の強い要望、

そこを全部精神科にしてほしいという要望がもちろんありました。そのときか

ら既に一般、他の診療科の部長たちは、自分たちのことも考えてほしいと。こ

のうちに南部医療センター・こども医療センターは救急患者がどんどん入って

くるようになり、病床が足りなくなってくると、この14床を使わなくてはいけ

ないようになると。そして精神科病棟というように名前がつくと、一般患者は

入れなくなるわけです。ですからそのようなことも踏まえて、一般病床ではあ

るが、混合病床ということにして、一般の患者も使えるようにしてほしいとい

うことで、どちらともつかないような形ができたわけです。ですからここは精

神科の病床だとオープンのときに決めたわけではないんです。そのときの状況

、 、 、を見ながら 必要であればそのようにしましょう そして別の状況によっては

それを一般病床のような形で使おうという考えもあったわけで、最初から精神

科病棟としてとったわけではないのです。

精神科は要らないというようにしてしか聞こえません○渡嘉敷喜代子委員

が、このときに安次嶺薫病院長が言っていたことがさらに続きます。最低５床

は必要だと言われておりました。もちろん中等度の患者がまだまだたくさんお

られます。これは何十人、何百人いるでしょうと言っています。そしてきのう

の那覇市立病院精神科部長の屋宜盛秀先生も治療としては12名断ったと言って

いらっしゃいます。でもこれは自分が直接受けたものではなくて、口頭で断っ

た人もいるわけだから氷山の一角であろうと。そして沖縄県立南部医療センタ

ー・こども医療センターに至っては、５床しかありませんので、満杯ですと既

に窓口のほうで断られていて、宮川真一先生に連携をとらない間に断っている

から、幾ら断ったかも記録として残っていないのが現状です。ですから今琉球

大学医学部附属病院に４床、沖縄県立南部医療センター・こども医療センター

、 、 。に５床 沖縄県にたった９床でいいのかどうか そのあたりどうお考えですか

先ほどから申し上げていますように、重症患者のため○知念清病院事業局長

の、重度の高い精神科のためにつくられた病床は５床であります。決して19床

ではありません。そのあたりをお間違えのないようにしていただきたいと思い
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ます。ですから、最初から出発点はそこなんです。５床だけが精神科として、

精神科の患者を入れることになっていたんです。それから、地域医療連携室を

通して、精神身体合併症を断った例があるかということで、私たちも調べてみ

ました。そうすると、平成20年４月から12月までの９カ月間を見てみますと、

精神身体合併病棟紹介患者で、県立南部医療センター・こども医療センターに

受け入れできなかった患者が８件となっております。その理由が、まず６件が

精神身体合併症病床が満床だったためとあります。そのうちの１件が、精神科

の医師が対応できなかった、要するに精神科の医師が患者を対応できなかった

ということで、１件断っております。その他が１件、計８件ということであり

まして。この場合この８例のケースは地域医療連携室を経由して受け入れを断

ったわけですが、地域医療連携室というのは、医師にきちんと問い合わせをし

て、医師の許可を得て受け入れを断るときにやるところでありまして、地域医

療連携室が勝手に断るということは絶対にありません。

きのう宮川真一先生は、事後報告だったこともあると言○渡嘉敷喜代子委員

っていました。そのあたりは管理者として、病院事業局長、もう少し現場を把

握していただきたいと思います。そして小児科も政策医療だということをおっ

しゃいました。そして救急で運ばれた人たちが、入院できないので近くの病院

に搬送しているという話も聞きました。地域の病院で受け入れられるわけです

よね。だから搬送できるわけですよね。とても県立南部医療センター・こども

医療センターが本当に県民に望まれて子供たちの病院として必要だとしてつく

られたというのはよくわかります。しかし政策医療というのは、やはり子供だ

けでなく、このように精神が病んでいる人たちも、政策医療ではないかという

意味で私は言っているんですが。その地域で受け入れられるわけだから、救急

で運ばれた人たちも地域の病院に入院させているわけですよね。そこでお尋ね

したいのは、４階、５階に小児病棟があるんですけれども、本当に高度な医療

として必要としているのは何パーセントいますか。子供の入院患者全体として

つかんだときに。

パーセンテージで出すのは難しいです○安慶田英樹県立病院課病院企画監

が、ほとんどが高度医療に相当する患者さんです。小児がんであるとか、先天

性心臓病であるとか、腹膜透析が必要な腎臓の患者とか、未熟児とか、パーセ

ンテージで表現するのは難しいですが、ほとんどが重症の患者です。

今大人と一緒の病棟に入っている子供もいると聞いてい○渡嘉敷喜代子委員
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ますが、その子たちも高度医療を必要とする子供たちですか。

小児科病棟に入れない患者で、比較的年○安慶田英樹県立病院課病院企画監

齢で、中学生とかという患者は、内科病棟に収容していると聞いております。

その14床について、小児科病棟としたときに、高度医療○渡嘉敷喜代子委員

。 、 。として扱うわけですよね そのときに そのような設備はされているのですか

当然使えるようになっているわけですか。

それは運営でやりくりできると思いま○安慶田英樹県立病院課病院企画監

す。ＰＩＣＵという最重要患者を診るところが６床、従来の病床が27床のフロ

アが二つありますし、運営で対応できると思います。14床も十分に高度医療に

対応できると思います。

今合併症の精神科の病棟が５床だけあります。この５床○渡嘉敷喜代子委員

が入院稼働率といいますか、何日ぐらいでやっていますか。

２月の実績では、病床利用率102.1％で○安慶田英樹県立病院課病院企画監

、 、 、 、平均在日数は34日ですが 昨年度の実績ですが 年を通しますと 平均13.8日

病床利用率97.7％ということです。

これは普通なんですか。長いという認識なのか、短いと○渡嘉敷喜代子委員

いう認識なのか。

34日という実績では、急性期医療の病院○安慶田英樹県立病院課病院企画監

としては長いというように認識します。

今この県立南部医療センター・こども医療センターでは○渡嘉敷喜代子委員

34日。

34日は精神身体合併症の病床のことで○安慶田英樹県立病院課病院企画監

す。５床のことです。

普通は18.8日が理想的だということですよね。○渡嘉敷喜代子委員
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いえ、13.8日は去年の実績です。○安慶田英樹県立病院課病院企画監

それで平均すると34日。○渡嘉敷喜代子委員

昨年度の実績が13.8日。現在は少し延び○安慶田英樹県立病院課病院企画監

ていて34日ということです。

そうすると５床しかないわけですから、うまく稼働して○渡嘉敷喜代子委員

いないというわけですよね。そして、そこに入りたいという患者が来ても、も

ちろんそれはもう断らなくてはいけないという状況になるわけですよね、どう

なんでしょうか。

身体が重傷な患者は、５床以外の一般病○安慶田英樹県立病院課病院企画監

棟で診ているわけです。心筋梗塞で来られたら、循環器内科で診ます。脳卒中

で来られたら、脳神経外科で、分娩だったら産科とか、がんだったら外科病棟

とか、一般病棟で対応しているということです。

一般病棟で対応しているけれども、それが理想的なのか○渡嘉敷喜代子委員

どうかですね。

この間も申し上げたと思いますが、身体合併症が精○知念清病院事業局局長

神科の症状がそんなに強くなくて、身体合併症が中心になっているような場合

には、それぞれの身体の疾患を持っているところに属している治療科で治療し

たほうが、ずっと効率のいい医療ができます。そういう患者を精神科の合併症

を持っている、そして同時に身体合併症を持っているという患者を、その14床

に集めて、治療することにしますと、非常に効率が悪くなります。例えば内科

の患者も、外科の患者も、整形外科の患者も、婦人科の患者も全部入らなくて

はならないわけです。そうしますと、その病棟は患者を診るのにパニックの状

態になってしまいます。看護師がとてもではないが、すべての疾患の患者を診

ることになるわけですから、それこそ大変です。それよりは内科の疾患を持っ

ている患者は、精神科疾患が軽ければ内科で診てもらう、外科の患者であれば

外科で診てもらって、精神科はそこに回って治療したほうが、ずっと効率のい

い医療ができると私は考えております。

半年ぐらいでしたか、この14床が精神身体合併症に開放○渡嘉敷喜代子委員
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されたのは。そのときに安次嶺病院長は受け入れて半年間開きましたよね。そ

れはとても効率が悪くて閉じたということになるわけですか。今、知念清病院

事業局長がおっしゃるように、効率的でないというならば、どうなんですか。

私が知っている範囲で言わせていただきますと、この○知念清病院事業局長

ときには精神科の患者だけをそこに集めて治療したわけではなかったと覚えて

おります。それは決して、必要であれば内科の普通の救急患者も入ったし、精

神科の合併症を持った人も入った、要するにここは一般病床なんですよ、ここ

は。精神科の疾患は軽いんです。

この病床、14床については小児科が使いたいと言ってい○渡嘉敷喜代子委員

ますが、看護師は確保できるのでしょうか。いつまでに。その見通しはついて

いますか。

今のところついておりません。○知念清病院事業局長

休床してからどれくらいたっていますか。○渡嘉敷喜代子委員

休床したのは平成18年に県立南部医療センター・こど○知念清病院事業局長

も医療センターが開設しまして、平成19年度の４月からオープンしまして10月

まで開きました。そして平成19年11月からあと、ずっと看護師不足ということ

で閉鎖された状態になっております。

平成19年の11月から今日に至るまで休床してきたと。そ○渡嘉敷喜代子委員

うするとこれによってどれだけの赤字を生んでいるんでしょうか、この病床に

ついて。

南部医療センター・こども医療センタ○桃原幹雄県立病院課病院経営管理監

ーの14床休床による経営への影響ということでございますので、これにつきま

しては１年間の影響金額、予算特別委員会でも御報告いたしましたが、約4200

万円のマイナスと計算をしております。

これは１年間のでしょう。これまで平成19年度の11月か○渡嘉敷喜代子委員

ら今日までトータルで幾らになりますか。
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手元のもので御報告いたしますと、平○桃原幹雄県立病院課病院経営管理監

成19年11月１日からの休床、平成21年１月31日までということで試算いたしま

すと、約5300万円のマイナスということで計算いたしております。

平成19年の11月から休床して、これまでに5300万円の赤○渡嘉敷喜代子委員

字ということですか。今、精神病棟で、試算しているのはこの14床をあけて、

看護師15名体制でいったならば１年間で5000万円の黒字になるということを試

算されているんですよね。そのあたりはどうなんですか。

陳情者の試算と私たちが試算したのとでは、数字が異○知念清病院事業局長

なるように思いました。例えば、人件費と収益というふうなことであればです

ね、それに伴ったちゃんとした法定福利費であるとかですね、手当の問題であ

るとか、給料だけではなくてそれに伴って出て行くようなものを全部計算した

かどうかですね。それから支出の部分ですね、それ以外の、それをした上のプ

ラスなのかですね。ただ単に、給料と収益と支出それをプラスマイナスでやっ

たのかというのが、非常に気になるところなんです。その数字、私も見せても

らいましたけれど、私たちの試算とは合わないんですよ。

精神科に対しての、病院内の偏見なのかという話もきの○渡嘉敷喜代子委員

うは出てきたんですね。小児科に使いたいから、これまで合併症として県立南

部医療センター・こども医療センターができるときに、本当は20床要求したけ

れども19床で我慢してくださいというようなことが出てきているわけですよ

ね。その中でいや、それは合併症、精神科だけで使うんじゃなくて、全部で使

うんだというようなことを、先ほどから病院事業局長もおっしゃっていますけ

れども、そこに精神科の病人が入ってきたら、他の人は入ってこれないでしょ

うという言い方するのは、そのこと自体が偏見じゃないかという思いがするん

ですよ。この県立南部病院・こども医療センターができたときに、合併症の人

たちの受け入れる場所がないから、ここで引き受けてくださいということが精

神学会からの要望であり、その中で取り組まれたかと思うんですよね。そのこ

とをしっかり受けとめていただきたいという思いがしてならないんですよ。病

、 、院事業局長 ここに精神科の病人が入ったらほかの病人が入れないでしょうと

そういう言い方はそれはちょっとおかしいんじゃありません。

精神科病床ということにしてしまうと、精神科しか入○知念清病院事業局長

れません。だから、一般病棟として精神科の患者も入れる、そして精神科の合
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併症を持った患者も入れるし、一般の患者も入れる融通性のある病床にしよう

ということでやったわけなんでして、実は、精神科の合併症を持った患者はい

っぱいいます、沖縄は。特に、那覇市立病院であるとか県立中部病院であると

か、その他の病院でもいっぱいおります。そういう方たちは、皆それぞれ身体

合併症を持ったときには入院していますけれども、普通の病棟に入って治療を

受けながら精神科の治療も受けております。それで、特に問題を起こしていな

いと。そういう方たちをわざわざ先ほども申し上げたように、その14床のとこ

ろに上げていって、精神科という名前で病床をつくって治療をすることによっ

て、どれだけ効率のよい、本当の意味での患者のためになる医療ができている

かということについては、私は疑問があると感じております。

陳情者の皆さんから、17団体ですか、その人たちの陳情○渡嘉敷喜代子委員

、 。 、の中で やっぱり今後病床としてつくってほしいと このような要求があれば

つくることに対して沖縄県内でそこしかないわけですから、そこにこたえてい

こうとする、管理者として病院事業局長として、そのあたり、そういう考えは

全くないということですか。

全くないとは言ってはおりません。また、私として○知念清病院事業局長

は、精神科の患者のことももちろん、考えてあげたいと思いますし、いろんな

要望があるわけです。各病院の中からですね。例えば、精神科の宮川先生から

。 、 、は今のような意見がどんどん出ております それ以外の 精神科だけではなく

内科も外科も整形外科も、それから他の耳鼻科とか泌尿器科とかいろいろある

わけです。そういうところの部長を集めてみんなで一体この病棟を有効に使う

にはどうしたらいいかということを、何度もみんなで部長会議やら管理者会議

でやって、その結果でやっぱりこのほうがいいというふうな結論が出て、私の

ところにやってまいりました。そのときには、宮川先生のほうにも話をして、

こうするという話をしたと聞いております。私はみんなが使いやすいような、

そしてこのほうが有効に使えるというふうな意見でありましたので取り上げま

した。精神科の患者を粗末にするとか、その医療について差別をするとか、そ

ういうことは考えておりません。

私たちがきのうの参考人招致で聞いた話では、やはり部○渡嘉敷喜代子委員

、 、 、長会議の中での検討したことではなくて 上層部が決めて 事務局のほうから

やっぱり採算が小児科にやったほうがいいんであろうということで決まった

と。そして病院事業局長もそれに乗ったという話を聞いているんです。それで
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はお伺いいたしますけれど、精神症の人たちの診療と、それから小児科とどれ

くらい違いますか。やっぱり小児科のほうが高いでしょう、診療報酬というの

は。何倍くらいありますか。

14床を小児科病床として稼働した場合の○安慶田英樹県立病院課病院企画監

収支は１億3500万円、小児科病棟としたほうが利益が上がるという試算であり

ます。

トータルではいずれもマイナスなんですか。○渡嘉敷喜代子委員

トータルではいずれもマイナスなんです○安慶田英樹県立病院課病院企画監

が、小児科のほうがマイナスが少ないということです。

常に採算性を考えてやっていこうということも見え隠れ○渡嘉敷喜代子委員

しますね。

先ほど来、申し上げましたけれども、軽傷の精神科合○知念清病院事業局長

併症を持った患者はそれぞれの身体合併症を持っている治療の領域で十分処置

できます。ですからそういうことをすることによって、精神科医療の質が落ち

ていくというのであれば別問題ですけれども、いまのところ、そういうふうな

形でも十分に患者の処置ができているし、そのほうが効率的にもよいという部

分がございます。

そこにいるお医者さんが、こんなに、17団体ですか、精○渡嘉敷喜代子委員

神学会の皆さんの中で、精神学会の２月15日に学会があって、そこでも全員一

致で決めて、今回も陳情が出ています。そういう要望があるにもかかわらず、

やっぱりそれにこたえていけないということはいかがなものでしょうかという

思いがするんです。こちらに赴任してきた宮川先生を大切にしていただきたい

なという思いがするんです。

そして、次に移りますけどね、福祉保健部の新規に出ております請願第４号

。 、 、 。ですね この中でも心の診療ですね このお医者さん 土岐先生がやめました

そしてそのことについての処理方針の中で、医師の養成に努めていきたいと、

発達障害のですね、努めていきたいということを言っておりますが、今現在、

そこにいる先生をもっと大切にしてほしいなという思いがするんですね。病院

内でのやはり、考え方の違いがあって、やめていくという話も聞いているんで
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す。このようにして、病院事業局長にも関連するんですけど、やはりそこにい

る先生をいかに大事にしていくかということも大切であり、本当に医師不足の

、 。中で 一人一人の先生方を大切にしていただきたいなという思いがするんです

このことは福祉保健部長もあわせて、あと福祉保健部長にお話しするんですけ

ど、この病院事業局長の土岐先生がやめられたことも含めて、もっともっとそ

こにいる先生方を大切にしてほしいなという思いがするんです。宮川先生だっ

て、本土の病院をやめて全国で初めてのケースだということで、赴任してきた

わけですよね。それに対して、この精神科に対しての思いというものは深いん

ですよね。これだけ宮川先生が一生懸命やっているのに報いることができなけ

れば、やめてもいいということまでおっしゃっているんです。そのあたりどう

お考えですか。

土岐先生は、沖縄のそういう発達障害の医療というの○知念清病院事業局長

は、全国より30年おくれていると話ししております。それで、これを全国並み

にしたい。そのためには、それだけの人と設備が必要ですよということを言っ

ていたわけです。それで将来的には、子供の心の拠点病院になりたいと、だか

らぜひ協力お願いしますというような形で来ておりました。お話を伺ったとこ

、 、ろ 彼が言うには今のような体制ではとてもこういういい医療はできないから

次のような項目を挙げるから、その項目を達せられるようにやってくれという

要望があったんです。そのときに出した担当医師、土岐先生からの要望による

と、小児専門医が少ない。自分は小児精神医療の専門であるが１人では足りな

い。それ以外にもっと人が欲しいと。現在は臨時的任用の臨床心理士がおるわ

けですけど、それ以外に児童言語聴覚士、児童福祉司、医療保育士、作業療法

士、理学療法士、精神保健福祉士、ソーシャルワーカー、こういうのを全部そ

ろえないことにはちゃんとした処置ができないということを言って、どうにか

してくれということでありました。私どもとしては、そういうパラメディカル

なスペシャリストをそろえることは、今の県立病院の状況ではすぐはできませ

。 、 、ん ただ 福祉保健部が一生懸命発達障害児童についてそういうのをつくって

取り組んでいるところであるから、私たちが病院でやるのは診断と治療である

と。しかし発達障害の子供というのは、長きにわたったフォローが大事です。

そして治療も大事です。ですから、保健とか福祉であるとか教育というものを

ずっと続けていかないことにはちゃんとした治療ができないから、病院の中で

の診断と治療だけでは、これはできない。だから非常に大きな問題を抱えてい

ると。だから沖縄県の医療全体の問題として、不良採算部門であるかもしれな

いけど、それをとらえてそういう形で対応していかないと、先生が言っている
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ようなことはできませんと。私たちの今の人１人ふやすにも頭をひねるような

状況の病院事業の中で、そういうたくさんの人を雇うことはできませんと。と

いうようなことをそのとき申し上げたわけでありまして、職員の増員、非常に

難しい。他の職種のパラメディカルの人もふやしてくれ、ふやしてくれと言う

中で、今言ったような形でふやすわけにはいかない。それから、病床も20床ほ

ど、発達障害児のためにあけてくれと、こういうことなんです。ですから、そ

の辺のことで、今すぐはできないという話をいたしました。それに対して、や

っぱりある程度本人の目的としていることができないということに対する、一

身上の都合ということで退職願いが出ていますけど、そういうことに不満があ

ったのかなという気もしております。

こたえてあげられないからということではなくて、やっ○渡嘉敷喜代子委員

ぱり土岐先生がおっしゃっていることはそのとおりだと思うんですよね。それ

に近いことにしていこうという思いがあったならば、もう少し柔軟性を持って

こたえてくれたかなという思いがするんですね。福祉保健部長にお尋ねします

けれども、じゃあ土岐先生がおっしゃっているように、30年もおくれている状

況にあるわけですよね。その後どうまた支援していったかということがなされ

ていないから、30年もおくれている状況にあるわけですよね。この、請願第２

号のほうで支援が途切れてしまうというような処理方針の中に出ていますね。

その途切れてしまうということはどういうことなんですか。やっぱりそういう

連携がとられていないから途切れてしまうわけでしょう。

はい、お答えします。支援が途切れるという、○垣花芳枝障害保健福祉課長

いわゆるその途切れのない支援ということについては、最初の乳幼児検診から

そのことからいわゆる気にかかる乳幼児について、親子教室であるとか、児童

デイサービスであるとかそういうところに引き継ぎながら、なおかつ保育所、

学校、そういうつなぎを、ずっと支援の体制をつくっていくということが、私

どものその申し上げている途切れのない支援体制ということなんですが、やは

り、この支援の体制は身近なところで、つまり、市町村のところでこの体制を

つくっていくことがもっとも重要と考えておりまして。ただ、今のところ残念

ながら、十分な体制ということには至っていないために、そこで途切れてしま

うと言ってしまうとおかしいんですが、支援が十分に行き届いていないという

面があるというところで説明を申し上げているところです。

皆さんは沖縄県発達障害者支援センターを設置しました○渡嘉敷喜代子委員
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ね。この設置の仕方にも問題があるんじゃないかという思いがするんですね。

１年間で断っているでしょう。沖縄県発達障害者支援センター、こういうセン

ターこそ県で維持していかなければならないものを、民間に委託したというと

ころが、そもそもの間違いではないかという思いがするんですよね。

平成19年２月に沖縄県発達障害者支援センター○垣花芳枝障害保健福祉課長

を設置しましたときに、やはり県としましては発達障害の支援をするため沖縄

県発達障害者支援センターを早急に設置したいというところが、まず優先され

たということがところが一つあるかと思っています。そのためには、沖縄県発

達障害者支援センターに設置する職員の配置というのがございまして、相談に

当たる福祉に関する相談員、それから臨床心理士として療育に当たる方、それ

から就労についての支援員、そういう専門的なスタッフを再度集めた形で沖縄

県発達障害者支援センターを設置するというふうなことが条件としてございま

す。沖縄県発達障害者支援センターに関しましては。当然それまでの沖縄県に

おける発達障害ないし、いわゆる自閉症とかそういうふうな方については、児

童相談所が相談に当たってきたというところもございますし、その他の知的障

害の相談所が、相談に当たってきたというところもございます。それは現在も

継続しています。ただ、発達障害というような対象をより明確にした形で支援

を強化していきたいということで、沖縄県発達障害者支援センターを設置して

きた。その条件の中に、緊急の場合の入院ができる施設を指定するという条件

もございますが、民間の場合はそういう条件が、当時で整っているところがあ

って、それで私どもとしては支援を進めていく観点から民間にセンターを設置

しながら、相談のための連絡会議として県の相談機関、それからほかの医療、

福祉、保健含めた連絡会議の中で総合的な支援体制をつくっていこうというこ

とで発足させたのが、私どもの沖縄県発達障害者支援センターの設置でござい

ます。

なぜ県でできないのか、これはいろいろ皆さんはこうい○渡嘉敷喜代子委員

うことを民間でやったら、事業に委託したらこういうこともやってくれるだろ

うということでやったけれども、結局は１年間で断ってきたわけでしょう。本

当に、それが機能として生かされたかどうか、そのことを検証されていらっし

ゃいますか。

確かに２年間で、今回残念ながら委託してまい○垣花芳枝障害保健福祉課長

りました法人のほうから辞退という事態になっています。でもこの法人の皆さ
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ん、スタッフは本当に一生懸命頑張っていただいておりまして、この２年間で

発達障害を支援するというようなことに対して、普及啓発のための講演会です

とか、研修会、かなり実施しております。それから、機関に対するコンサルテ

ーションも一生懸命頑張ってきております。その成果が２年間の成果として県

の中で、やはり支援をする拠点の必要性、それからそれを継続していくことに

ついての認識が広がったものだとして理解しています。ただ法人の、いろいろ

とトータルとした考えの中で、今回、委託を受けている法人が辞退するわけで

すが、県としましては引き続き現在公募しておりますけど、県の沖縄県発達障

害者支援センターを設置し、引き続いての支援体制は確保していきたいと考え

ております。

今、県がほかのところを探そうとしているわけですか。○渡嘉敷喜代子委員

その間はこの子たちはどうなるんだろうという思いがするんです。私は、きの

うも参考人の皆さんが、そういう子供を抱えていて、本当にこれからどうして

いけばいいんだろうか、その子が将来大人になって自立できるんだろうかとす

ごく不安になっているんですよね。余りにも専門家がいなさ過ぎる、診断され

た後の支援がなさ過ぎるということで本当に困っていらっしゃるんです。きの

う、私は時間がなくて皆さんにお話しできなかったんですけど、私の身近な親

戚にやっぱり自閉症の子がおりまして、１歳ちょっとくらいのときに、私は、

ちょっとおかしいんじゃないかなこの子はという思いがしたんです。目の視点

が合わないと。でもよその子にあなたの子おかしいよと言えませんので、どう

したものかなと思っていましたら、おばあちゃんのほうが、ちょっとこの子お

、 、 。かしいよ 病院連れて行ったらどうかと 母親としては認めたくないわけです

そのおばあちゃんに促されて病院に行きました。このときには自閉症とか、そ

ういう時代ではなかったので、こういう子供たちというのは、数少なかったと

いうのがまだわからなかった状況でしょうかね。それで久留米大学病院に長期

、 。 、的な休みを利用して 家族で久留米市に行ってるんですよね その家族も父親

母親、お姉ちゃんがいましたから、それぞれ個別に指導を受けています。この

ようにして、早期にわかるということはとても大切なことかなと、この子を見

てわかるのは、大学も行きました。そして今はＩＴ産業で働いています。しっ

かりと自立して、今30代ちょっとなんですけどね。このように早期に発見すれ

ば、そしてフォローできれば、しっかりと自立するんですよ。そういう意味で

も、沖縄県が30年もおくれているということは、この子はたまたま、財政的に

もちょっとそういうことができたわけですけど、他の人たちが本当にみんなが

できるわけじゃないので、その住んでいる場所で適切なそういう治療をやって
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いく、支援をしていくということが、いかに大切かということは身をもってわ

かるんですよ。それでお尋ねしますけれど、こういう子供たちが県内にどれく

らいいるのか、そのあたり掌握してらっしゃいますか。

この件につきましては、本会議、予算特別委員○垣花芳枝障害保健福祉課長

会の中でも何度も申し上げておりますが、私どもが現在統計として把握できて

いる、いわゆる発達面で有所見があるという有所見率でいうと、小児保健協会

がまとめております、１歳６カ月検診においてとりまとめた2.1％。３歳児健

康診査における3.8％ということが数値的に把握している数字でございます。

ただし、先ほどこういうお子様方、要するに住民の皆様は市町村、地元のほう

で暮らしているわけですね。ですからその暮らしていらっしゃるところにおき

、 、 。 、ましては 先ほど親子通園ですとか 親子教室の話も申し上げました それは

検診後のフォローの体制も申し上げました。そういうふうな形の中でフォロー

しているということもありますので、この数字以上になるものだという認識は

持っております。

本会議のほうでも、やはりそれだけの数字でないでしょ○渡嘉敷喜代子委員

うということを指摘されていましたよね。そういうことで、本当に横断的に市

町村を含めて、県はやっぱり指導的な立場に立たなければならないですよね。

そして、教育委員会も含めて、そういうことを本当に学校の先生も専門家を育

てていくということはとても大切なことで、５人以上いないと特殊学級は持て

ないというふうな状況ですよね。小学校のずっと一人の子供を、自閉症だった

かどうかやっぱり障害のある子で、この子の先生は専門的なことはないから、

いじめられないようにこの子をかばってほしいということで、６年間、この子

の担当になったんですよ。そして、うちの娘が、母さんもう疲れたよ。私は自

由に遊びたいのに、いつもこの子と一緒でないと動けないというようなことを

言っておりまして、やっぱり面倒を見てあげなさいよということで、中学校に

なってからクラスは分かれましたけれど。常に他人から、他人へ申し送りの段

階で、この子の面倒を見るのはこの子だというようなことをやってきたんです

がね。その中で先生が、こういう子供たちを専門的に指導してあげる、教育し

。 、てあげるということも大切かと思います 今後いろいろな問題が山積していて

何からどう解決していいかわからないくらい皆さんは多くの問題を抱えている

んですよ。県としてそのあたりを対応していただきたい。私は、子供たちの沖

縄県発達支援センターが、県でしっかりやっていくべきものだという思いがし

てならないんですね。民間委託ではなくて、県が責任を持ってそういうセンタ
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ーを運営していくべきだという思いがするんですけど、そのあたりはどうです

か。

3.8％というのは、お医者さんが見立てた有所見。それ○伊波輝美保健部長

以外に、支援ということで親子教室ですとか、通園事業とかそれぞれの市町村

でつないでおります。これは、数字的にグレーゾーンの部分になると思うんで

すが、これに関しては数字的にあらわせという形にはなっていないものですか

ら、うちの数字は3.8％で今押さえているところです。先ほどの私たちの事業

なんですけども、今、発達障害者支援体制整備委員会で、陳情方針の中に織り

込んでおりますが、委員会でどうすれば切れ目のない支援ができるのかという

ところで、母子手帳のカルテ的な取り扱いができるんじゃないかとか、今検討

しているところでございます。ですから、次年度からは発達障害者支援体制整

備検討委員会でやったものを、沖縄県発達支援センターには人材育成だとか強

化していただきたいということでお願いすることにしています。今、県でやる

かどうかという話の中はですね、これに関しましては、附置義務の部分が重要

なので、今の児童相談所の中では対応できないかなということで、沖縄県発達

支援センターの事業委託という形で、募集をかけております。この募集に参加

者が応募してきております。それから30年おくれているとおっしゃいますが、

沖縄本島北部に関しましては、療育事業に関してはネットワークも張られてい

、 。ますし かなりいい仕事をしていただいていると私のほうは評価しております

ですから、全然やっていないわけではなくて、例えば八重山地域に２カ所、宮

古地域に２カ所、全体で９カ所ですけれど、各地域にそういう療育事業ができ

るように体制を整えているところです。今回１カ所ふえます。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

陳情第第8号も含めて、地域医療をどうして守るのかという○比嘉京子委員

質疑に駆られまして、せんだって、琉球大学医学部附属病院の骨髄移植の担当

医が退職をするということで、とても大きな波紋を広げていると思うんです。

そのことについて、多くの署名を集めたり、移植を待っている親たちからは大

変心配の声が上がっているんですが、県の医療を担う病院事業局長または福祉

保健部長としては、こういう問題について県内における影響というものをどの

ようにお考えなのか、冒頭でお聞きしたいと思います。
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私どもの県立南部医療センター・こども○安慶田英樹県立病院課病院企画監

医療センターにも、琉球大学から派遣されて医師が来ております。話を聞きま

したら、琉球大学のほうは４人、骨髄移植に関連した医師がいて、リーダーの

１人がやめて３人が残るということですけれども、施設認定基準というものが

あるんですよ。骨髄移植をする、その基準は施設としては維持できるので、残

りの医師もトップに比べたら経験は少ないんですけど、骨髄移植は維持できる

と。ただし、骨髄移植に専念するとしたら、白血病とかの化学療法は多少県立

南部医療センター・こども医療センターにお願いすることになるだろうという

ことですので、県立南部医療センター・こども医療センターの患者がふえると

いうことになると予想してます。

非常に気にしておりましたけれども、骨髄移植に○高江州均保健衛生統括監

ついては維持できるということと、またリーダーの先生が２週間に１遍、場合

によっては１週間に１遍指導に入られるということをお伺いしているというこ

とで。非常に特殊医療ですので、沖縄県内でできるだけ完結しなければいけな

いんですが、なにせ、ドクターがいませんので、できない。ただ、琉球大学の

ほうには先ほど安慶田県立病院課病院企画監が言われたように、移植はできる

ということで、ちょっと、安心しているところでございます。実際に、琉球大

学医学部附属病院のほうにお伺いしたわけではないんですが、そういう形で維

持できるという確認だけをしていると。

私はお会いしてお話ししたんですけど、待機者とし○伊波輝美福祉保健部長

、 、 、 、ては 年間10例ぐらいということでしたので 2週間に１回 １月に１回とか

来ていただいたら、今の水準を維持できるかなと、先ほど高江州保健衛生統括

監が言ったように対応していただければと考えております。

沖縄県の待機をしている方々に直接的に本土に行ってやらな○比嘉京子委員

ければいけないとか、そういう事態には全然しないだろうと県は理解している

ということでよろしいですか。

はい、そうです。○伊波輝美保健部長

わかりました。では引き続き質疑をしたいと思います。まず○比嘉京子委員

皆さんから問題になっています発達障害について質疑したいと思います。新規

の請願第３号、陳情第197号に関連しての質疑をいたしますけれども、第１番
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目に対象となる子供たちのとらえる数字が、冒頭で誤ると計画がそもそもどう

なるのかなという懸念があります。今ずっと、予算特別委員会も含めて福祉保

健部長答弁では全国とは半分以下くらいの数値でもって沖縄県の対象者を把握

されておられるようですが、例えば、１歳児半検診、３歳児におきましてもき

のうの訴えを聞きましても、小児科医ではなかなか一見してはわからない。集

団の中に入れてみたりとか、いろいろな観察が必要なんです。まずは数値の上

げ方、対象のとらえ方、そこら辺に大きな問題がまず１点あると思うので、今

後ここに対する見直しをどうなさるのかをお聞きしたいと思います。

今、委員が御指摘のように現在私どもがとらえ○垣花芳枝障害保健福祉課長

ている数字は小児保健協会で乳児検診をした一義的な検診によるものだと理解

しています。地域のほうで、つまり市町村のほうで支援をする児童につきまし

ては、現在、市町村のほうでそれぞれの基準でもって把握をし、支援をしてい

るところですが、その対応につきましても、現在、体制整備委員会の中で、早

、 、期発見 早期支援の体制のあり方を含めて検討していくこととしておりますし

ぜひ取り組みを進めていきたいと考えております。先ほど、お手元にアンケー

ト結果をお配りしておりますが、その中でもパーセンテージはさほど上がって

おりませんけれども、支援をする側の人材育成、これが重要かと考えておりま

すので、それも含めて取り組みを強化したいと考えております。

、 、○比嘉京子委員 ということは 今市町村が直接的な検診に当たっているので

市町村のほうにこの子供たちの早期発見を強化していくように県は指導してい

くという考え方でよいということですか。

発達障害者支援法における、県の早期発見にお○垣花芳枝障害保健福祉課長

ける役割というのは、法律上明記されているものは市町村の求めに応じて早期

発見に関する技術的な事項について、指導、助言、その他技術的な援助を行う

というふうなことが県の役割になっておりますので、そこら辺の機能をどう果

たしていけるのかということになるかと考えています。

今の２.何％、３.何％というようなことではなく、いかに早○比嘉京子委員

期に発見するかというようなことへの体制づくりというのは、今後どのように

具体的になさるおつもりですか。

早期の発見というのも、非常に重要ですが、ど○垣花芳枝障害保健福祉課長
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う支援をしていくのか、地域の中で身近なところで、どう支援していくのかと

いうことが、大変大事なことだと考えておりますので、そこの人材の育成に向

けての取り組みを強化していきたいと考えております。

先ほど福祉保健部長答弁で、計画をことし中につくっていき○比嘉京子委員

たいというお考えだったと思うんですけど、まず沖縄県の次世代育成支援行動

計画の中に入れていくおつもりはどうですか。

次世代育成支援行動計画は平成21年度に見直し○垣花芳枝障害保健福祉課長

の時期になっております。その中で、発達障害の支援に向けての検討を進めて

いきたいと考えております。

そのときにやはり保護者の意見を十分に反映させていくとい○比嘉京子委員

うことが重要だと思いますが、いかがですか。

市町村のほうでも計画をつくって、それとの整○垣花芳枝障害保健福祉課長

合で県もつくっていくという仕組みになると思いますので、その中で身近な地

域の意見として取り入れていくと、意見交換をしながらやっていくという取り

組みになろうかと今予測しています。

次に、先ほど土岐先生が去られるに当たってこういう要請を○比嘉京子委員

されたということで、病院事業局長のほうに人材のチームをぜひ整えてほしい

と。でもきょう、あすということではなくても、県が真摯にいつごろをめどに

こういうようなことをやっていく、または、そういうふうに集めるように努力

をするとか、具体的にだれだって、きょう、あすに実現されるとは思っていな

いと思うんですよね。そのことに関して、今の時点では見通しがつかないとか

ではなくて、そのことは早急に対応しなければならない作成プランと人材育成

というのも、一緒にスタートさせていかなければならないことだと思うんです

。 、 、 、よね そういうことによりますと 今福祉保健部だけではなくて 保健師の方

また教育現場もつながないといけない、医療現場もつながないといけないと思

うんですけど、その皆さんの縦割りの中における一つの話し合いの場といいま

すか、チームというのがいつごろ、どのように立ち上げられる予定ですか。

御指摘のように、今現在、福祉保健部の障害福○垣花芳枝障害保健福祉課長

祉保健課が事務局的な機能になっておりますが、そこだけでの対応では無理で
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す。ですから体制整備委員会もですね、教育長も含めて。それから事務局的に

は例えば、福祉保健を担当する所管、それから子育て育成と保育を担当する所

管、教育庁、そこを含めて事務局になっております。改めて、形、会の役割と

かを今具体的に検討に入っておりますが、その中で、福祉保健部、それから教

育庁、できれば医療機関のところの病院事業局含めて検討を進めていきたいと

考えております。今役割の整理をしているところです。

今那覇市に療育センターがありますね、これは早急に全地域○比嘉京子委員

に、親たちがそこに連れてくることによって子供の様子を判断していただく大

。 、 、 。きな場になるわけなんですね それで ある地域 ない地域があるわけですね

生まれた場所によって、療育センターがあるのかないのかということについて

も非常な格差だと言わなければいけないわけなんで、その療育センターを各市

町村とまではいかなくても、できるだけ市単位から、町単位からということで

つくっていくということが、私は早急な大きな行動開始ではないかと思います

けれども、いかがですか。

療育支援につきましては、現在、県のほうで○垣花芳枝障害保健福祉課長

療育支援事業を８カ所の拠点でやっております。平成21年度はあと１カ所ふや

しまして、療育支援事業の強化を図るという予定にしております。療育支援事

業で何をやっているかと申しますと、在宅の訪問支援とか、外来の療育支援、

それから施設の巡回の指導等が入っておりまして、それを着実に進めていくと

いうことがあります。もう一つは地域の支援のネットワークの構築に向けた取

り組みを強化していきたいと考えております。

どうもまとまりのつかないような、気になる点があるんです○比嘉京子委員

けど。そういう重要性と今からそこの課題とかをフィードバックさせて行政の

中に生かしていかないといけないわけですよね。いろんな現場からのものを。

そのときにそういうことがありながらも、これからの課題で割合に人数が多い

んだろうという、グレーゾーンも入れると10％ぐらいという意見が一般的にあ

る、全国的には６％という台があるわけです。そのことを考えますと、私は沖

縄県発達障害者支援センター、これを委託しているそのものに、県のやる気の

なさを感じてならないんです。なぜかというとそこから政策が生まれると思う

んです。そこを直結して担うことによって、そこからフィードバックすべき政

策課題が出てくるはずなんです。そういうところを委託をしていくという感覚

がやっぱり問題ではないかと思うんですけど、皆さんの考え直す余地はないん
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。 、 、ですか 改めて新しいところを探そうというよりは 沖縄県が直轄して担って

そこからどういう声が、どういうニーズが、どういう現場が必要なのかという

。 、ことを政策に出していける場所があるわけなんですよね そのことを考えると

委託の感覚というのがいま一つ理解に苦しむんですけれど、考え直す、改める

という皆さんのお考えはないですか。

発達障害者の支援センターにつきましては、あ○垣花芳枝障害保健福祉課長

くまでも相談に応じる、それから療育支援をする、それの拠点としての機能を

果たしていただきながら、そこの地域のネットワークを構築していくというこ

とが沖縄県発達支援センターの機能だと考えております。そこから上がってく

る課題、それから今後の展開、それについては、現在、本庁のほうで所管して

いる体制整備委員会の中で検討し、全庁的な対応について検討していくという

ことで対応していきたいと考えております。

では、次に人材育成ということは直轄の事業センターにする○比嘉京子委員

予定はないという認識でよろしいですか。

休憩お願いします。○垣花芳恵障害保健福祉課長

休憩します。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、発達障害者支援センターの委託についての質疑かどうかの

確認あり ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

比嘉京子委員。

現在、既に公募しておりまして、３法人から応○垣花芳枝障害保健福祉課長

募が上がってきております。

皆さんは先進地域の視察等はなさったことはあるんですか。○比嘉京子委員

私はございません。ただ、その先進地といわれ○垣花芳枝障害保険福祉課長

ている地域の計画ですとか、それから今の取り組みの状況等については資料と

してはいただいております。
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私はここは惜しみなく予算を使っていただいて、主要なメン○比嘉京子委員

バーが先進地域に行って、どのようにして乳幼児検診で発見を早くするかのマ

、 、 、ニュアルですね それからどういう支援体制が必要で どういう人材が必要で

どういう拠点の場所が必要で、すべてにおいて資料をもらえばわかるというよ

うな次元の問題ではないと認識しているので、ぜひお勧めしたいんですが、い

かがですか。

行かせます。○伊波輝美福祉保健部長

そういうことの認識が深まれば、決して委託という発想には○比嘉京子委員

ならないだろうという期待を込めて、ぜひ先進地を幾つか持っていますので、

行っていただければと思います。そのときに、親たちが試行錯誤して、いろん

な意味でいろんな人たちとつながりを持っていて、ニーズも持っているんです

ね。私は親からいろんな話を聞く、そういうような機会を密に持っていくこと

、 、 、が その先進地を見ることと そのこと２つを強く要望しておきたいのですが

いかがでしょうか。

これについては、努めて意見の交換の機会をふ○垣花芳枝障害保健福祉課長

やしていきたいとは考えています。

やっぱりこれはあしたの教育委員会のときにも申しますけれ○比嘉京子委員

ども、やっぱり発達障害の子供たちといったことは、本当に先ほどの渡嘉敷委

員の意見もありましたように、早く見つけていい支援をしていく、対応してい

くことによってほかの子にはない才能を持っているんです。ですからそういう

子供たちの才能を社会に生かしていくためにも重要な、今後の大きな福祉保健

部の重要な施策になると思いますので、きょうはこれぐらいにしておきたいと

思います。

その次に、皆さんが余り聞きそうにない、保育の問題。先ほど、伊波輝美福

祉保健部長はさらりと読み上げられて、徹底した行政経費の削減をするととも

になどとおっしゃっておられましたけれども、この地域の子育て支援事業、全

保育園にあるわけではわけなんですけれども、この３年ないし５年間で何％カ

ットされたという認識をされていますか。

10％でございます。○新垣郁男青少年・児童家庭課長
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この支援費の国、県、市町村の割合を教えてください。○比嘉京子委員

３分の１ずつです。○新垣郁男青少年・児童家庭課長

10％ではない、現状はカットされていると思うんですね。で○比嘉京子委員

すから、そういう意味でいうと、私は今のような発達支援の必要な子供たちの

ことも含めますと、拠点としては専門的なケアをするところと、それから今の

ような各保育園、保育所に子育て支援センター、那覇市に４カ所ですかね。そ

こには、親が、仕事をしていない親御さんたちが、そこに来てたくさんの絵本

の中、また園庭では保育に欠ける子供たちと一緒に遊べるというような環境に

なっているわけです。これは、全県の法人、公立ですべきであろうというよう

な事業だと思うんですね。そこに来ることによって、さまざまな不安を解消で

きたり、ほかの子供と自分の子供を見比べて見ることができたり、そして同じ

園庭や遊具や教材、玩具で子供たちは遊ぶことができる、そしてまた、親同士

の意見交換ができる、そういう意味で言うともっと広げなければいけない事業

なのに、徹底して予算の削減というのはいかがかなと思うんですけど、どうな

んですか。ほかにこれ以外に何かを芽出しするために、そうしていらっしゃる

んですか、どうなんでしょうか。

削減したのは行政経費ということで、例えば福祉保○伊波輝美福祉保健部長

健所だとか、うちのかいの電気料だとか役務だとか、そういう私たちが業務を

やる上での経費、旅費だとか、そういうのはもう50％ぐらいになっているんで

すね、平成16年、平成15年ぐらいの数字に比較してなんですけれども。一応事

業をしていただいているのはできるだけ減らさないようにという努力はしてき

たんですけど、今回、厳しい状況の中で10％、センター型については20％の、

この２年間でという状況になっています。

あるところは800万円台から600万円になっているかと思うん○比嘉京子委員

ですね。それぐらい私は、現状は落ちていて、立ち行かなくなるんじゃないか

というぎりぎりに来ているんではないかと私は思っているんです。それは、県

だけではなく市町村もカットして、国プラスのどうなるかというところもある

わけだから、皆さんだけのカットでないかもわかりません。そういうことを考

えますと、やっぱり今、認可外保育施設を含めて保育所をどうにかしようとい

う一方で、こういうことは非常に矛盾だと思うんですね、保育行政のなかで。
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それについてどうですか。

待機児童の沖縄特別振興対策調整費を使った対策に○伊波輝美福祉保健部長

関しましては、復帰後の取り残された分の課題ということで、ぜひ待機児童に

関しては沖縄特別振興対策調整費が使える間にやろうというので、この二、三

年の予算措置としております。これに関しては待機児童というこれまでの国の

施策もあるんですね。それを県が実施することで、救済していくというのが今

回の待機児童の問題です。お金に関してはうちの福祉保健部の政策経費から出

ているものではありません。企画部からもらったお金なので、それを使って政

策的な需要に投下することはできないいろんな性質の事業であると理解してい

ただけたらなと思います。

福祉保健部長は、保育は部長の管轄であるという自覚はおあ○比嘉京子委員

りなんですか。

先ほど政策の話をしたんですけど、それに対しては○伊波輝美福祉保健部長

、 。 、10％カットの５％戻しというのが 今回の予算方針だったんですね 私たちが

５％戻しというのは重点で配分した、例えば助成費医療費の助成だとか、そこ

に重点的にこれまでやってきて、そのほかの行政経費は本当に20％、15％とい

うカットの状況でした。保育のこれに関しては、沖縄特別振興対策調整費費を

使った戦後処理的な事業と位置づけて私たちは取り組んでいるところです。

十分戦後処理でもいいと思うんですよね。これだけ、支援が○比嘉京子委員

こなかった時期があるわけですから、そのためにおける認可外保育施設のこれ

だけのいってみれば多くの方々が芽出しをしたわけなんですよね。だからそれ

はそれで、どういうルートからの財政であっても構いません。戦後処理といっ

て正当だと思います。しかしながら、沖縄の一番大事な人材を育成している、

特に保育であるとか就学以前であるとか、今のような発達障害の問題であると

、 。か そういうようなところに手厚くできなくて沖縄の将来はないわけなんです

だから福祉保健部長は、これでは将来見えないと、財政に行って分捕るぐらい

の気概がないとだめですね、このポジションは。でないと今のようなあちらか

ら、一律に引くことはだれでもできると思うんです、財政は。シーリングかけ

るんだったら、だれでもできると思う。だけれども、かけてはいけない、やは

りここは線を引かせてもらわないと困るということを言うのが福祉保健部長の

仕事ではないかと、僣越ながら思いますが、いかがですか。
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努力はいたしましたけれどというのが言いわけです○伊波輝美福祉保健部長

けれど、次年度もさらに厳しくなります。これに関してはいろいろと議員の御

支援もいただいて実現したのもたくさんありますので、努力をするということ

しか今のところ申し上げられません。

では、最後に県立病院のあり方についてお聞きして終わりた○比嘉京子委員

いと思いますが。福祉保健部長にお聞きしたいのですが、この間から意見が両

方に分かれているのが、独立行政法人化したとき現場の医師たちはどのように

なるのでしょうか。集まりますと力強くおっしゃっていただきました。現場の

病院長たちはみんな、保証の限りではないというような答弁をなさいました。

この間私は、予算特別委員会の総括質疑で知事にお聞きしたときに、知事のお

考えがないことがよくわかりました。一つ一つの質疑に振り向かれて皆さんと

相談している姿を見ていると、知事からは期待ができないと、知事には県立病

院をいかにしようかというようなお考えがあるとはとても思えませんでした。

そこで皆さんにお聞きするんですけれども、その根拠はどこにあるのですか。

今のお話は、第２回の県立病院のあり方検討部会の○久田裕福祉保健部参事

委員長ヒアリングで、宮古病院長、八重山病院長から、医師の確保に不安があ

るという発言がございました。それでその中で離島の県立病院においては、現

在でも医師確保に大きな不安がある。県として、離島医療における医師確保の

体制をどうするかが大きな課題であるという指摘をしたものでありまして、独

立行政法人化すれば医師確保は困難という趣旨の発言ではないと認識はしてお

ります。また、その中で医師以外の医療従事者の確保につきましては、北部、

宮古、八重山の県立病院が、独自で人材を確保することは難しいので、県立病

院間の人事ローテーションで人材を確保する仕組みの維持が不可欠であるとい

う御発言がございました。このため基本構想の案では個別の県立病院ごとに独

立行政法人化するということではなくて、６病院を一体的に経営する独立行政

法人の設立を提言したということでございます。この人材の確保の問題につき

ましては経営形態という問題以前に、あらゆる手段を活用して取り組むべき課

題であると認識はしております。

今県立病院の医院長のお話でしたけれども、中部病院の医院○比嘉京子委員

長もはっきりとおっしゃっていたことが、いわゆる中部病院から宮古病院へと

いうように派遣をしているわけです。自分、自分の病院の経営を考えると、回
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すようなことにならないかもしれないという発言があったと思うんですね。し

ないとはおっしゃらなかったけれど。このことは、宮古地域、八重山地域の非

常な不安をあおっています。とっても今問題だなと思うのは宮古地域、八重山

地域から独立行政法人化反対の要請が来るのはいわゆる、今の公立久米島病院

のように陸続きではない、大きな格差の中において送る側のところが送らない

となったら致命傷になるわけですね。ですから、人材の確保を、今、県立宮古

病院、県立八重山病院も50％いるかいないかの現地の方々の調達だと思うんで

すよね、看護師も。そう考えたときに、本当に担保があるんですかということ

を、きちんと言っていただかないと困るんではないかと思うんです。

今の中部病院長のお話ですけど、その中部病院がで○久田裕福祉保健部参事

きませんとおっしゃったお話は、人事異動による人材の確保ということではな

くて、離島病院の診療所の医師であるとか、そういったドクターが学会に出席

するであるとか、あるいは夏休みをとる、そういった場合に中部病院の院長の

お話では確か年間延べ1000人とか900人とか派遣していますよと。そういうこ

とが、今後非常に厳しいという話はなさっておりましたけど、やっぱり中部病

院長がおっしゃった、これから経常収支の黒字化ということが、一つの経営の

目標になりますので、この問題というのは現に今病院事業局でも平成23年度ま

でに、各病院、経常黒字化するという計画を今掲げて取り組んでいるところで

あります。実はこの話については、県立病院のあり方検討部会の中でもござい

ました。そういった話は。この中でですね、中部病院長が全く同じようにでき

ませんというお話をした場合に、この委員のほうからどういった発言があった

かといいますと、こういうことを委員がおっしゃっております。それで独立行

政法人化した場合、個別の病院の独立採算制が強く働き、医師派遣ができなく

。 、 。 、なるということ しかし 今の状態でもこの問題はあると 今の形態でも今後

個々の病院に収益性のプレッシャーはかかる。これは先ほど言いました今の病

院事業局の再建計画のお話なんですが、独立行政法人化だからだめとか、独立

行政法人化じゃないから大丈夫ということはない。どうやって政策医療を実現

するか、繰入金の設定の仕方ですね。それからその決定のプロセス、ある病院

が離島に対してやっていないという状況をいかに防ぐかが大事で、トップに対

しては単に利益を出す責任ではなく離島医療を守るという責任が問われるとい

う意見がございました。ですから､このような委員の意見の趣旨も踏まえなが

ら、制度の運用というものをしっかり考えないといけないんじゃないかなと考

えております。
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今の委員の意見の全くの裏返しでですね、地方公営企業法の○比嘉京子委員

全部適用の権限をしっかり委譲しないで､地方公営企業法の全部適用で運営を

できないのに、独立行政法人化でうまくいく保証はどこにもないという意見も

委員から出てますよね。それについてはどう思いますか。

これにつきましては、基本構想案の中でもこういっ○久田裕福祉保健部参事

た問題については触れております。基本構想案の55ページなんですけど、この

中でその病院現場への権限委譲の問題にも触れておりますけれども、やっぱり

一番の問題は立法趣旨を踏まえた制度の運用というのが非常に大事だと思いま

す。これは地方公営企業法の全部適用であろうが、あるいは独立行政法人化で

あろうと、その中でどういうことで書いてありますかといいますと、知事、病

院事業全体を統括する管理者、それから病院長、議会等のすべての関係者が、

それぞれの経営形態に関する制度の立法趣旨を正しく理解し、適切な運用に努

めなければならないという形で書いておりまして、またそれに関連して、同じ

ページでですね、現場への権限委譲についてもですね、病院事業を統括する管

理者の権限、病院事業の権限等にも記述を触れております。

ある専門家の委員だと思いますが、教科書的には独立行政法○比嘉京子委員

人化だと。ただし制度をいじれば解決するものではない。正直、沖縄県は信用

できない。責任を持って病院経営できる人はいるのか、というきつい委員から

の意見がありますよね。そういう不信感が、県立病院のあり方検討部会の中で

１回ではない回数出ていると思うんですけれども、私はそれについてきょう議

論するつもりは全くありません。そういう意見が出てますねぐらいにおいてお

きたいんですけれども。きょう多くの議論はできませんので、私としては独立

行政法人化して大丈夫だよという皆さんの担保をしっかり示してくださいとい

うことにきょうはとどめたいんですね。だから、もう少しそこに焦点を合わせ

て、これこれしかじかで大丈夫なんだと。

確かに県民説明会、病院現場で説明してですね、やっ○久田裕福祉保健参事

ぱりそういった不安というのは、たくさん聞いております。やっぱり、その不

安にこたえるためには、今後県においては病院事業の運営に関する基本的な考

え方ですね、理念、それから仮に独立行政法人ということでしたら、運営に関

する本当に基本方針ということを、しっかりと病院現場、それから県民に明示

する必要があると考えております。
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まとめて最後ですけれども、皆さんは県立病院のあり方の冊○比嘉京子委員

子を読みますとね、前段で確認していることは結構、そして中のほうで６病院

に対する評価、稼働率、それも90％から104％という稼働率、地域の私立の病

院からの県立病院に対する評価、これはみんな高いものがあるわけなんですよ

ね、そのことも踏まえていながらですね、議論した中身は財政議論に終始して

いる。どうやって少ないお金で現状維持をさせようかというよりも、むしろど

うやってお金を削減していこうかという議論を頑張っておられる。これには、

大きな飛躍があるし、やっぱり目的が不純だと思いますね。良質な医療をどう

やって担保にするかというところにどうやって今の現場を守っていくのか 300、

人前後も毎年のようにやめていかない体制をどうするのか。医師がいないとい

うのをどうやって防いでいくのか、そういうことに議論は行かなくて、運営の

あり方、形態にあれだけ議論をしているというのは私は異常というより、むし

。 、ろ理念のない県立病院のあり方であるということを断言しておきます 最後に

７対１の看護配置について検討チームを立ち上げてと予算特別委員会でおっし

ゃっていましたけれども、いつ立ち上げて、いつごろを目安にそのめどをつけ

たいと考えたかをまとめていきたいと、そういう計画をお示しいただきたいと

思います。

７対１看護については、知事もおっしゃっていました○知念清病院事業局長

ように、やはり現場の状況を勤務形態の緩和、過剰労働の緩和につながる、そ

れからまた、患者さんの医療の質の向上にもつながるということですから、早

目に検討していただきたいと。私たちとしては年度が始まって、４月になった

ら始めたいと思っております。ただ、今の非常に厳しい経済状況、いわゆる破

綻していると言われている、民間病院なら破綻している状況ですね、沖縄県内

では。そういう中でいかにその経営に影響を与えないような形で早くなし遂げ

ていくかというのはいろいろな工夫がいると思うんです。いつ、どんな形でた

だ単に看護師の数を確保できるのかという問題とか、あるいは病棟が、地域と

の役割分担であるとか、医療連携によって縮小できるのであれば縮小するとい

うふうなそういうことを考える。それから、それによって経営効果ですね。さ

らには定数条例との関係、そういうのがあるので、実は今すぐいつということ

は私はちょっと明言できません。この間の中川先生－島根県のね、話を聞いて

大変うらやましかったです。お金のことなんか心配するな、やれ、やらなくち

ゃできないと言われてですね、いやあ､ああ言えたらいいかなと私は思いまし

。 、 、 、た ただ沖縄県は 沖縄県の事情がありますので その辺のことも考えながら

やはり、その破綻しているといってもいいような医療状況、そういう中でこの
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ような厳しい再建計画を立てて、それに少しでも影響を与えないような形で考

えるというような、結構県の場合には大変大事なことではないかというように

思っております。ただ、私も現場におりましたので、早目にみんなの希望をか

なえてあげたいとは思っております。

鶏が先か卵が先かの話になりかねないんですけれど、これを○比嘉京子委員

やらない限りやめていく人がこれだけ流出していくということに歯どめがかか

らない。それをなくするためにこれをするということですから、財政が再建で

きてからといったらその間にどうなっちゃうんだろうかと危惧を持っておりま

す。

最後に、八重山病院からせっかくいらしておりますので、質疑を１点したい

と思います。八重山病院のいわゆる先生方５名の医師手当というのを、もとも

とは４月になると後でそれをカバーするようなお金が出ていったようですけれ

ども、今回はそれを出せませんと、仕事終わってるし、出せませんと言ってい

るんですか。

そういうことではなくてですね、12月段階で時○川平哲八重山病院事務部長

間外勤務手当がオーバーしてきそうだということで、一たんとめて、それで今

予算の調整をしながら、支払う方向でやっております。

先生方の仕事、超過勤労放棄はストップされていると理解し○比嘉京子委員

てよいですか。

今後支払っていくということでございます。○川平哲八重山病院事務部長

先ほども出ていましたけれど、琉球大学の病院では、言って○比嘉京子委員

みれば待遇、これ以上悪化させることによって、琉球大学医学部附属病院側も

派遣は考え直さざるを得ない方向にいきますよ、という意見もあるわけですか

、 、 。ら ぜひ そういうことにならないようにお願いをして終わりたいと思います

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

翁長政俊委員。

病院事業局の陳情第184号県立病院医療センター・こども医○翁長政俊議員

。 、 、療センター精神合併病棟の拡大について 先ほど 議論がありましたけれども
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これは何も宮川先生がどうしても合併病棟をつくりたいということではないん

でしょう、これは。沖縄県の精神科医のいわゆる協議会を含めてですね、政策

医療として公的機関でこういう合併症の問題はしっかりやってもらいたい。こ

、 、こが いわゆる沖縄県の､県立の中で公的医療の中でやるということですから

ここで19床をつくってですね、させてほしいというのが要望なんですよ。先ほ

どの議論で聞いていると、この精神科病棟にすると一般の患者を入れられない

ということを病院事業局長はドクターでもあるのにそう言い方をされていたん

ですけれども、セクト主義をもっておられるんですか。もっと平たく言いまし

ょう。南部医療センター・こども医療センターは、南部医療センターと子供病

院の両方あるわけですよ、総合病院なんです。この中ではですね、いわゆるこ

の精神科もあれば、さらにはいろんな科があるわけですよ。小児科もあるし、

いろいろな科があるわけです。それはそれなりにみんな病棟をつくって経営を

なさっているんですよ。私が聞いている範囲の中では、この前陳情者が来てい

る中では、いわゆる19床でスタートしたい。これも設立当時から、こういうこ

とでやるということでモデルケースとしてやろうということでスタートしたん

です。これがなし崩しになってですね、現在のところ、いわゆる５床で病棟な

しの診療体型になっていると。この部分を考えたときに南部医療センター・こ

ども医療センターの先生も含めて、病院事業局長も含めて精神科に対するセク

ト主義をもっていて、そこで何らかの形で精神科というのはそばに追いやろう

という感覚があるのではないのかなということがかいま見られるものですか

ら、セクト主義があるんですかとお聞きしたんです。

全くありません。○知念清病院事業局長

全くありませんか。それではどうして、この精神科の病棟を○翁長政俊委員

つくれば一般の患者を病棟に入れられないという発言が出てくるんですか。こ

れは、この前来ていた精神科の県の会長もヨーロッパを含めていわゆる総合病

院は、今では精神科を併設しないと総合病院とは言えないと。医療の流れとし

て世界的にもこうなっているんだと、だからこのメンタルの部分のいわゆる精

神医療についてはある意味では相当光が当たっているわけですよ。そういうの

が日本の社会ではまだ受け入れられていない。さらにはモラルの高いこの病院

や医療の現場で、こういうモラルが欠けているということであれば、やはり私

は問題だろうと認識しているわけです。

おっしゃることはよくわかります。欧米では確かにそ○知念清病院事業局長
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ういう形でやっておりますし、それから宮古病院、八重山病院でもそういう形

でやられておって、大変うまく運営されていると思います。私も八重山病院に

おりましたのでわかります。ただ、私が先ほど言ったのは精神科病棟と名前を

つけたときには精神科の患者でないと入れないといっているんですよ。これは

セクト主義でも何でもないです。単なる事実です。

そうであれば、19床の中に精神科病棟と書かなければいいじ○翁長政俊委員

ゃないですか。精神科病棟と書かなくて精神科の患者19名まとめればいいじゃ

ないですか、あのフロアで。

あの、まあそういう考え方もあろうかと思います。そ○知念清病院事業局長

して、そうすることによって非常に財政的にもよくなるということを宮川先生

は言って、そういうふうな書類を持ってこられたと思います。ただそこで抜け

ているのは、一つですね、今病棟５床と14床というのは全く別の構造になって

おるんです。完全に分離されているんです。

そうするとですね、今の一つの精神科病床にしようと思って看護師の数を減

らしてやると収益が上がるという話だったのですが、一つの病棟にしようとす

ると見通しが悪くて非常に大きな改築、改造をしないと、あそこを精神科病棟

として、いまひとつ病棟単位にすることができないと、みんなそう言ってるん

ですよ。

、 。 、○翁長政俊委員 やっぱり病院事業局長 説得力に欠けますよ あの宮古地域

八重山地域についてはいわゆる精神科の単科がないんですよ、僕はそう理解し

ているんですが。単科病院がないんじゃないですか。だから県立がやらざるを

得ないという現状があるわけでしょう。民間の単科があれば、民間があずかり

ますよ。あの、精神科については。ただ、宮古地域、八重山地域については、

単科がないもんだから、結局は県立がそれを担わざるを得ないという、これは

もう地域の医療のあり方の基本的な問題ですよ。これはいいですよ、まあそう

いう状況ですよ。それでですね、私たちも現場を見させていただきましたよ。

あそこは19床、私はフロアにすれば、可能だと思っています。そういう説明で

した。それからもう一つですね、採算面での指摘がかなりされますから、この

いわゆる宮川先生を含めて一生懸命研究をして、看護師のいわゆる補充の問題

も含めて、19床やれば赤字にはならない、黒字になるんですと。こういう経営

の仕方ができるもんだから、こうさせてもらえませんかという提言をしている

んですよ。これを結局は今、県立南部医療センター・こども医療センターでは
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受け入れられないという形で今５床にとどめて、看護師が採用できればあとの

残りの14床ですか、ここは小児科に切りかえていくというような判断になって

いるわけですよ。政策医療というのはまさにここの部分に光を当てるべきだと

思っているんですよ。小児科は民間にもたくさんあるんですよ。私はこの前、

発達障害の件で鹿児島県に行ったときの－佐喜真委員が言っていたんですけれ

ども、今の医療は民間でも、要するに超未熟児を救うことは可能なんですよ。

私ども視察したときに、これは本当に子供なのかなと思うような超未熟児が生

まれているんですよ。この現場を見たときに大変な仕事だなと思いましたよ。

しかし、命を救うことはできてもこれを育てていく過程の中で問題があるとす

れば、ここはある意味では医療の欠陥ではないのか。これを総合的にやる意味

、 、 、ではですね 精神科のいわゆる合併病棟 これを私は19床はきっちりつくって

政策医療はまさにここでやるべきだと私は思っているんですけれども、見解を

お聞かせください。

私は既にこのことについては、前の渡嘉敷委員の答え○知念清病院事業局長

で、何度も同じような答えをしたと思いますので、もう繰り返えさないほうが

いいと思います。あなたは、答弁は長過ぎると言われております。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

(休憩中に、委員長から委員の質疑に対して答えるようにとの催促があ

る。)

再開いたします。○赤嶺昇委員長

知念清病院事業局長。

それでは繰り返しになりますけれど。この病棟をつく○知念清病院事業局長

るときから、この問題はずっと続いていることでありまして、そのときの結論

を言わせていただきますと、この病床は一般病床にしますと、そして必要であ

れば精神科の患者も入るし、一般の患者も入ると。一般の患者でここに入るよ

うな患者というのは、普通の病院の病棟でも十分管理しているし、管理できる

と。そういうことであるから、必ずしも精神科病室にする必要はないと。そう

いうことから、そこを精神科としないで混合病棟、一般病棟ということにした

と理解しております。
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これで、終わりますけれども、ただ、病院事業局長、あれで○翁長政俊委員

すよ。私どもは病院事業局長からこの答弁を聞いているんですけれども、陳情

者が来て沖縄の精神医療についてはこの方が、自分たちとしてはより患者に対

してこのほうがベストであると提言していることを、今皆さんに質疑をし、よ

りいい方向を探そうとしているんですよ。その中で、いや私はこう決めました

から、これについてはもう前からそうやってますから、このことについては耳

、 。を傾けませんというあり方では 私は医療は一向によくならないと思いますよ

お互いが持っている意見を率直に交わして、そこの中でよりよいものを模索し

ていくということをやっていかないと、沖縄の医療はよくなりませんよ。

それともう一つ、今度は福祉保健部のほうについて質疑いたします。福祉保

健部については陳情第41号、52ページ、県立病院の存続を求める陳情。あのね

福祉保健部長、予算特別委員会を含めて知事も出席していただいて、総括質疑

を私どもも傍聴させていただきました。その中でですね、はっきりさせておき

たいなと思っている件があるんですよ。１つは３年間の地方公営企業法全部適

用を行っていってですね、その後独立行政法人化ということに向けて準備をし

ていかれるのか、地方公営企業法全部適用を３年やった後にですね、これはう

まくいけば地方公営企業法全部適用でいかれると考えているのかですね、ここ

のところがはっきりしないんですよ。ここの部分を明確にしないとこの議論も

なかなか前に進まなくて、知事の答弁でもはっきりしたようでしないようで、

ちょっとわからなかったんですよ。ここの部分はどうなんでしょうか。

本会議でですね、知事が答弁なさっておりますけれ○久田裕福祉保健部参事

ども、その中で答弁は、まず県立病院改革は県立病院がこれまで果たしてきた

公的医療の提供、今後も継続していける体制を構築することが目的であるとい

うこと、これが１点目です。そして、県立病院のあり方検討部会の答申尊重を

第一に考えますということ、これが２点目。それから独立行政法人化の答申が

示されれば、移行に向けた準備作業を開始するということ。そして４点目に独

立行政法人化は目標達成の手段であり、移行するまでの３年間徹底して改良、

改善に取り組み独立行政法人化しなくてもよい状況にあるか、毎年チェックを

行うということですね、これが本会議での知事の答弁だっただろうと思ってお

ります。

幾つか出てきたんですけど、あれですか、県立病院のあり方○翁長政俊委員

検討部会から、答申が３月末に出て、そこで独立行政法人化ということが答申

されると。１つは今審議会の答申を尊重するということを言っておられました
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ね。最後の後段では、３年間地方公営企業法全部適用をやってみてうまくいく

と、独立行政法人化が最終目標じゃないんだから対応すると今言っておられた

んで、２つの選択肢があるんだけど、どこなんですか。

まだ県立病院のあり方検討部会から正式な答申が出○久田裕福祉保健部参事

ておりませんので、正式な答申がでた段階で、そういった議会での答弁も踏ま

えながら知事が決定なさると考えております。

。 、○翁長政俊委員 私はこれ以上突っ込まないことにします ６月には要するに

ここを整理した方針が明確に見えてくるということですね。そう理解してよろ

しいでしょうか、福祉保健部長。

はい、そのとおりです。○伊波輝美福祉保健部長

それではもう一つ。請願の第２号､第３号、第４号、これは○翁長政俊委員

もう関連しますので一括してさせていただきます。まず、こころの診療、いわ

ゆる発達障害の支援体制のシステム。これ、私は一義的に沖縄県全体の発達障

害については､県がつかさどっていると思っていますから、ここの大綱とか指

針みたいなものが必要なんでしょう。これをやっていく上でどういう進め方を

されているのかを、まず、ここをお聞かせいただけないでしょうか。

現在、発達障害者支援体制整備検討委員会の中○垣花芳枝障害保健福祉課長

で、今議論を投げておりますのは、発達障害者支援の体制をどう整備していく

のかという計画です。年次的な計画といいますか、一応５年程度のめどづけを

した上での計画をする必要があるかなと考えておりまして、その中に例えば早

期発見、早期の支援、就労、人材育成とそういうふうな基本的な事項を盛り込

んだ計画を策定するというふうなことを現在進めております。

、 。 。○翁長政俊委員 これはまず 段階的なものよ 最初は検診をして発見するの

そのあとどうなるの。

切れ目のない支援というのはですね、早期発見○垣花芳枝障害保健福祉課長

のときに考えられることは、やはり検診体制の充実ということが考えられると

思います。さらに、早期の支援という観点からすると、身近なところでやはり

市町村を含めた支援の体制、相談受け入れの体制をどうつくっていくのかとい
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うふうなことがくるかと考えております。さらに、それを支える人材を育成し

ないといけませんので、そういう意味で研修、人材育成を進めていくというふ

うなことが主要なことになろうかと思います。ただ、最も重要なことは、やっ

ぱり発達障害というのはまだまだ理解されていない。このアンケートとかいろ

いろお聞きしてもですね、市町村の窓口についてもまだまだというところがあ

りますので、その広報啓発事業、いわゆるフォーラムですとか、研修、そのほ

かのツールを使った広報啓発ということを強化していく必要があるだろうと考

えています。

これはまだまだ理解が乏しいということですが、県自体はど○翁長政俊委員

うなんですか。

推進体制というふうな意味といいますか、現在○垣花芳枝障害保健福祉課長

の縦割りではなくて推進体制という意味でいいますと、まだ努力が必要かなと

いうふうな認識は持っています。

これは流れとしては、私も少し勉強させていただきましたけ○翁長政俊委員

、 、 。ど 検診があって発見されるわけですよ そして支援が出てくるわけですよね

そしたら、支援があれば親子教室みたいなものができ上がっていくわけでしょ

う。そしてその中でその子供たちをいわゆるこの診断がされていくわけでしょ

う。そうして初めて、発達障害の認定を受けてもろもろの支援が入ってくると

いうあり方になるだろうと思うんですけど、ここをしっかり踏まえないと、こ

のどれが欠けてもだめなんです。だから切れ目ないというのは多分そういうこ

とだろうと思うんですよね。これをしっかりやってもらうというのが１つ。も

う一つは、先ほど質疑の中で次世代子供育成支援行動計画、これが平成27年に

改訂なんですか。

来年、改訂の予定です。○伊波輝美福祉保健部長

それと発達障害児、第３次沖縄県障害児基本計画、これはど○翁長政俊委員

うなっているんですか。

第３次沖縄県障害児基本計画は10年計画になっ○垣花芳枝障害保健福祉課長

ておりまして、平成16年度から。ただそれの実施計画、要するに障害福祉計画

と申しますけれど、それは平成21年度、今現在第２期の計画策定中です。平成
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21年度からの３年間の計画を現在つくっています。

次世代育成支援行動計画にはこの発達障害が落ちてたんです○翁長政俊委員

よね。落ちてたから、これは拾い上げるということですね、これは。

発達障害という、まあ、言葉がない、つまり通○垣花芳枝障害保健福祉課長

常の障害児対策というふうなところの中で対応してきた経緯はありますが、発

達障害という明確化が必要であるという議論があるということです。

この第３次の障害児基本計画、この中に発達障害は入れてあ○翁長政俊委員

るんですか。

第３次沖縄県障害基本計画策定の平成16年度当○垣花芳枝障害保健福祉課長

時は、発達障害者支援法というのは制定されておりませんで、その関係で法体

系の中に含まれておりません。ただ、その後ですね、現在制定しております第

２次障害福祉計画においては発達障害は位置づけておりますし、さらに県の第

３次沖縄県福祉保健計画推進計画においても発達障害を位置づけております。

これが大網になりますから、しっかりここの部分をね、きっ○翁長政俊委員

ちり埋め込んで、これが一つの指針になって、要するに計画が始まっていくわ

けでしょう。皆さんがたは、ある意味では沖縄県の発達障害の問題はどうなっ

ているかといったら、計画もないという状況なんですよ。計画もなくて支援事

業が行われているということになっているんですけど、これはあちこちちぐは

ぐでしてね、市町村によってもばらつきがあるわけですよ。こういう状況です

から、まず計画をしっかりつくるということが大事だと思います。そういう中

、 、 、 、で 陳情者がですね 沖縄県における早期発見 早期支援対策がおくれた原因

この原因はどこにありますか。原因と責任があるわな、2005年にこの法ができ

たわけでしょう、国によって。これを受けて県は対応しなければならなかった

んだ、これ。これをなおざりにしてきたんだ。この、いわゆる支援がおくれた

理由と責任はここで明確にしてもらわないと、質疑が前に進まないんだよ。

平成16年に、発達障害者支援法が制定されて、○垣花芳枝障害保健福祉課長

その後の取り組みとして、平成19年の２月にしか発達障害者支援センターを設

置していないというふうな意味においては、やはり取り組みがおくれていたと

いうふうな認識を持たざるを得ないと思っています。ただその支援センターを
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設置して、その体制を考えていくというときに、今、委員から御指摘がありま

すような、その途切れのない支援体制をどうつくっていくのかというふうなこ

とについては、その中で議論しておりますし、まあ、市町村との会議と、それ

もあの今つくって進めているところです。その、担当として今、検討しなけれ

ばならなかったということは、先ほどの計画の問題ですが、やはりその十分な

議論を踏まえて、見通しを持った計画を最初の議論で十分にやるべきだったん

ではないかという反省は持っております。それも含めて、今の段階からになり

ますが、この取り組みを強化するといいますか、スピードを上げていくという

取り組みをやっていきたいと考えております。

私は、この、県が委託しようとしている、発達障害者支援セ○翁長政俊委員

ンターがありますよね、本来ここが実務をする意味での発達障害者の基本的な

実務的なもの、全県をカバーするための拠点の支援センターにならないといけ

ないと思っているんだよ。この他都道府県、先日、見に行ってきましたけれど

も、まさにそういう形になってるんですよ。他の都道府県はですね。それで、

これを皆さん方が先ほどの議論を聞いていると、福祉保健部の障害保健福祉課

でフォローしますという話、そして、発達支援センターは地域と密着した形で

、 。支援事業を行いますというんだけれども 僕は本末転倒だと思っているんだよ

発達障害者支援センターがまさに大号令をかけて、市町村を含めてここにいわ

ゆる人材育成や計画の実施や達成率このようなことも含めて、しっかりとして

フォローする体制をここでつくり上げないと、実務をつくり上げるところがな

いんだよ。そしたら、障害保健福祉課長の先ほどの答弁では、私は一度も先進

地を見ておりませんということなんだよ。正直なところをいうと、私も見てい

なかったと。この前行ってきたら、本当に目からうろこが落ちるんだ。こんな

ことが本当に子供の世界であったんだなということを、私どもは現場を見て初

めてわかったんです。で、この部分が、沖縄県で著しくおくれているというこ

とを実感して、正直なところ療育のやり方を見ていてですね、本当に涙なくし

て見れなかったですよ。それくらい、厳しい現場だったんだ。そういうことだ

ったんだよ。そういうことを見るとさ、ここの部分をもう少し県が積極的に踏

み込んでいくという姿勢がないことには、この発達障害者支援センターをどう

するかと、しっかり。もっと明確に、民間委託するなんてことじゃなくて、県

で引き取って直営でやるぐらいの腹がないと、僕はこの発達障害の問題はなか

なか前に進まないと思うよ。福祉保健部長、これどう思いますか。

先ほど、職種をそろえなきゃいけないとか、３つく○伊波輝美福祉保健部長
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らいの職種を挙げたんですけども、この採用がかなり厳しいということで、じ

ゃあそれだったら、民間で採用しているところ、そこにお願いするという形で

した。で、しかも、早急にやらなきゃいけないという前提がありまして、平成

19年度の２月に事業委託をいたしました。２カ年の事業を実施しまして、今回

辞退したいというお話でしたので、新しいところを選定しているところです。

正直なところ、県の認識も障害保健福祉課長の答弁では至ら○翁長政俊委員

ないところが多々あって、なかなか全体的な枠組みとして議論も足りなかった

と、そういう中からおくれがあったということ、本人も若干の反省があるわけ

でしょう。基本的に県が受ける事業なのに、県ですら認識が足りないのに民間

が県以上に理解していると思いますか。

私は次がないものですから、次の方に宿題になって○伊波輝美福祉保健部長

しまうんですけれども。

沖縄県発達障害者支援センターにおいては国の○垣花芳枝障害保健福祉課長

要綱で定められている機能があるんですが、県が法人に委託というふうな形で

定められていますけれども、その中において支援センターの役割として、位置

づけられているのは相談支援、地域のネットワークづくり、それが業務として

位置づけられております。その業務については、地域の拠点として発達障害者

支援センターが機能するように私どもも先ほど申し上げましたけれども、連絡

協議会を設置し、強化をしてまいりたいと考えております。ただ、その全体と

して県の施策、発達障害の支援の体制、それの体制整備委員については、これ

は県が運営しなきゃならないというふうなことがありまして、これは他都道府

県とも同じように運営しています。ただ、大きな違いというのが、県の総合相

談機関と連携した形で、その機関の中の一環として位置づけられている直営の

発達障害者支援センターがあるということですね。それをごらんいただいたん

だと思いますけれども、そういう意味では発達障害者支援センターだけではな

くて、周辺の知的の相談所ですとか、児童相談所ですとか、発達障害者支援セ

ンターですとか、そういうふうな総合的な形で対応しているものだとして思い

ます。そこの位置づけをもう少し整備をしていく必要があるかなと考えており

ます。

これ以上踏み込みませんけれども、いずれにしろ僕は県の発○翁長政俊委員

達障害者支援センターについては先ほどから何遍も言いますけれども、県がし
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っかりと直営でやって、この療育センターやら各地のそういったものは、市町

村にお任せして、さらには親子教室も、皆さん、あれでしょう、研修を行った

市町村はしっかりと親子教室もでき上がっているんでしょう。これは今、親子

教室は市町村でどれだけあるんですか。

12カ所です。○垣花芳枝障害保険福祉課長

この12カ所は研修等を行いました。市町村の担当者がよく理○翁長政俊委員

解をして、そういうことがあって親子教室ができ上がったんじゃないですか。

ほかの残りのでき上がっていないところは研修も受けていないし、そういう認

識はかなり落ちているということじゃないですか。

親子教室は市町村の事業ですので、市町村によ○垣花芳枝障害保健福祉課長

っては、例えばその中で市町村においても横の連携が必要なところ、認識度を

高めるところがいろいろとございます。財政的な事情もやっぱり市町村の中で

ありますので、もろもろの要因が備わって今のような状態になっていると考え

ています。

そんなことではなくて、皆さん方はあれでしょう、研修事業○翁長政俊委員

もやってきたわけでしょう。報告では研修事業もやってきているという答弁だ

から、研修事業の中でですね、どの市町村が参加をして、参加した市町村には

現実に理解が深まるからできるわけですよ。参加もしない市町村は親子教室も

できないわけですよ。理解度によってばらつきがあって、市町村によって発達

障害時の子供たちの受ける支援が違うということになると、沖縄県の福祉行政

のスタンダードは何なんですか。スタンダードなことはやらなきゃいけないわ

けでしょう。要するに、全市町村的に。これをユニバーサルでやるということ

が大事なんですよ。これは、これからももっと、さらに研修事業を行ってです

ね、人材を支えないといけないでしょうけれども、具体的にこの計画の中で、

研修事業をやっていくというシステムをしっかりつくらないといけないわけで

すよ。時間がないから、私はどんな計画を持っているのか出せとは言いません

けど、言いたいくらいですよ、本当は。あのこの計画を出せって。あなた方は

今聞くと、陳情処理方針の中でも計画をやりますとか、今作成中ですとかと言

っていますから、こういう計画が当然あるだろうと私は思っているんですよ、

あるんですか。
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たたき台をつくって、今いろんな方に意見を求○垣花芳枝障害保健福祉課長

めているところです。

ですから、2005年に法律ができて今たたき台をつくっている○翁長政俊委員

ところですよ。だから県ですらそういう状況ですから、市町村にやれって言っ

たって、皆さんが指導、助言してもよっぽどの理解力があるこの市町村でない

と動かんということですよ。県ですらそうだから。だからここはしっかりとこ

の計画もつくって、ぜひ頑張ってもらいたいと思っていますよ。それからもう

一点だけ、この皆さん方は１歳半検診とか３歳児の検診でこの拾い上げた数字

を上げてますけど、発達障害は何も１歳半からのフォローアップじゃないんで

すよ。ゼロ歳児からフォローアップしなくてはいけないんですよ。ゼロ歳児は

抜け落ちているんじゃないですか。

正直申しまして、ゼロ歳児というのは、翁長委員○高江州均保健衛生統括監

に初めて聞きます。ただこれからですね、未熟児のほうで障害が出てくるだろ

うということで医療機関側ではその問題が起こってきているということだけは

お伺いしている。ゼロ歳児からの支援というのは私はちょっと知りませんでし

た。

だから県の認識のおくれはここにあるというわけなんです○翁長政俊委員

よ。私どもは先進地へ行って勉強しただけで、私たちはゼロ歳児から発達障害

の問題があると理解したんですよ。１歳児半検診で、引っかかって上がる子も

いますよ。３歳児で上がる子もいます。じゃあ、その間の１歳半になるまでの

間に、子供が夜泣きをしたり､どうも感じがおかしいというのは母親はわかる

らしいんですよ。そのときにどっかに持っていこうにも持っていきようがない

らしいんだよ。だから、ここの部分から拾い上げていくという作業をやってい

かないと、いや１年半検診でしか引っかからないという話になると、まあ、言

葉は悪いんですけど、この中でしか発見ができないということであれば、おく

れているということなんですよ。

要支援という点では、こんにちは赤ちゃん事業とい○伊波輝美福祉保健部長

うので４カ月の全戸訪問があります。お母さんがその中で困っているとか、支

援が欲しいというときには療育支援という形の別の訪問、支援とかですね、そ

ういう事業が一応組まれております。ですから、もし何か心配があるんでした

ら、こんにちは赤ちゃん事業ではないですけれども、どことどんなふうにつな
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ぐかというレベルの相談は乗れるかなと思いました。

これ以上しつこくは言いませんけれども、いずれにせよこう○翁長政俊委員

いう発達障害の子供たちをケアする、要するに拾い上げるシステムや場所、機

関があればですね、こういったところに駆け込むこともできるわけですよ。今

そういうことすら、沖縄県ではないものですから、ある意味では20年おくれて

いるのは僕は事実だと思いますよ。沖縄県はこの問題については余りにもなお

ざりですよ。もっと福祉保健部長、この卒業してもライフワークとしてやって

いきませんか。それくらい迫力があっても、僕はいいと思いますよ。最後に福

祉保健部長、決意を聞かせてください。

いろんな形で、この問題にはかかわっていきたいと○伊波輝美福祉保健部長

思っております。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

奥平一夫委員。

余りたくさん陳情書があるのでどうしたらいいのかわからな○奥平一夫議員

かったんですけど、病院だけにとどめたいと思いますのでよろしくお願いしま

す。独立行政法人化について幾つか来ていますけれども、特に新規の陳情第41

号、それから陳情第65号。県立病院のあり方検討部会を立ち上げて、いよいよ

今度の19日に、最終決定をするという陳情処理方針がずっと出ておりますが、

皆さんのその陳情第41号についてパブリックコメント及び県民説明会を実施し

たということなんですけど。その７回検討部会で県民意見を考慮して、検討部

会に基本構想を決定する予定であります。そのパブリックコメントっていうの

は、これは実際公開をされるんですか、されないんですか。

パブリックコメントは１月26日から２月27日まで、○久田裕福祉保健部参事

１カ月間ですね､実施しました。それでそれを整理しておりますけど。これに

ついては、その意見の内容については、あした、県立病院のあり方検討部会、

19日にありますので、その中で委員に、委員には既に中身は検討してもらうた

めに送ってはあるんですが、資料として公開、公表をします。

、 。○奥平一夫委員 そのコメントって何件くらい 何名の方から入っているのか

そして地域別に仕分けはしてありますか。
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地域別にはちょっとまだ集計してないんですけど、○久田裕福祉保健部参事

あの全体でですね、48件です。そして団体から９件、個人から39件ですね。

委員 これはパブリックコメントと言えますかね。たったそれだけ○奥平一夫

で、皆さんそれをもって、大事な病院の行く末を決定しようと、決定しようと

言うわけですけど、福祉保健部長これは本当にパブリックコメントとして根拠

を持つものなんですか。

まずこのパブリックコメントを実施するに当たりま○久田裕福祉保健部参事

しては、県のいろいろな広報誌を活用してであるとか、あるいはマスメディア

にもたくさん取り上げられましたし、それから県民説明会もやりましたし、各

病院現場にも全部資料をおいて意見を求めております、そのコーナーを設けて

ですね。私たちとしては､そういった県民が意見をいただけるような努力は最

大限に行ったつもりであります。

何カ月くらいでしたか。○奥平一夫委員

あの、１カ月です。これは要綱で１カ月ということ○久田裕福祉保健部参事

でございます。

委員 次に、県民説明会がありますよね。４カ所でしたか、５カ所○奥平一夫

でしたか。４カ所ね。そこでの意見、反対賛成多分あったと思うんですけど。

そういうものは県立病院のあり方検討部会では、決定するにはどれくらいの比

重を持つものなんですか、この意見は。判断の基準についてどれくらいの比重

を持つんですか。

あのこれがどの程度比重を持つかどうかというのは○久田裕福祉保健部参事

私ではわからないんですが、一応、あしたの県立病院のあり方検討部会では、

それももちろん報告しますし、事前に各委員については資料としては送付をい

たしております。

私が言いたいのは、だから結局はパブリックコメントも一応○奥平一夫委員

実施した、県民の意見も聞きました、住民の説明会も持ちましたと。一つの実

績としてやりましたよ、結果は先見えてますけどということじゃないですか。
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パブリックコメントであるとか、その県民の意見、○久田裕福祉保健部参事

先ほど申しましたように、これは全部報告はします。ただ、これをどう見るか

というのは委員の先生方が判断なさると思うんですが、ただ要するに、ここま

で基本構想をまとめる過程で､いろんな形で審議は行ってきております。こう

いった審議の過程を踏まえながら、委員会ではいろんな提案もですね、受けと

めながら判断をなさると考えております。

知事は先の予算特別委員会でもですね、今の委員会でも皆さ○奥平一夫委員

んおっしゃっているように、県立病院のあり方検討部会の答申を尊重すると。

そうするともうレールが敷かれているんです、はっきり言って。きちんとレー

ルが敷かれている。それを本当にたかだか数カ月の間にやり抜いて、決めまし

ょうという話になる。僕は皆さんの持っていき方っておかしいと思っているわ

けです。県立病院のあり方を含めてこの決定までの間に、これは決まっている

わけです、これは。独立行政法人化しようというのは。だから、非常に県民の

中からかなり住民説明会の中でも、相当反対の声が出たと思うんですよ。いわ

ゆる私が県立病院のあり方検討部会で、住民の意見はどれくらいのパーセント

で比重を持つんですかと言ったらね、これだけ反対の意見があるならば、県立

病院のあり方検討部会では明らかに反対ですよ。答申できませんよ。独立行政

法人化できませんという答申にならなければならない、どうですか。

その要するに、反対の理由が何なのかというのも、○久田裕福祉保健部参事

これはまた判断の要素だと思うんですよね。その辺も含めて、委員がどのよう

に判断なさるかということだと思います。

だからさっきから言っているように、結論ありきで既に走ら○奥平一夫委員

せたわけですよ、皆さんはね。ほとんどがあのそういう実際独立行政法人化に

携わっている先生方何名かね、そういう方々を中心として、県立病院のあり方

検討部会のメンバーも固めてある。これはほとんど。私は、この独立行政法人

化については明確に反対をしていきたいと思いますので、よろしくお願いしま

す。それで、陳情第60号八重山市町会から出ているこの独立行政法人化に反対

する陳情なんですけどね、57ページですね。離島僻地医療の向上に安定した保

健医療サービスを提供すること。これはね、要するに独立行政法人反対だよと

いうことを言って、それによって離島僻地医療に大きな影響があるから、こう

ではないんだよという要請だと思うんですけど、皆さん全然答弁がそうなって
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いない。陳情処理方針がね。要するに独立行政法人化によって、地方の離島僻

地医療の向上というのは､恐らく確保できないんだという意味での質疑だと思

うんですけど、皆さんの陳情処理方針では全くわけがわからない処理方針にな

っています。明確にしてください。

地方独立行政法人における救急医療や周産期医療等○久田裕福祉保健部参事

のいわゆる不採算の政策医療の実施につきましては、地方独立行政法人法第25

条の規定に基づきまして、議会の議決を経て、知事が中期目標を定めます。知

事はこれによって地方独立行政法人にその中期目標を指示するわけなんです

が、これによって担保できるということですね。病院事業の場合はですね、同

じ地方独立行政法人は病院事業の場合は､法人は知事から示された中期目標で

中期計画をつくらないといけないのです。この中期計画についてもですね、知

、 、事の認可が必要なんですが 地方独立行政法人が策定するその中期計画ですね

これについても議会の議決が必要なんです。そういった形で、議会のチェック

も受けながら公的医療というのは担保されると。さらに、現在の地方公営企業

法と同じようにですね、その政策医療、不採算医療についてはその繰入金－交

付金と言ってるんですけど－地方独立行政法人、そういった仕組みが全く同じ

、 、ような制度になっているということで こういった知事あるいは議会を通して

あるいは財政を負担することによって、そういった医療というのはしっかりと

担保されると考えております。

この話は前から皆さんから耳にたこができるほど聞かされて○奥平一夫委員

います。離島への一般会計からの繰り入れ、県立病院はそうですけど、全国平

均に満たない。それは財政規模によるものだとして皆さんはおっしゃっており

ますよね。一般会計からの繰り入れは１床当たり全国平均よりも相当下回って

いるということを確認してもいいですか。先ほどから議論になっている比嘉京

子委員が話ししたように、医師の確保ができるのかと、独立行政法人化によっ

て、担保できるのかと、どうですか。

医師の確保の問題は、特に経営形態の問題ではない○久田裕福祉保健部参事

と思います。今でも医師の確保は非常に問題になっているわけでありまして、

ただ独立行政法人化されても、今の医師の、離島、医師だけでなくて看護師で

あるとかコメディカルも含めて、こういったことは人事ローテーションによっ

。 、てしっかりと確保されているわけです それで県立病院のあり方検討部会でも

枠組みはしっかりと今後も継続すべきであると。といいますのも、第２回の検
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討部会の委員長ヒアリングで、やっぱり宮古地域、八重山地域も病院長からそ

ういった不安はございました。こういった仕組みは、６つの病院を１つの地方

独立行政法人にすることによって、現在の人の確保の仕組みをしっかりと今後

も堅持するべきだということで。個別の独立法人ということじゃなくて、６つ

のまとまった独立行政法人化にしようということで、構想案では結論づけてお

ります。

地域の皆さんが、特に、離島地域の皆さん、あるいは北部地○奥平一夫委員

域の皆さんが、この独立行政法人化に反対しているというのは何だと思います

か。

県民説明会での意見をまとめますと、やはり独立行○久田裕福祉保健部参事

政法人化いたしますと県が公的医療の提供に必要な財政負担を抑制するんじゃ

ないかということとかですね、それから経営が採算性を重視して公的医療の提

供が後退するんではないかという不安が出されておりました。

今八重山病院、久米島病院で起こっていること、特に八重山○奥平一夫委員

病院で起こっていることは、なかなか離島であるがゆえに増嵩費を負担しなけ

ればならない。しかも自分たちの経常経費の中に入れなきゃならないというよ

うなことで、一生懸命頑張っているが、なかなか経営がうまく成り立っていな

い。本当に政策医療がしっかり担保できているのかという不安もあるし、まし

てや独立行政法人化されたときに、本当にこれはポイントされるのかというこ

ともあるわけです。そういう意味で、今度の八重山病院の問題はまさに医師の

流出を非常に懸念するわけです。ちなみに、八重山病院もそうですが宮古病院

もですね、琉球大学医学部附属病院から派遣された先生が宮古で五、六割ぐら

いいらっしゃいます。実際にある方とお話しさせていただいたときに、この医

師手当を削減することによって医師のいろんな環境が変化すると、引き上げざ

るを得ないよという話を聞いているんです。そういう意味で今度の八重山病院

の問題は、これは人ごとではないんです。これは医師のリストラが始まるきっ

かけにもなるわけです。そういう意味で、本当に皆さんは、いわゆる予算はこ

れだけですよと、その中で全部やりくりしなさいという、相当無理をかけてや

っているんです。しかし伊江先生の話はそうではないと。確かにそれはやりく

りもまずかったかもしれないけれど、さまざまな要因があってかなり医療経費

もかかっている。そういうことについても、いやその枠内で頑張ってくれと。

そういう事態が起こりかねないわけです。これがやっぱり、いわゆる民営化に
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近い地方独立行政法人の姿ではないかと、非常に危惧するところがあるわけで

す。地方公営企業法の全部適用にありながらも、こんなことをやらされ、こう

いう現状がある、独立行政法人化されて本当にお互い効率化を、黒字化を目指

してやるためには、はっきり言ってもうかる医療をどんどんやっていけば済む

話で、そうすれば本来の公の医療がもう置き去りにされてしまうという考えが

あるわけです。だからそこで、皆さんは、政策医療や医師あるいは看護師、医

療スタッフの確保は本当に大丈夫なんですかと。離島の皆さんが非常にこのこ

とを懸念をしている。この声を十分聞くべきです。ですから、私は県立病院の

あり方検討部会では、こういう離島の皆さん、住民の皆さんの声はどのくらい

の比重で反映されるのかと聞いているのは、そういうことです。

その比重の問題は先ほどからお話ししていますとお○久田裕福祉保健部参事

り、声はどういう形で委員が受けとめるかということだと思うのですが。例え

ば人の問題、給与の問題というのは、まさにおっしゃっていたように形態の問

題ではないんですね。ただ基本構想の中でも57ページの本文のほうに書いてあ

りますけど、繰入金のあり方についても、今の同じように当然法制度があるわ

けです。そのちゃんとした区分にのった繰り入れは当然行うべきであると。さ

らにそれを踏まえた上で、むしろ積極的に県は、各県立病院の費用負担の実状

を考慮した算定方法及び経営努力にインセンティブを与える算定方法を研究す

るとともに、額の決定に至るプロセス等を含め可能な限り情報公開を行い、広

く県民の合意のもとに県立病院を支える仕組みづくりをつくるべきだと、県立

病院のあり方検討部会ではまとめをしております。むしろ繰入金のあり方につ

いても、今までにない考え方をもってきて積極的な取り組みをやるべきだと考

えております。

今の話には乗るつもりはありませんので。現在、実際これま○奥平一夫委員

での予算特別委員会で示されたことは、今80億円の繰り入れをすることを決定

いたしましたね、３年間。ところが、みんなが一貫して指摘しているように、

この繰入額は、病床数にしては全国平均より低いという指摘をしてきました。

その繰り入れの低い上に、この問題が、共済追加費、これも全額それぞれの病

院で賄っているわけですね。さらに離島では離島増嵩費というものがあって、

その半分を病院が持っているということがあるわけです。これで本当に、県立

病院が経営できると思いますか。

休憩お願いします。○久田裕福祉保健部参事
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休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、質問内容を再確認する ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

奥平一夫委員。

要するに、地方公営企業法の全部適用であってもこれはきち○奥平一夫委員

んと繰り入れられて、それから離島増嵩費もきちんと政策医療として認める、

そして共済追加費も少なくとも半分とか、あるいは全額の負担を県が一般会計

でやるということだったら十分にできるわけですよ。県立病院はみんな健全化

しているはずなんですよ。それがないから､今のような事態になっている。そ

こで、皆さんは経営が厳しいから、とにかく総務省のガイドラインに沿って民

営化するのか、あるいは独立行政法人化にするのかという二者択一を選択して

きたわけです。ところが、経営が厳しいからそうしましょうということではな

かったですか。 じゃあ聞きましょう。

この県立病院のあり方を検討する目的というのは､○久田裕福祉保健部参事

要するに県立病院が地域の中核的医療機関として、救急医療であるとか、高度

、 、 、医療 特殊医療 離島僻地医療を担って重要な役割を果たしているというのは

当然だれしも認めていることだと思うのです。しかしながら、やっぱりそうい

った経営状況ですね、これは知事も本会議で説明しておりますけど、平成10年

度以降、30億円以上の非常に厳しい経営の状況であると。ではこういう状況で

本当に、今後、県立病院の役割、機能そして運営体制等を抜本的に見直して、

将来にわたって本当に効率的な、継続可能な医療提供体制を確保するにはどう

したらよいかということで、これは議論していることでありまして、何も経営

形態だけを議論しているということでは。要するに、県立病院の経営形態の問

題も総合的な組織改革も一つとして出てきた話であるということです。

皆さん方の県立病院のあり方を見てましてもね、あり方を入○奥平一夫委員

れた予算のいろんなところでの発言は、どうしてもやっぱり県立病院の独立行

政法人化といいますかね、経営を中心とする、経営のあり方をどうしようかと

いう話に終始しているような気がするわけね。つまり、地方公営企業法の全部

適用で、例えば全国でも幾つかの自治体が、地方公営企業法の全部適用で今改
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革を進めて、単年度収支、黒字を出した、そういう事例が幾つもあります。そ

こにはいろんな、定数条例の改正とか、あるいは予算を、いわゆる病院事業局

に預けるとか、人事も預けるというようなことがされて、申しわけないんだけ

ど、病院経営いわゆる医療の問題については、その中に福祉保健部という壁を

取り払って直接病院事業局長と三役がさしで話をする、つまり県立病院が医療

について県の三役が実際にその現場の責任者である病院事業局長とこの問題に

ついてさまざまな議論をし、方針を決定しているというね、そういうことが、

その今、地方公営企業法の全部適用で、実は改革をしている自治体のほとんど

なんです。ほとんどじゃなくて多分そうだと思います。つまり、はっきり言え

ば病院改革に、皆さんが立ちふさがって経済でいろいろやってしまうというそ

ういうことで、そごが出てきているんじゃないかと僕は思っているんですね。

そういう意味では、本当に皆さん、県立病院のあり方検討部会を設置した時点

から独立行政法人ありきだという、改革は独立行政法人化だというそういう前

提で話を進めているものだから、今本当に県民のほうから、驚きと懸念が起こ

っていると僕は思っているんですね。だから医療というのは我々県民一人一人

の身近な、非常に命にかかわる大事なことでもあるわけですから、これはむし

ろ三役が出てきて病院事業局長とさしで話をする、どこがどうなんだというこ

と、そういう問題についてはしっかりと政策としてやっていくということが必

要だと思っています。

そういう意味で、次は病院事業局長にお話を伺いたいと思います。これは陳

情第148号、これは継続になっておりまして、３ページ沖縄県の公立病院が果

たしてきた役割を十分認識し、地域医療の確保、安定的な医療提供体制の確立

の視点から質疑をいたします。その助産師が定期異動だったにもかかわらず、

３名から１名になったという事態、なぜそういうことになったのかについて御

説明をください。助産師が２名欲しいということが、なぜそれが対応できなか

ったのか、ちょっとお伺いいたします。

それでは助産師の久米島病院での派遣につ○上地悦子県立病院課看護企画監

いてお答えいたします。県立病院におきましても、現在、確保が困難な状況に

ありまして、中部病院、南部医療センター・こども医療センターのほうにおき

、 。 、ましては 休床している病棟があるような状況にございます そのような中で

看護師を送るということが非常に厳しい状況にありまして、しかも助産師に関

しては平成20年度４月時点で128名おりましたけれども、今年度退職もありま

して、かなりこちらも厳しい状況にございます。そのような状況で送ることは

できない状況にございました。
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送れなかったということについて、皆さんはどう考えていら○奥平一夫委員

。 。 、 。っしゃるんですか それでよしとするんですか おかしいじゃない そんなの

両方で考えてください。

、 、○上地悦子県立病院課看護企画監 ２月の時点で 要請は受けましたけれども

先ほども申し上げましたように、非常に厳しい状況の中で職員の派遣はこれ以

上厳しいということで、知事部局のほうで独自にその職員を採用するというこ

とを、こちらのほうではお願いを申し上げたところでございます。

福祉保健部長、そういう答えらしいですよ。採用しようとい○奥平一夫委員

う。皆さん、違うんじゃない、朝の答弁と。

病院事業局は、いわゆる送る人事の部分は今年度○新垣盛勝医務・国保課長

９名とお願い申し上げて、４名しか送れないという御返事がございまして、私

ども離島医療組合で残りの欠の５名は、臨時的任用で確保をしております。た

だし、その確保した看護師の中に助産師の資格を持つ人というのは確保できて

いない状況でございます。

。 。○奥平一夫委員 おかしいんじゃないの 数を合わせて専門職がいないという

だからこういう結果になったんでしょう。それでいいんですか、皆さん。定期

異動ですよ。全く無策ですよ、これでは。おかしいじゃない。そもそも需給見

通しでも皆さん出している、100名足りないとありましたね。それに間に合わ

せて、助産師にしても、看護師にしても養成はするという。どこかに丸投げし

て。この間起こっている医療の問題についても、今の特別支援の問題について

も、本当に身近に感じていないんじゃないか。デスクワークだけで、現場のこ

。 、とを肌で全然感じていないじゃないのかなと思うんですよね だからこういう

現場と皆さんとの考え方、いろんなそごが出てくるんじゃないかなと思います

よ。それも、予算がないということに尽きるんですか。

先ほどの助産師の受給見通しに関しましては、平成○伊波輝美福祉保健部長

17年度の調査でした。大体、見込みが出るのは平成18年で、平成19年度から別

科助産の手続だとか、そういうことをやって平成20年度は養成をした。これと

平行しまして、浦添看護学校は閉鎖の予定だったのを、そのまま民間委譲とい

う結論にあるんですけど、それも養成をしていくということで、平成23年度め
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どに720人は確保できる。こういう、まあ時間はかかりましたけど、そういう

ことで、私たちは養成をしていると。遅々に見えるとは思うんですが、そうい

うことでございます。それから、医師確保に関しましても、今年度から７人枠

だとか、特別対策が入っているんですね、初めは２人の地域枠から始まって、

緊急の分が５人枠ふえました。こういう対応を全国的にやっている状況という

ことでございます。沖縄は後期臨床研修で見てもわかると思うんですけど、マ

ッチングでは全国でも２位にありますし、そういう意味ではまだ恵まれている

ほうだと、いろいろお願いに行くとそういう返事が返ってくるくらい、うちの

ほうはまだいいと言われているぐらいでございます。私、会議のときに旭川の

方が隣同士になったんですけど、全然だめですよという感じで、とても危機意

識を持って対応していらっしゃいましたし、私たちも努力はいたしますけれど

も、こういう状況にあるということです。

ほかの地域が大変だけど、あなた方頑張っていますと言われ○奥平一夫委員

て、じゃあそうですねと思われては困るんですよね。現実に助産師が２人足り

ない、久米島病院の、本当に産婦人科の先生をどう確保するかという緊急の課

題でしょう。何か妙案はありませんかね。僕は終わります。

ほかに質疑ありませんか。○赤嶺昇委員長

上原章委員。

幾つかお尋ねします。福祉保健部の平成21年請願第２号、発達○上原章委員

障害についてのことで。先ほどは何名かの委員からも質疑がありますが、この

問題は本当に我が沖縄県は相当おくれていると僕も感じているところなんです

が、この発達障害児に対して適切な支援があれば多くの発達障害児は成人期に

おいては自立する、また３歳まではゆっくり発達するが、その後、急成長して

気づきにくくなると専門家の方がそうおっしゃっているわけです。そういう意

味では総合的な支援計画、そして目標をしっかり掲げて、先ほど切れ目ない支

援をという話がありました。そこで、先ほど次世代育成支援対策行動計画を来

年度に向けて取り組むと、当然子供たちが家族の支援を具体的に施策に入れな

いといけないと思うんですけど、その中身とタイムスケジュールを教えてもら

えませんか。

現在の計画では平成17年度から平成21年度○新垣郁男青少年・児童家庭課長

までの前期計画なんですけれども、現在おきなわ子ども・子育て応援プランと
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称しているものが、これの前期計画です。そして平成21年度中に平成22年度か

らの後期の計画を策定すると。スケジュールとしましては平成21年度中で策定

するという予定でございます。

おくればせながらというぐらい、本当、本来なら他都道府県と○上原章委員

前期からスタートしているわけなんですけれども、この計画は具体的には市町

村との計画、どのような形で位置づけられますか。

先般、市町村説明会とか、いろいろ事務調○新垣郁男青少年・児童家庭課長

整をしておりますけれども、さまざまな子育てプランのニーズを、例えば保育

所ですとか、例えば学童ですとか、いろいろございますけれども、そういった

、 、ニーズを市町村のほうから上げていただいて そして市町村は市町村で計画を

自分たちが実現したいという範囲の計画をつくりますので、それとあわせる形

で県トータルの計画をつくる、すり合わせを行いながら、そういう予定でござ

います。

先ほど、去年の暮れからことしにかけてアンケート調査をして○上原章委員

いるわけなんですけど、これが具体的にそういう計画に生かされるんですか。

はい、これはこれから内容も分析いたしますけ○垣花芳枝障害保健福祉課長

れども、今集計をしておりまして、ちょっとクロスがかかっておりませんが、

それも含めて発達障害の支援という観点では、私どもも連携して取り組みを進

めていきたいと考えています。

それとですね、この障害福祉計画、皆さんは発達障害も計画に○上原章委員

入れてありますということでありましたけど、中身をちょっと見てみると、具

体的な政策とか目標値は入っていないみたいなんですよ。この辺、明確に入れ

ないといけないんじゃないかと思うんですが、どうですか。

現在、国が示している基本的な考えでもありま○垣花芳枝障害保健福祉課長

すが、県の事業として、いわゆる発達障害者支援センターは障害者の地域生活

を支援していくという観点での事業計画になりますので、その中での県の事業

として位置づけて、私どもとしては県の事業としての発達障害者支援センター

をどういう支援をしていくのかということでもって目標をやっています。文章
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編の中でですね、切れ目のない支援体制を、地域の連携体制も含めて構築して

いくということについては記載してございます。

具体性があると思っているんですか、皆さんはそう思っている○上原章委員

んですか。今の計画は。目標値とか入っているということですか。今皆さんが

この沖縄県障害福祉計画の中で、平成21年度から平成24年度まで、第２期もこ

れから進めると思うんですけど、もう少し、具体的な数値目標を入れるべきじ

ゃないかなと言っているんですが、どうですか。

現在、パブリックコメントを受けた後で、施策○垣花芳枝障害保健福祉課長

推進協議会の中で議論をしていただいているところです。あした、施策推進協

議会をやりますが、その中にですね、御意見等いただきながら、とりまとめし

ていきたいと考えております。どういう具体的な内容であるかということにつ

いては、出てくれば記載を補充するというような形になるかと思います。

そういった計画等を決めていく中で、今の沖縄の現状を皆さん○上原章委員

、 。がどう認識するか そして初めて施策が進むというわけだと思うんですけどね

先ほど乳幼児検診、垣花芳枝障害保健福祉課長は2.1％、3.8％という話をされ

ていました。この沖縄県は全国と比較して検診率も10％ぐらい低いという、そ

こも非常に改善していかなくちゃいけないと思うんですけど、この検診を－早

期発見をしなくちゃいけないという中でですね、この検診の今の体制というも

の、本当に強化しないといけないのかなと。先ほどの一元的なものですと、垣

花芳枝障害保健福祉課長はおっしゃっていましたけど、先進地の数字を見ると

検診を受ける１歳半、３歳の本当のフォロー率は高いんですよ。30％とか言っ

ているわけですよ。その中で本当に早目の支援ができるわけですけどね。この

フォロー率の改善とかですね、いろいろちょっと調べてみたら、沖縄県の検診

のその総合判定をお医者さんだけでやると。他都道府県では、保健師もこの判

定をする形でいろいろフォローなどを、しっかりと現状を把握してやっている

と聞いているんです。この辺の認識はどうですか。

公表されている数値についてですけれども、１歳６○桃原利功健康増進課長

カ月児検診、それから３歳児検診における言語精神発達面の有所見者として集

団検診の場で、医師の診断に基づく数値であります。他都道府県の気になる子

も含めて総合的な判断による数値ではないため、フォロー率としては差が出て

いるものと思われます。県内の市町村でも医師の診断以外にも独自のジュニア



- 109 -
H21.３.18-04

文教厚生委員会記録

検診後のスタッフミーティング等で気になる子について確認し、心理相談、担

当地区の保健師による訪問等で行われている市町村もありますが、その数字に

ついては県は現在把握をしておりません。今後各市町村に対して報告を依頼す

るなど把握に努め施策に反映させていきたいと考えております。

県は、本当にその辺が現場で何が起きているかがわかっていな○上原章委員

いと思うんですよ。このフォロー率とか検診率を、市町村が確かに事業主体で

すけどね、本来県がそういった現状、また把握をしていかないとこれからのこ

の次世代計画にしても生涯計画にしても本当に絵にかいた数字になるのかなと

ちょっと気になります。先ほど、検診についても先ほどの皆さんのアンケート

の中にも各市町村の現場から、各関係機関からこの問診票の見直しとか本当に

診断の中で丁寧な発達障害の子供たちがしっかり現場で把握できる、またはか

かわる医師、そして心理士、保健師、その人たちの質をどう高めるか、という

のが非常にこの検診率を上げていかなくちゃいけないところだと思うんですよ

ね。ですから、県がしっかり誘導した研修をしていただきたいと、またそうい

った具体的な助言をもらいたいと言っているわけですよ。その辺の取り組みは

ほとんどやっていないんじゃないかなと僕は思うんですが、どうですか。

研修につきましては先ほど来申し上げておりま○垣花芳枝障害保健福祉課長

すけれども、発達障害者支援センターのほうで一般に対する研修、セミナー、

そういうことにプラスしてですね、専門研修も実施しております。10回シリー

、 、ズということで これは支援する方に対しての専門研修も実施しておりまして

、 。 、これを平成19年度 平成20年度やってまいりました 受講者の数からしますと

平成19年度が11回開催して650名、平成20年度が17回開催して2168名の方が受

講しておりまして、地域についても宮古地域、八重山地域含めて離島圏域から

も受講するという実績がございます。そのほかに、巡回相談、指導を実施して

おりまして、保育所とか学校、そこに対してこれは療育等支援事業、それから

保育所の巡回指導、それから南部医療センター・こども医療センターの皆さん

、 。の協力に基づいてのですね これを含めた形で指導を実施しているところです

ただそれだけでも十分だとは認識しておりません。そのこともありまして、初

級の基礎的な研修と専門研修、それから対象者を区分した研修が必要だという

ことを今考えているということです。

私が言っているのは、この乳幼児検診をしっかり高めなければ○上原章委員

ならない、早期に発見をして支援をしていかなくてはいけないと。先ほど翁長
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委員からはゼロ歳からだということを言っていますけれども、この保健師に対

する研修というのは具体的に皆さんはどのくらいやっているんですか。

県が実施している保健師の研修会は、県内の全保健○桃原利功健康増進課長

師を対象とした業務研究発表会、研究会を年１回。それから市町村の新任保健

師対象の研修会、中堅保健師対象の研修会、各福祉保健所ごとの地域の実情に

応じた研修会等を実施しております。昨年の研修会では母子保健、精神特定健

診等について分科会を開催した際に、子供の発達の見方、気になる親子への気

づきの支援等について検診に従事する現場での保健師たちの悩み課題等が出さ

れました。それを受けて新任者研修会で子供の発達の見方についての内容を比

、 。 、 、較し 実施したところでございます 子供の発達の見方 発達障害の早期発見

気になる親子への支援等については、今後研修内容として企画していくことに

します。

先ほど垣花芳枝障害保健福祉課長も身近な地域でしっかり支援○上原章委員

対策を組まないといけないと。沖縄の親子教室というのは、現在41市町村で12

カ所ということですが、これまで親子教室がスタートした推移というのはデー

タはありますか。

このデータは、ちょっと把握しておりません。○垣花芳枝障害保健福祉課長

1991年、平成３年に厚生労働省からこの乳幼児健全発達支援相○上原章委員

談事業ということが打ち出されて、全国でこの親子教室がスタートしていくわ

けです。私のほうで勉強したところ、沖縄は平成18年ゼロと。平成19年に２カ

所、平成20年に２カ所と先ほどから20年おくれいるんじゃないかと言われてい

るのは、実は僕もここから非常に感じているんですよね。もう20年近く前に、

全国では親子教室とかそういったものが厚生労働省の指導のもとでスタートし

ているわけなんですけど、沖縄県は本当にここ二、三年の取り組みでスタート

していると聞いていますけど、その辺の認識は県はありますか。

親子学級ということではないんですけど、市町村の○桃原利功健康増進課長

ほうでかかわり方教室とか育児学級ということで、研修を実施しております。

今回調査したのも、開催状況を調査いたしまして過○伊波輝美福祉保健部長

去の部分はちょっと調査していないですよ、どうだったかというのは。今開催
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しているのが今回の調査では10市町村で、開催を検討しているのが８市町村と

いう回答は得ているんですけれども、過去のものに関してはちょっと、済みま

せん。

ですから、厚生労働省から逆に1991年に各都道府県また市町村○上原章委員

で、親子教室、しっかり相談事業をスタートさせなさいということで出されて

いるわけですよね。それを皆さんは本来県はそれをしっかり受けとめて各市町

村に指導している立場なんですよね。その中で、何でじゃあこの一、二年でこ

ういった親子教室を各市町村が今スタートさせて、また先ほど福祉保健部長は

あと８件今検討していると、その背景は何かわかりますか。ここにきてこうい

った親子教室を今皆さんが市町村で立ち上げてきている背景。

今回のアンケートの中でも確認されますよう○垣花芳枝障害保健福祉課長

に、やはり受け皿、検診後のしっかりとしたつなぎをやっていく必要があると

いう認識が市町村の中で深くなってきていると認識しております。

これは、やむにやまれぬお母さん方、保護者の皆さんが今現場○上原章委員

で本当に県を、行政を､何とか市町村を、支援を構築してもらいたいという中

で声がどんどん上がってきていると思うんですよね。私も南部医療センター・

こども医療センターに行きました。後で病院事業局長には聞きますけれども。

南部医療センター・こども医療センターのこころの診療科に来る子供たちは、

全国と比べると、乳幼児期の子供たちはそんなにいないらしいです。学童期に

なって来る子が多いらしいです。そうなると、本当に各市町村の現場でこのも

っと早く早期発見をしていく仕組みをつくらないといけない。その治療とか診

察、確かに医療の仕事であるわけですけれど、それを治療して、その後のフォ

ローは市町村に帰ってやってもらわないといけないわけですよね。その中で現

場に行くと、本当に厳しい状況だというのがあってですね、御自分で各市町村

のそういった検診率を上げる、または親子教室等のいろんなアドバイスなどを

。 、していると聞いています 本来県がしっかり取り組まないといけない部分だと

私は思っていますけど、この辺がこの20年、30年と言われていますけれど、あ

る意味では非常に目に見えにくい部分の発達障害児の子供たち。だけどこれが

大変、今後この子たちが大きくなっていく中でまたこの過程の中で、本当に多

、 、 、くの人たちが絶対光を当ててほしいと 切実に訴えているわけですから 県が

もう一度これまでの取り組みも振り返っていただいて、今後どうしなくちゃい

けないか、今こそしっかり方向性を示していかないといけないと思うんですけ
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ど、福祉保健部長、どうですか。

今回のことはアンケート調査を見ていただいたらわ○伊波輝美福祉保健部長

かると思うんですけど､県がやるべきことというのはこれを参考にどういうこ

とを求められているのかはやらなければいけないと考えております。フォロー

の基準づくりから、参考意見はもちろんありますので、この基準づくりからや

っていって、市町村が独自基準をつくっているところもありますし、それを統

一基準をつくってグレーゾーンをカバーできるようなやり方でカバーをして支

援につなげて、受け皿をつくっていく、それに尽きるかなと思っております。

もう少し確認をしたいのですが、支援体制整備計画、これを発○上原章委員

達障害者支援体制整備委員会のほうでしっかり積み上げていくと、これはメン

バーの構成はわかりますか。

医師であり、いわゆる療育機関、それから福祉○垣花芳枝障害保健福祉課長

サービスの事業所、言語発達士、心理療法士、それから当事者の方、教育庁、

市町村の母子保健の担当、そういう皆さんで構成しています。

リードはどこがとっているんですか。○上原章委員

県です。○垣花芳枝障害保健福祉課長

これに保護者は入れられないですか。○上原章委員

入っています。○垣花芳枝障害保健福祉課長

○上原章委員 。先ほど、当事者、教育庁と言うから

親が入っています。○垣花芳枝障害保健福祉課長

しっかりその辺の声を積み上げていただきたいと思います。そ○上原章委員

れから、先ほどから話が出ております発達障害者支援センター、ここのあり方

なんですけど、先ほど２年で辞退をしているということなんですけど、この支

援センターを委託する検討はどこでやったんですか。
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委託先検討に当たって、なぜ委託するかも含め○垣花芳枝障害保健福祉課長

てこれについては発達障害者支援体制整備委員会の御意見を聴取しています。

その検討するところで、本来そぐわないという話を当時してあ○上原章委員

ったと。それを県が、しかしそれを委託している先に決めたという話を聞いた

んですけど、これも事実ですか。

当時の申請につきましては、５件ほどあったと○垣花芳枝障害保健福祉課長

いうことです。その中で各団体からこの発達障害者支援体制整備委員会の委員

の皆様がプレゼンテーションを受けて、そのお話をお聞きして、質疑をし、検

討したと。その中で最終的に－実は２カ所ほど、どうするかというところの意

見が出てきたと。要するに、長所と短所がそれぞれある中でどうするのかとい

うことの、御意見はあったと聞いております。その中で検討整備委員会として

はそこをまとめる、一つにするということができなかったために、この結果を

踏まえて県が決めるということで委員会は意見として出されたと。そこの意見

としては最終的にそうなったと聞いております。

そういう中で､県が今の今回委託していたところに決めたその○上原章委員

理由とは何ですか。

、 、○垣花芳枝障害保健福祉課長 ずっと知的障害者の入所 通所の施設を運営し

そういう発達障害に向けても熱心に取り組まれていたということ、それから要

件であります緊急の場合の指定の施設としての附置機関としての施設の設置が

非常に容易にできたということ、それからセンターとしてのスタッフの確保、

そのセンターのスタッフの専門性が確保できたということで、こちらに委託を

決めたと聞いております。

その県の判断で最終的に決めた。ところが、今回２年で 辞退○上原章委員

したいと、この辞退の理由は何ですか。

障害者自立支援法が平成18年度に施行されたん○垣花芳枝障害保健福祉課長

、 。ですが それが３年目に見直しをまず行うということが当初からございました

６年後の平成23年度までに新しい障害者自立支援法の体系にすべての施設が移

行するということが示されておりまして、それにつけて、現在実は発達障害の

支援とは別の課題になりますが、その中で知的障害者の厚生施設につきまして
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は新たなサービス体系にどう進めていけばいいのかという検討が、実は当初の

想定よりもどういうサービスを確立するかということに、いろいろ検討が必要

だということがございまして、その件が法人の中で議論になりまして、周りで

発達障害支援を強化していくという声と、発達障害者支援センターとしては地

域の中でネットワークを構築するというような事業に、平成20年度は強化して

おりましたので、そうすると法人としての支援体制が厳しいかなというのが法

人としての考えがありました。それで、緊急には知的障害者の施設のほうの意

向に向けた緊急な課題があるので、次年度以降は辞退したいという申し出があ

ったということです。

先ほど来、発達障害者支援センターは一生懸命やっておりまし○上原章委員

たという話も聞いたんですけど、さっき法人としてこのネットワークを各地域

で広めると、具体的に連絡協議会は何回持ったんですか。この関係機関と。

発達障害者支援センターに関係機関を含めて連○垣花芳枝障害保健福祉課長

絡協議会を設置するということは、平成19年度設置当初から話しておりました

けれども実際にはその設置には至っておりません。現在その取り組みをしてい

たやさきだったために、少し今回のところは残念だなと思っています。ただ、

発達障害者支援センターとして、例えば沖縄本島中部圏域の中で途切れのない

支援体制をつくるということで、この連絡会議は発足させておりまして、それ

はこれまでの間に数回持って検討しております。

一生懸命やっていただいたということは受けとめるとしてです○上原章委員

ね、毎年この委託する委託料というのは幾らですか。

発達障害者支援センター事業費といたしまして○垣花芳枝障害保健福祉課長

は、2187万2000円でございます。

その中で２年やってみたわけですけれども、この評価はどうい○上原章委員

うふうに皆さんは、評価するシステムというのはつくられているのか、この辺

どうですか。

評価につきましては、先ほど来お話ししていま○垣花芳枝障害保健福祉課長

す発達障害者支援体制整備検討委員会の中で評価をするということでやってお

ります。
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外部評価ということでいいんですか。○上原章委員

要するに、そちらの専門家の皆さんの入った検○垣花芳枝障害保健福祉課長

討委員会の中で、御意見、評価等やった上で、最終的な方針についてはもちろ

ん次年度の方針というのを県が定めます。

この評価書を後でいただけますか。○上原章委員

評価書というフォームはございませんが、発達○垣花芳枝障害保健福祉課長

。障害者支援体制検討委員会での議事録を提供したいと思います

福祉保健部長、先ほど子供の心の診療拠点病院、ぜひ私は沖縄○上原章委員

に必要だなと思っております。国が今、９カ所モデルをつくっているわけです

けど、ぜひ沖縄県もこの具体的に推進事業をやるべきだと。沖縄県に相当数、

20年を一気に取り戻すことはできないにしても、絶対この問題はしっかり進め

ていかないといけないなと思うんですけど、この拠点病院推進事業、２年後に

また国もあると思うんですけど、それを見据えて具体的にチームを僕はつくる

べきではないかなと思うんですが、どうですか。

次世代育成でもありますし、今回はプランの中に発○伊波輝美福祉保健部長

達障害を入れますので、ぜひその議論はやっていけるかなと考えております。

それと、先ほどのアンケートを見るとほとんどの関係機関から○上原章委員

今回の陳情の中にもですね、ぜひ地域発達支援システムを構築する中で、第一

、 、人者を県外からアドバイザーを招聘してでもですね 今の沖縄の現状の認識と

それに対するどう具体的な手だてをしていくのか、先ほどのアンケートの中に

もスーパーアドバイザーがぜひ欲しい、また助言いただきたい、これがね、あ

る意味ではこころの診療科の土岐先生がやっていただいていたのかなと思うん

ですけども、その辺はどうですか。

医療機関の調査もやりました。38機関で15機関○垣花芳枝障害保健福祉課長

が発達障害を見ているという結果になっております。ですけど、一応身近なと

ころというと、診療所の小児科のほうの先生方と連携をとっていかないと、少

し数的に難しいかなと思いますので、これは医師会と一緒にやっていけたらな
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と考えております。

あと、この件についての最後に、病院事業局長、この請願第４○上原章委員

号子供の心の診療体制整備に関する請願について、こころの診療科の政策医療

としての位置づけ、今後の整備計画を明確にしてほしいという陳情ですけど、

３年ですか、スタートして。１年半はほぼ新規はもう受け付けないという現状

だと聞いていますけれども、このこころの診療科に通っている子供たちという

のは何名なんですか。

今通院中の患者ですけれども、平成20年○安慶田英樹県立病院課病院企画監

度４月から12月で新患の患者が39人、再来の延べ患者が1109人、合わせて1148

人が今年度の12月までの患者です。

本当に、父兄もこのこころの診療科を頼りにしているわけです○上原章委員

けれども、残念ながら今回担当医師がやめられると、今新たな後任医師につい

て今確保に努めているということですけれども、めどは立っているんですか。

人的ネットワーク、あるいはホームページを通して確○知念清病院事業局長

保に努めているところですけど、今のところまだはっきりとしためどはついて

おりません。

、 、○上原章委員 これだけの方々が 本当に支援を求めているわけですけれども

この南部医療センター・こども医療センターの中でこれを本当に受けとめられ

ない現状というのも、病院事業局長も１人の医師を確保するのも大変な思いを

していると。先ほど、これまで頑張っていただいた土岐先生からいろんな要望

があるけど、それを受けていけないと。そういう話をしていましたけどね。私

は、この３年間発達障害の子供たちを支援しようと真摯に頑張ってきた方だと

思うんですよね、その方が。要望は要望として皆さんができない部分はできな

、 、 、いというのはわかりますけど ３年間 こころの診療科がスタートしてですね

後半１年半はほとんど新規は受けられない、そんな中で、しかも土岐先生は多

、 、 、 、分地域の 先ほど病院事業局長はあくまでも医療 治療 診断が仕事であって

地域にそういった形でやる部分というのは本来の仕事ではない、これは正論だ

と思いますけど。だけど、先ほど僕が話ししたように、沖縄の発達障害の子供

たちの置かれている現状というのは本当に地域療育これも大変おくれている。

自分がどんなに診察しても、その子供たちが安心してその治療を受けられる現
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状ができていない。それについてはやむにやまれぬ思いで、多分自腹で現場に

行かれて、自分の限られた時間でこの多くの関係者の関心を高めたという部分

では非常に評価したいなと思うんですけど、病院事業局長どうですか。

全くそのように私も感じております。ただ、土岐先生○知念清病院事業局長

は、木曜日と金曜日は主として外に出て病院内だけの診療であっては間に合わ

ないと、そういう障害児を診てくれるいろんな機関とか病院、そこに出かけて

いっていろいろ指導をしていたみたいです。私たちもそれについては、病院だ

けではとても間に合わないから、いろんなところにそういう専門知識をいろい

ろ教えることによってですね、輪を広げていくというか、それを認めておりま

した。

実は午前中もですね、翁長委員から沖縄の医療環境で志が高い○上原章委員

人が報われないといけない。逆にいなくなってしまう。そういう本当に沖縄の

医療を支えていきたいと、本当に考えている方がですね、思う存分働いてもら

える環境を本来はしっかり政治の責任、行政の責任でやるべきじゃないかと、

これが本来の県民を守ることになるのかなと。実はお互いちょっと考え方は違

、 。 。うにしてもですね 出発点は一緒だと思うんですよ 患者だと思うんですよね

ぜひ今後、この発達障害の子供たちを、これはもう多くの人が守らないといけ

ないという認識は､多分この二、三年の中でですね、大きくされてきたのかな

と思います。それでですね、今、後任がちょっとなかなかめどが見えていない

という中で、このこころの診療科を必死に支えてきていただいたこの土岐先生

とその中で一緒に取り組んでいた臨床心理士、お一人スタッフとしていらっし

ゃると。その方も多くの父兄や子供たちから非常に頼られているわけです。こ

の方の身分、今はどうなっているんですか。

現在は臨時的任用ということになっております。それ○知念清病院事業局長

で、平成22年度からは、来年度はだめですけれど、次の年からは正職員で雇う

という、そういう予定であります。

要するに平成21年度は、今の身分の形、次年度、平成22年度か○上原章委員

ら正職員になるということですか。

その予定でおります。○知念清病院事業局長
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予定とは言わないで、しっかりやっていただきたいと思ってお○上原章委員

。 、 、 、 、 、ります ぜひ 先ほど来 本当に丁寧な 福祉保健部長 障害保健福祉課長ね

県が動かなければ市町村は動きませんからね、ある意味ではね、その自覚でお

願いいたします。

それと最後に、計画の中で妊婦検診について、13ページですか、確認したい

と思います。すぐ終わりますので。これはずっと僕も議会で取り上げてきたわ

けなんですけれど。この妊婦検診、平成20年陳情第42号についてなんですが、

今回これまで、公費負担２回から５回と、４月から14回と、ほぼこの妊婦検診

の公費が全額支援ができるということで非常に喜んでいるんですけれども、あ

、 、の福祉保健部長 各市町村とも４月からスタートできると聞いていますけれど

今2000円の自己負担の分、那覇市はこれもこれまで５回の分は自己負担という

ことで、これは全部対応したいということで聞いていますけれど、全県的にこ

の2000円負担の現状というか、行政負担にできるのか、公費負担になるのかち

ょっと聞かせてもらえますか。

４月から、全市町村がゼロでやっていけると聞いて○伊波輝美福祉保健部長

おります。

それでこれはどこに住んでいても、どこのお母さんでも本当に○上原章委員

平等にこの安心して子供を生んでいける、そういった取り組みだと思うんです

けどね、この検診をしてもらうお医者さん、これは、離島の場合はどういう形

で対応していますか。

基本的には、分娩する病院で診たほうがよいでしょ○桃原利功健康増進課長

うけど、離島の場合ですと14回沖縄本島のほうまで出るの大変ですので、可能

な限り診療所等で基本的な項目について診られる分についてはそこで対応する

ことも可能となっております。

要するに県のほうから、例えば先ほど産婦人科がいないところ○上原章委員

は派遣事業としてやっているということでよいですか。

基本的には診療所等といいましても、産科医でない○桃原利功健康増進課長

とトータルで見れませんので、助産師の派遣等も検討するように市町村と調整

しながらやっていきたいと考えております。
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当然、機材とかもないとできないと思うんで、例えば宮古地域○上原章委員

とか八重山地域、久米島地域にはそういった病院があるわけですけれども、離

島の離島、先島というんですかね、この方々は結局この妊婦検診を公費負担を

、 。恩恵を受けるためには 病院のあるところまで行かないといけないんですよね

地域によっては、出産のときには各市町村で補助もやっているところもあるら

しいんですけど、その検診を受けるたびにこの飛行機とか船で移動するという

のは大変な負担らしいんですよね。これは、僕は県また国が支援する必要があ

るんじゃないかと思うんですが、どうでしょう。

現在のところ旅費等については見れない格好になっ○桃原利功健康増進課長

ていますけど、ただ離島市町村はほとんど旅費の船賃とか飛行機賃とか見るよ

うな格好に、一部ですけれども補助を出すような状況にはなっております。

これ、検診でですか。○上原章委員

検診です、はい。○桃原利功健康増進課長

具体的にどこですか。○上原章委員

例えば、伊江村におきましては妊婦健康検査時の船○桃原利功健康増進課長

賃10回分を補助する。それから出産時の待機時の宿泊料を１泊につき4600円助

成すると。それから、粟国村においては渡航費のフェリー代往復の助成、23週

、 、 、 、ですから 第６月以降月１回 それから 24週から35週は同じく月１回ですね

それから第６月以降は月１回について補助すると、今の状況でですね。

後でこの資料もください。ぜひ格差がないように各島々の妊婦○上原章委員

の方も本当に安心して検診が受けられる、これは県の責任でやっていただきた

いと要望して終わります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

西銘純恵委員。

学童保育に関する陳情からいきます。40ページ、陳情第２号○西銘純恵委員

新規です。この中で障害児加算について平成20年度は国が加算額を上げたけれ

ども、県が対応できていなかったと。それで私は、学童保育については施策を
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拡充するべきだという立場でやっていましたけれども、結局補正でも組んでも

らえなかったんですが、今回新年度の予算の中に組んでいますけれども。陳情

処理方針で、市町村に対して予算措置について働きかけていきたいということ

ですが、全県どうなっていますでしょうか。

正式なものではないんですが、事務連絡の○新垣郁男青少年・児童家庭課長

ような形で市町村のほうに、国庫基準額どおりに引き上げておりますと、予算

計上しておりますということで報告はしております。

142万円という額であっても、本当に障害児１人もいれば３○西銘純恵委員

人までいるという学童保育でですね、人件費の一部にしか当たらないという状

況がありますので。今あの、声をかけているということですけど、実際既に予

算議会に入っていますので、調査をすればどこどこが対応されているというこ

とがわかると思うんですよ。

市町村のほうからは、障害児を受け入れて○新垣郁男青少年・児童家庭課長

いるクラブ数は幾らですということでの報告は受けております。今回県としま

して､国の基準額どおりに措置しましたのでよろしくお願いします、というこ

とで連絡はいたしております。

ですから市町村がきちんと対応して、予算化しているのかと○西銘純江委員

いうことを今お尋ねしているんです。

そこまではまだ把握はしておりません。推○新垣郁男青少年・児童家庭課長

測でございますけれども、補正での対応も結構あるんじゃないのかなと思って

おります。

今の答弁では、新年度には間に合っていない可能性があるか○西銘純恵委員

と。

県が現在の状況でございますので、市町村○新垣郁男青少年・児童家庭課長

の状況も確認しまして、恐らく当初で間に合うところはすぐやれると思うんで

すけれども、何らかの都合で間に合わないところは補正対応も考えられるとい

うことでございます。
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実施に関して、しっかりと見ていただきたいと思います。ま○西銘純恵委員

た後日お尋ねをいたしますのでよろしくお願いします。

次44ページの新規陳情第16号ですけれども、地域子育て支援センターの件な

、 、 、んですが 陳情処理方針で地域子育て支援センターの件 センター型について

減額しているということに対するですね、保育の需要に対する対応が弱いんじ

ゃないかと。きちんと措置をされたものについては先ほどの学童保育と同じよ

うなものではあるんですけれども、これについて保育関係の予算については、

多様化、増大化する保育需要に対応するために、充てるために努力をしている

のかなというところを受けとめているんですけど、実際はどのようになってい

るんですか。

国の基準額のとおりに対応していないケー○新垣郁男青少年・児童家庭課長

スとして、子育て支援センターの事業もございますし、病時、病後時保育など

も、国の基準額どおり対応できておりません。ただ､県としましてはちゃんと

対応はできておりませんけれども、そういう中で前年度並みといいますか、そ

ういった形では対応しているということでございます。

現場でそういう子育てを担っている皆さんはですね、やっぱ○西銘純恵委員

りこれだけでは足りないということですから、やはりそれにきちんとこたえて

いく、この保育を担っている皆さんにこたえていくというのが、県の仕事じゃ

ないかと思うんですよ。その立場が欠けているということを指摘をして、これ

、 。 、をぜひ復活をさせる 国基準でも十分とはいえないと思っています ですから

せめて国基準までに引き上げる努力をすべきだと思いますが、今後の方針とし

てどうでしょうか。今回は20％を２年間でカットされたということですけれど

も、実際その事業を廃止するということになれば、預けている皆さんとか、必

要とされている親御さん、子供たちがどこにいるのということになるわけです

よね。だから、この廃止までいくのかというところの、先を見て削減もするも

のではないという立場で頑張っていただきたいんですが、どうでしょうか。

センター型につきましては、御指摘のとお○新垣郁男青少年・児童家庭課長

り80％、20％減額をした形で対応しておりますけれども、福祉保健部としまし

ては、前年度並みの額は一応確保はしていると。もちろん国の基準額どおりに

は対応できておりませんけれども、前年度並みということでは何とか維持して

おりますので、委員御指摘のような、いずれは廃止というようなことがいずれ

はあるということではございません。



- 122 -
H21.３.18-04

文教厚生委員会記録

先ほど、比嘉委員の質疑に対して、予算そのものが年間で20○西銘純恵委員

％減らされたと。国が３分の１、県が３分の１、市町村が３分の１ということ

も言われましたけれども、具体的にこの支援費についてどうなっているんです

か。児童規模で幾らというやり方ですか。支給の仕方について説明をお願いい

たします。

休憩お願いします。○新垣郁男青少年・児童家庭課長

休憩いたします。○赤嶺昇議員

（休憩中に、質疑の内容を確認する ）。

再開いたします。○赤嶺昇委員長

新垣郁男青少年・児童家庭課長。

平成19年度までは、国基準額どおりに対応○新垣郁男青少年・児童家庭課長

していたんですけれども。御承知のとおり政策的経費もマイナス10％というこ

とで、昨年から県全体の予算方針が示されましたのでその中で調整した結果で

すね、センター型につきましては国基準額に対して20％カットした状態で平成

20年度は組んだわけです。そして平成21年度もその同額で組んでいるというこ

とでございます。

総額、県の持ち出しはどれだけなんですか。国のようにやれ○西銘純恵委員

ばどれだけになるんでしょうか。

国の基準額どおりに対応するということで○新垣郁男青少年・児童家庭課長

まいりますと、これは国３分の１、県３分の１、市町村３分の１ということで

ございますので、一般財源として、県の分として、あと2300万円ほどの対応費

が必要だということでございます。

2300万円、県が出せばちゃんとやっている皆さんにそれなり○西銘純恵委員

にできるということを聞きましたけれども、私は経費を削減しなければならな

いというところで、本当に福祉の部分で削っていいんですかといつも思うんで

すよね。一番にやるところはいろんな意味で、県以上に現場の皆さんが、そし
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て子育てをやっている父母の皆さんが、もっと大変な思いをしてやっているわ

けですよね。そういう意味では、一番に県民の税金を充てていく部分、そこを

削っていくというのは納得できないんですよね。ですから、私ども無駄遣いは

やめなさいということで、裁判で負けた泡瀬干潟の埋め立てに何で７億4000万

円もまた予算を組むのとか、そういうことも主張するわけですよね。そこら辺

もきちんと頭に入れていただいて、充てるべきところにはきちんと充てるとい

う主張をしなければ、それは守られないし拡充もされないと思います。福祉保

健部の担当として、部長の答弁をいただきたいのですが。

本当におっしゃるとおりお金がたくさん欲しいなと○伊波輝美福祉保健部長

いうのが、うちの思いなんですけれども。一応人件費だとか、義務的経費とい

うんでしょうか、そういうものが一番優先で、今回の私たちが今までカットし

たりとか、その他いろんな事業ですね、Ｃ経費といわれる事業に該当していま

す。これは政策だと言われるものでございまして、この分に関しましても10％

のカットをずっとかけられてきている状態でございます。ですから、県全体の

やはり経済状況だとか、そういうものがよくならない限り、なかなか厳しいと

ころがあるのかなというのが現在の状況です。

10％一律に対して、福祉保健部としてこれはできないという○西銘純恵委員

ような主張をされてはいるんですか。

この経費だけじゃなくてですね、例えば福祉保健所○伊波輝美福祉保健部長

ですとか、児童相談所だとかそれから行政経費もないような状況なんですね。

それで15％、あれはＤ経費なんですが、15％カットをですね、とてもやっては

いけないということで、10％まで押し上げたぐらいのレベルの努力はしていま

す。

この件に限らず、陳情－ほかにも出ている障害者の皆さんの○西銘純恵委員

、 、部分とかですね 実際に現場でやっている皆さんがこれじゃやっていけないと

福祉を切り捨てるのというところで、県にしても声を出さなければもとにもま

だ戻っていないのもありますけれども、少し復元するというんですか、そうい

うのが沖縄県の福祉なの、というところを本当に問いたいと思います。福祉保

健部長の答弁いただきましたので次に移ります。

次は、病院事業の６ページの陳情第22号ですね、新規の南部医療センター・

こども医療センターの精神医療のための19床で必要不可欠な医療環境を保証す
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ること、ほかにもありますけれども、これに関してお尋ねをいたします。きの

う参考人の質疑をした中で、最後に参考人の方が、日本の精神科、同じ医者で

はあるけれども、本当に精神科を排除していると、山にでもどこにでもという

思想がまだあると、おくれているということ、私は医者だけれどもと言われて

いたんですよ。でも、やはり今の状況が過去に比べてもますます高齢化という

ことで認知症はふえていく形だし、若い皆さんもいろんなストレスを抱えて精

神疾患がふえていて、やりとりの中では４万人近くの皆さんが通院、入院、そ

ういう治療を沖縄県で受けているということを言われました。これについて、

本当にもう一人の参考人の方が、19床という、南部医療センター・こども医療

センターに19床でやって赤字にはならないよと断言したんですよ。もう一つは

政策医療は赤字であってもやらなければならないでしょうということを言われ

たんですよね。だから、これからの私は医療のニーズとして、精神の疾患もど

う回復させていくかという立場に、福祉の部分とも絡んではいくと思うんです

けどね。やっぱり､医療としてきちんと決められたことをやってもらいたいと

思うんですよ。決められたことと言ったのは、病院事業局長は14床については

一般病床だと先ほどもおっしゃったりしているんですけどね。でも平成13年か

らいろいろ14床についての検討が始まって平成14年10月23日の沖縄県議会の決

算特別委員会の中で、議事録も一番御存じだと思うんですけれども、この中で

明確に残りの14床、それについて本心が明らかにされたと思っているんです。

これは、結論としてはいろいろな論議を踏まえた結果やったということを触れ

ているんですよ。当時の病院管理局長ですけれども－新田さんですね。精神科

の精神保健協議会の皆さんからも要望があってこの要望はですね、19床という

要望じゃないようなんですよ。20床から30床、南部医療センター・こども医療

センターに精神科の病床をつくってほしいという要望なんですよね。でもそれ

は、他の診療科の先生方と調整を進めた結果、最終的に医療法上の精神科病床

として５床、それに引き続く一般病床として14床、合わせて19床の混合病棟を

つくる。そしてそれがですね、身体合併症を治療できるということでやると。

そして、これは厚生労働省との調整も済んでおります。新病院では最大でも19

名の精神科の合併症の治療は可能であるということで、調整をして皆さんの要

望は20床から30床だけれども、19床まで使えるということで、対応していくと

いうのが県議会で明言されているんです。ですから明らかにこれはいろんな論

議を経た上で、最終的な結論はここに生きていると思うんですよ。だからこれ

にのっとって、沖縄県内の患者の状況なども踏まえてですね、そして那覇市立

病院の先生がおっしゃった、自分のところでは診れなくて南部医療センター・

こども医療センターに送っても月に２人くらいしか受け入れができないと。ほ
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かの民間病院とかいろいろね、先生としては往診ですか、自宅のほうまで、患

者のほうまで300人以上も診ているということをおっしゃっていたんですよ。

本当に、医療というのは弱い立場の者にどう安心した医療をするかという立場

に立つのが病院じゃないの。ましてや、県立病院じゃないんですかということ

を説いておりました。

それでは、ただいまの御質疑にお答えします。まず、○知念清病院事業局長

最初に、収支状況は精神科に19床すると黒字になるというようなお話でしたよ

ね。それについては、私先ほども申し上げましたけれども、私たちのところで

。 。 。計算しましたのでは赤字でございます 黒字にはなりません それがまず一つ

それからもう一つはですね、旧県立那覇病院を南部医療センター・こども医療

センターにするときに、ここ443床なんです。そのうち、120床を小児科がとる

ことになりました、子供医療センターということで。それで今まであった病床

数が内科、外科、産婦人科とかあるいは整形外科といったところがぐっと減ら

されたんですね。で、その中にさらに精神科が入り込んできたわけです。20床

くれといって。それでほかの科の人たちがそんなふうに全部病棟をとられてし

まったんだったら、自分たちの内科、外科、産婦人科、整形外科、泌尿器いっ

ぱいあります。その人たちが文句を言ったんですね、どうしてくれるんだと、

自分たちの患者を入れるところがないじゃないかということで、ここでかなり

の駆け引きが生じまして、その中で精神科はどうしても入れてくれという意見

が３万人の署名を通して通ったわけです。それでそのときに50床、できれば60

、 、 、床くれといった話だったんですが とんでもないと そんな余裕はないですと

ここは高度多機能病院であると。他の医療もしないといけないのに、精神科に

それだけやっていたら仕事ができんじゃないかということがありました。それ

で、とにかく５床だけは重症患者が入れられるような個室のかぎのかかるとこ

ろをつくろう。そしてあと、そこのちょうど６階の19床のスペースがあったも

んですから、19床をつくったんですけど、その残りの14床をどうするかという

ことになったときに、みんなの激しい論争があったわけです。これを精神科に

するべきなのか、みんなが足りないという一般病棟にすべきじゃないのかとい

う激しい話し合いの中で最終的な結論として出たのが、精神科も使える、じゃ

あ一般患者も使える中間的なものをつくろうじゃないかということに落ち着い

たんです。私はちょうど、西銘委員が読まれたところをけさ読みました。この

中には、決してそれを精神科にするとは言っていません。これ、読み方の違い

だと思うんですけど、この14床を精神科にするんだという読み方をすればそう

とれます。しかし、別の見方をすれば、これは精神科じゃないんだよと、一般
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病床としても使えるんだよととれるんです。非常に、玉虫色な表現をしていま

す。実際そうなんです。それで混合病棟なんです。で、このときにですね、仮

に434床が例えば500床くらいの規模で拡大しているんだったら、こういう問題

は起こらなかったと思います。10床ぐらいは精神科にやろうよ、残りの病床数

で今の医療はできるじゃないかということができたと思うんですけど、不幸な

ことに434床。その434床の中の120床を小児科病棟にとられてしまったもので

すから、こういう結果になったということでありまして、私は今でも新田前病

院事業局長時々見えられますけど、そのころの話をします。そのときのそうい

うふうなことではないと。私はそのときに、実は副病院長でおりまして、それ

であそこを一般病床にしてくれといって私は県のほうに訴えた側なんです。そ

して、精神科のほうに押されまして、結局、混合病棟という中間的なものにな

りまして、必要な人が使えばいいじゃないかということで話はついたと私は理

解しております。

解釈の違いと言われたものですから、この文章の最後の３行○西銘純恵委員

目なんですけれども、これは議事録ですからだれが読んでも同じ解釈しかでき

ないようになっているんですよ。ですから、読み上げます 「少なくとも最大。

限、精神科の皆さんが御要望している20床には足りません。けれども19床まで

は使える状態を」ということで最後に言っています。ですから、この県議会で

のやりとりは皆さんが20床から30床要望している、この要望に数としてはこた

えることはできないけれども、19床までは皆さんの要望にこたえますというこ

とになっています。ですから、大事な県民に県が約束したことなんですよね。

これをもし覆すということであれば、それなりの手順を踏むべきだと思うんで

すよ、どうですかと。現場で決まりましたということだけで、決めていいんで

しょうか。

今、最後のほうを読まれましたけれども、これを私は○知念清病院事業局長

全部読んでいただきたいと思うんです。その中にはですね、決して今読まれた

ような結論ではなくて、一般病棟での一般患者を入れてもいい、精神科の患者

を入れてもいい、けれども場合によっては精神科の患者がね、一般病棟に入る

患者がいなければ精神科の患者に使ってもいいですよというニュアンスで書い

たことであって、それを精神科に使いなさいというふうな、私は全体の文章を

読んでそんなふうにはとりませんでした。これは解釈の違いだと思います。

19床を精神合併でとって、そしてそれはおっしゃるとおりで○西銘純恵委員
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すね、あいているときに一般病床にということで、解釈をするんであれば、そ

れは問題ないとは思うんですよ。ただ、この文章の中ではね、精神病床として

、 、とるということは明確にしていますので 政策医療としてこの間の流れの中で

沖縄県の宮古病院にも八重山病院にも50床、50床の精神病床があるということ

で、診ることができていると。沖縄本島の中にある県立病院でないということ

でですね、それが重要な、大事な部分じゃないかと。政策医療ということであ

ればきちんと踏まえるべきだということを指摘して、身体拘束の件でも福祉保

健部になりますが、触れたいと思うんですけど。一般病床の中に、こういう地

方とかですね、そういう精神病床がないために一般病床の中に入院されている

患者、県立南部医療センター・こども医療センターに21人の身体拘束があると

いうことがありました。これは福祉保健部で私は病気で大変な思いをして入院

をされている皆さんが、身体拘束をされるというのは、私は日本の医療が貧弱

だからだと思っているんですよ。看護師体制が10対１で、７対１であってもま

だ足りないわけですよね、患者からすれば。だから、それにそれが固定してこ

れ以上変わらないのが医療だという考えに、医療事務の皆さんが、福祉保健部

の皆さんが立つのかというところも問われていると思うんですよ。身体拘束を

精神科病棟に看護師を手厚くやってみれば、その皆さんも病院の中で安心して

治療が受けられるんではないかということを指摘して、福祉保健部が身体拘束

ゼロ沖縄宣言というのを、もしかしたらこの資料も福祉保健部長、ごらんにな

りましたよね、平成16年１月28日に福祉保健部として出されていますよね。こ

れについて、本当に具体的な宣言まで行っているんですけれども、身体拘束を

是認するようなこともこの間の質疑の中で受けとめたものですから。これは問

題じゃないかと思いますので、そこら辺も答弁いただきたいと思います。

それでは、今西銘委員から質疑があったんですけど、○知念清病院事業局長

身体拘束のことについては先ほどの御質疑と関連しておりますので、私のほう

から述べさせていただきます。患者さんを拘束するということは、それはやっ

ぱりよろしくないということで。でも先ほども申し入れましたように、高齢者

になればなるほど、譫妄状態になる人がいるんですね。そして、意識の状態が

ぼやけてきて、急性錯乱状態になって手足をばたばた動かす、そして自分で傷

つける、あるいは他人を傷つけるというようなことが起こるものですから。ど

うしても、高い統計では５人に１人が、一過性にでもそういう状況になるとい

うことがあるということがあるということを言っているわけですから、けれど

、 、も できるだけ拘束帯を着けないようにしようということになっておりまして

そういうもちろん規定を全県立病院は守っております。それで、拘束帯をやる
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ときはですね、患者の家族にちゃんとこうこうこういう状態で今のところはこ

うですから、しばらく我慢してくださいと説明をして、そして承諾証をもらっ

て。拘束させてくださいと本人のためにも危険だし、他人を傷つけることもあ

、 。るからというふうなことを説明して 承諾証をもらった上で拘束しております

けっして、だれでもかれでもやっているというわけではありません。

あの、義母が病院に入院して本当に譫妄状態という全く大変○西銘純恵委員

な状況が何度も起こりました。でも周りにそれを見て、援助できる人がいれば

拘束するまでに至らないというのも事実なんですよね。だから、手が足りてい

ないと、看護師が足りていないと、医療スタッフが少ないと、そこに充足させ

ていくというところに解決の道を探るべきだと思うんですよ。この身体拘束ゼ

ロ沖縄宣言、こう言っているんです 「私たちは身体拘束が高齢者の行動の自。

由を奪い、心と体を深く傷つけることを認識し、すべての高齢者の人間として

の尊厳が守られ、生活の質が高められるケアを実現するため、身体拘束ゼロに

向けて全力で取り組むことを宣言します 。本当に人間として年をとっても、。」

どんなにしても、人間としての尊厳をどう守るかということが、ましてや県立

病院、公立病院の中で実践をする、宣言もされていますから、そういう立場で

足りないところは何なのかという立場でやるべきではないかと思うんですよ。

おっしゃるとおりですね。やっぱり周囲に介護の方が○知念清病院事業局長

多ければ多いほどその頻度は低くなると思います。しかし、私はゼロにはなら

ないと思っております。ですから、それを幾らまでふやせばよいのかというこ

とは大変難しい問題があります。アメリカ並みの看護師数の体制があれば、多

分ゼロ宣言とまではいかなくても、かなりそれは家族が見ることできるでしょ

う。しかし今の７対１とか10対１のレベルで、私は拘束しない、ゼロは無理だ

と考えております。

ちょっとアメリカの例も出されましたので、私はアメリカの○西銘純恵委員

医療というのはお金がない人は医療保険に入っていない皆保険制度ではなくて

ですね、金のある人がその掛けた保険に応じてしか医療が受けられないという

ことを知っているんですよ。シッコという映画をごらんになったんでしょうか

と。ただ、アメリカの例を出すというところにちょっと認識が全く違うなとい

うことを感じておりました。びっくりしていますよ。

私はただ単にですね、看護師数と医師数と患者の数の○知念清病院事業局長
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。違いを言っただけの話です

結論として、南部医療センター・こども医療センターの小児○西銘純恵委員

科14床について小児科病床にするというのは、経済性といいますか、それを優

先したということですか。そうではないですか。

経済性だけではありません。もちろん経済的にもよく○知念清病院事業局長

なりますけれども、それ以外に先ほど言いましたように、全県の中枢となる小

児病院としての役割をまだ果たせてないと。それをみんなで話し合っていく中

でですね、各管理者がみんなで、総意でそう決めたことであって、私は患者を

阻害するとかそういう立場よりも、もっと病棟というものを有効に、そしてよ

り必要度が高い患者の形で使用するということを考えた上での現場の結論だと

考えております。

採算性が優先されたと、やっぱりだれでも精神病床がないと○西銘純恵委員

いう中で求められているのにそうしなかったという決定について、今後医療政

策といいますかね、県のそれが今年度問われることになるんではないかと思い

ます。一応、指摘をして次に移ります。

５ページの請願第２号，請願第３号，請願第４号の発達障害に関する件、さ

まざまな質疑が行われましたので、結論の部分に関するところだけ、簡潔にお

尋ねをしたいんですけれども。資料を先ほどいただきまして、調査をしたと。

この調査がですね、これから分析になるんだろうなと思うんですけれども、す

べての対象とする児童、乳児含めてですね、この子たちに対してこのアンケー

トで掌握された率、漏れているのはどれくらいかということなんですが、これ

は保育所とか医療機関とかそういうところで調査をされたということですけれ

ども、調査に上らなかった人数は何名ですか。それとも割合でも結構です。こ

れ、すべての県内の子供たちが調査の対象とされて数字としてはこれだけの数

字で押さえていいんでしょうか。

今回のアンケートの調査はですね、公的機関そ○垣花芳枝障害保健福祉課長

れから保育所については認可保育所に限っております。ですから無認可保育施

設については対象になっておりません。そこのほうは漏れてくると理解してい

ます。

保育所に入っていない子供たちもいるわけですよね。総人数○西銘純恵委員
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としてあとどれだけが漏れている、このパーセンテージ。例えば医療機関の診

療科別といいましても、５割は回答が来たとかそういう状況ではあるんですけ

れども。子供たちすべては掌握されていないという立場でね、残りの皆さんに

ついては結局気になる子とかそういう部分についてつかめていない数がいるん

ではないかということで今、どのようにしてそれをまた、すべての世帯を対象

にアンケートをやっていくとかそういうことも考えているんでしょうか。どの

ようにして掌握しようとしているんでしょうか。

アンケート調査において、すべての漏れなく児○垣花芳枝障害保健福祉課長

童を把握するということはこれは困難だと思っております。今回の調査の方針

としてですね、いわゆる早期発見の最も有効といわれている乳幼児検診の状態

を見たいと。それから受け皿としての保育所、児童デイサービス、そこの状態

を見たいと。それからもう一つ、それを支援している保母、保育士、それから

市町村の職員の方の意識、さらに医療機関、医師の状態を知りたいというふう

なことから実施したものでありまして、その中で課題の内容についての分析を

して対応は検討していきたいと考えております。

そうしますと、行政に対する意見というところで、それを集○西銘純恵委員

約をしていけばおのずと県がやっていく仕事というのが見えてくるかと思うん

ですけれども、ただ意識的に乳児検診についてもまだ100％という状況ではな

い受診率ですよね。100％は、北大東村と伊平屋村ということで、検診そのも

、 、のもすべて受けられているわけでもないし 保育所に入っていない子もいるし

ということではやっぱり早期発見という立場からすれば何らかの調査が必要で

はないか。アンケートということではなくて、この早期発見をしていく手だて

が必要じゃないかと思うんですけれども、これについては具体的に考えてはい

るんですか。

調査をやるのかということになると、ちょっと○垣花芳枝障害保健福祉課長

即答はできませんが、ただ早期発見の体制についてはやはり関係者、母子保健

の分野それから福祉の分野含めてどういうそのスクリーニングができるのかと

、 。 、いうことについては これは検討してまいりたいと考えております その中で

今回調査の対象とならなかった部分について、どう対応できるのかというふう

なところについても検討していきたいと考えております。

、 、 、○西銘純恵委員 早期発見について お尋ねしているのは 親御さんはですね
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この発達障害の２次障害、３次障害というのを特に恐れている。直接接したら

ですね、そこら辺をとっても危惧して、今小さいうちにわかったけれどもこれ

からどうなるんだろうというところで、実際２次障害、３次障害の問題では、

深刻なものがあるみたいなんですよ。非行だって、２次障害、３次障害の帰結

だろうというようなものとかですね。あとは精神疾患とか、不登校やいじめと

か、もちろん学習についてもね、おくれが出るということもあるんで、だから

。 、こそ早期発見をどうにかしてほしいという声が出るわけですよね だけれども

幼稚園に上がるときに何か支援をなんとか受けるようになったと。幼稚園に上

がるときにどうする、そして保育所に入る子はまた保育所に入るときにね、親

子教室とかそういうことを言われてその支援を受けていくということがあるわ

けですけれども、何よりも早期発見ということが重要だよと皆さんが言われる

ものですから、そこに一番ほかの計画がですね、現状分析をして、目標を立て

て、そして計画をつくると、先ほどからずっと肝心な部分は言われているんで

すけれども、それを待つまでもなくできることをどのようにやっていくかとい

うのが大事だと思いますので、早期発見についてどうしても優先してやってい

ただきたいと思うんですが、もうちょっと詳しい答弁いただけたら助かるんで

すが。

アンケート調査の結果の中にもありますが、懸○垣花芳枝障害保健福祉課長

念されることは発見されてもですね、次につなげるための情報のつなぎ方それ

から保育所からですね、幼稚園に行くときのその連携、つなぎ方、そういうと

ころ。それから幼稚園から小学校、そういうふうなところのつなぎ方について

の実は非常に要望が高いと。もう一つは、やはり、気になる子をどうその発見

していくのかということの発見の基準といいますか、対応の基準というふうな

ところが、市町村のほうからはやはりニーズが高いですので、そこら辺をより

具体的に検討していくことが必要かなと考えています。つなぎの部分について

は、現在教育委員会のほうで所管して、これを福祉保健部も協力して連携して

いるんですが、エイブルという手法を使った途切れのない支援のための調整を

今検討しているところです。それとの連携を深めていきたいと考えています。

本当に抜本的に、早急に計画を立てて、そして発達障害者支○西銘純江委員

援センターの問題も中核として、県営としてきちんと位置づけをしてですね、

ほかの委員も言っていますけれども、本当は直営、県営で行ってこそこの施策

を急速に力を入れてできると思うんですよ。ですから、担っているところがで

すね、委託ということで、相手がどんどん変わるということでは、この仕事と
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いうのはなかなか継続、専門性とかですね、拡大ができないと思いますので、

そこを要望して終わりたいと思います。

次に、最後ですね、県立病院の陳情第41号、52ページ、陳情第52号も陳情第

、 。60号外あるんですけれども 一応陳情第41号ということでやりたいと思います

私は今の県立病院ですね、地方公営企業法の全部適用をね、しっかりやって看

護体制も７対１で、今でもやればなんで独立行政法人化を７対１にもっていく

ということをいうんであればですね、なんで今のやり方をですね、そのまま踏

襲できないのということをお尋ねしたいと思うんですけれども。

県立病院のあり方検討部会におきまして、病院長ヒ○久田裕福祉保健部参事

アリングであるとか、それから職員アンケート調査であるとかで明らかになり

ましたとおり、病院事業は組織運営上多くの課題を抱えていると。そして、環

境変化への適切な対応も非常に難しい状況にあるということについては、病院

現場も一致している考え方だと思います。そして、独立法人行政へのメリット

としてですね、まず地方自治制度の制約から解放されて、まず経営の自立性が

高まると。

あのこたえてほしいのはですね、地方公営企業法の全部適用○西銘純恵委員

でもこの早いうちに７対１の看護体制について結論も出すと。そしたら３年間

地方公営企業法の全部適用でやると言われているわけですよね。その中でなぜ

７対１看護ということでですね、継続していけばいいんではないですか。３年

たった先にどうして独立行政法人化があるんですかということを言ったんで

す。

ですから、なぜ独立行政法人化というのは単に７対○久田裕福祉保健部参事

１看護だけの問題じゃないですよということを説明しないと理解していただけ

ないんですよ。ですから、それも説明した上であの考えていただかないとです

ね、ただ７対１看護という話じゃないんですよ。

地方公営企業法の全部適用でですね、７対１看護体制できち○西銘純恵委員

んと県民の求める医療をやって、そして経営的にもそれは繰り入れをしっかり

させているということも言っておりましたけれども、こういう状況もそろえて

ね、きちんとやれてますよということが、自治体病院の役員をされている中川

正久さん－島根県立病院の先生ですね、全国自治体病院協議会の常務理事をな

さっているんですよ－ですから、県立病院の経営についても熟知されていて、
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実際その全部適用できちんとできているというすばらしい見本が目の前にある

わけですから、これを実践するというのが当たり前じゃないですかということ

なんです。

なぜ今回沖縄県で県立病院のあり方を検討しなくち○久田裕福祉保健部参事

ゃいけないかと、それを説明しないとなかなか御理解いただけないと思うんで

すけど、やっぱり。

県立病院の、今後の公的医療を守っていく県立病院がいかに○西銘純江委員

拡充していくかという立場を同じような言葉で表現をされてはいるんですけれ

ども。でもですね、これまでの県立病院に対する、この県がちゃんと県立病院

ということでの必要な手だてをとってきていなかった結果が今あると思ってい

ます。それでそこから出発してですね、なおかつこの３年間でこの経営を立て

直しをするという決断をされたわけですよね。経営が今赤字だから、今県立病

院が大変だということやっているんであれば、３年間で経営を立て直したらゼ

ロからそのままですね、継続は可能じゃないんですかということなんです。

県立病院のあり方検討部会でですね、要するに経営○久田裕福祉保健部参事

形態についての問題は独立行政法人化と決議をしているんですが、その理由と

いうのは単に財務だけの問題だけじゃないんですね。組織運営の問題、先ほど

言いましたけど、県立病院長ヒアリングだとか、職員のアンケート調査でやっ

ぱり組織運営上いろんな課題、問題を抱えていると。そういった問題も組織運

営財務も解決しながら要する環境の変化にですね、自立的に、効果的に対応で

きる運営体制はどういうことがいいのかということを総合的に議論して、そう

いう結論に至ったということでございます。

私もですね、中部病院がリニアックですか、治療に必要なも○西銘純恵委員

のも買えないとかですね、患者が要求しているものもできないと、看護師も不

足しているというのが健全な病院経営だと思っていません。ですから、そのま

まやってきたというのがこれまでの病院経営をさせてきた県の責任だと思って

。 、 、いるんですよ そして財務だけではない 組織運営もと言われましたけれども

先ほど私が指摘をした島根県立病院はですね、この病院経営もちゃんと現場に

任せて、そして必要な部分は現場できちんとやっていると。必要な医療器具を

入れる、治療も県民が望むことをやれていると。だけれども経営もしっかりし

てますよ。そして財務もしっかりしている、組織運営もこの病院がですね、組
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織として成り立っていると言われたわけですから、それを学ぶべきじゃないで

すか。

今委員のおっしゃるように、そういったやっぱり、○久田裕福祉保健部参事

地方公営企業法の全部適用は全部適用としてのいろんな地方公営企業法に基づ

いたそういった仕組みがあるわけですから、それに基づいてしっかりと運営す

るということ、これは非常に大事なことで、そういった面で病院事業局でです

ね、その制度の趣旨を生かして再建に取り組もうということだと思います。

あした、会議が、最後の結論を出す会議があると。県立病院○西銘純恵委員

、 、のあり方検討部会というのが そもそもの審議委員の委員会の構成そのものが

独立行政法人化を進めた皆さんが構成員ということは既にいろんな皆さんから

指摘のとおりであるし、やっぱりいかに今の県民の望んでいる、本当は公立病

院ですよね、県立病院としてというのが県民の声ではあるんですよ。だけれど

も、地方公営企業法の全部適用というところまできたのであれば、この地方公

営企業法の全部適用で頑張っているところを見習ってやってほしいということ

で、３年間やって、その先には独立行政法人ですということがですね、丸ごと

見えるものですから、これじゃおかしいんじゃないですかということをずっと

論議をしています。独立行政法人化によってよいことがあるよみたいに言われ

ているんですけれども、実際に独立行政法人化で医師の確保が今よりもできる

んですか、看護師の確保ができるんですか。

先ほどもこの議論があったんですが、やっぱり医師○久田裕福祉保健部参事

の確保の問題というのはそういう経営形態の問題じゃないと思うんですね、で

すから少なくともこの基本構想案ではそういった人事、医師の確保の仕組みと

いうのは、人材の確保の仕組みというのは６つの病院を１つの独立行政法人化

、 。することによって そういった仕組みが維持されますよというのが考え方です

でもですね、６つの病院を１つの経営体にするということ自○西銘純恵委員

体がですね、現実問題として６カ所に、この細長い沖縄県の中で、離島にも散

らばっているところを物理的にトップをだれにするのかですねとか、もっと問

題が出てくると思うんですよ。ですから各病院が独立ですというんでしたら、

まだわかるんですよ。６つの病院を１つにするというのは、少なくとも皆さん

は中部病院が離島に医師を派遣しているからという私たちの指摘を受けてです

ね。独立をさせたら、宮古病院も八重山病院ももうなくなるんじゃないかとい
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う議論にいくから、６つの病院をということも言い出しているんじゃないかと

しか、うがったことしか私たちは考えることができないんですよ。ですから、

最後に聞きますけれども、独立行政法人化によって、独立行政法人というのは

2003年から出てきていますよね。これはそもそも医療抑制、そして構造改革と

つながったことなんですけれども。ここでちょっと私、朝日新聞で載ったもの

を指摘をして、独立行政法人化というものは何なのかということを今一度考え

ていただきたいと思って読み上げたいと思います 「先行した国の独立行政法。

人では、交付金の縮減が業務運営上重大な問題になってきた。例えば2003年10

月に政府の特殊法人等改革推進本部が独立行政法人に移行した32法人に対して

経費の10％から20％の削減を指示し、総事業費４兆5000億のうち4400億の削減

計画を提出させました 。これは朝日新聞の2003年10月８日付です 「また20。」 。

04年４月に発足した国立大学法人についても政府は毎年度削減する方針を決め

た 、これですね。結局は、独立採算だよということが公費を負担するとい。」

うことを押さえた独立採算になっていくということ、これが独立行政法人とい

うものです。首都の東京大学でもですね、毎年2.5％の効率化係数で一般運営

交付金が削減されていると。こういうのを見たらですね、どれだけ公費をかけ

ないで独立して最終的にはですね、じゃあ、最終的にはですね、本当に離島医

療や救急医療とかですね、これは金がかかる政策医療ということで、税金を投

入してきたわけですよ。だからそれだけ入れられてこなければこういうのがな

くなっていくことになるんじゃありません。そこまでちゃんと実際にやられて

いるところの予算がどんどん削られているということを見て、なおかつ独立行

政法人化したら沖縄県の県立病院は、県民のための医療をもっと守るためによ

くなりますよということがいえるんですかということを最後にお尋ねして答弁

をいただきます。

先ほど委員からその交付金縮減の話がありましたけ○久田裕福祉保健部参事

れども、先ほど御説明したとおり、この基本構想案の中ではその一般会計から

の適切な繰入金ということで、その当然従来のとおり、地方公営企業法でもそ

ういった仕組み、法的な制度はありますので、それを踏まえて、なおかつその

繰入金については、県は各県立病院の費用負担の実状を考慮して算定方法及び

経営努力のインセンティブを与えるような算定方法を研究するとともに、云々

という形でですね、そういった繰入金のあり方についても提言をしております

し、またその運営の問題につきましても、その知事であるとか県議会であると

か過度な介入はしないと、法人にはですね、そういったこともしっかりと触れ

られて基本構想案はまとめられております。だから要はそれをしっかりと、ま
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だ答申でないので何とも言えないんですが、そのもしそういう県が独立行政法

人であればということであればですね、そういった制度をしっかりやるべきだ

と思います。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

佐喜真淳委員。

まずですね、請願第１号からいきます。新規１ページ。陳情○佐喜真淳委員

処理方針見ているんですけれども、母子寡婦福祉大会における決議に対する１

から８までの要望事項があるんですが、まず２番の優先雇用の件についてです

が、優先雇用の実現に積極的に協力するようにということなんですけれども。

母子及び寡婦福祉法において公共的施設における雇い入れの促進等必要な措置

を講ずるとある。実績はどのようなことがありますか。実際に雇用したケース

は把握していますか。こういう優先雇用という中で。

こちらのほうは母子及び寡婦福祉法の第29○新垣郁男青少年・児童家庭課長

条でですね。国及び地方公共団体は就職を希望する母子家庭の母及び児童の雇

用の促進を図るため、事業主その他国民一般の理解を高めるとともに、公共的

施設における雇い入れの促進と必要な措置を講ずるよう努めるものとするとい

、 。 、う規定が 母子及び寡婦福祉法の中にございましてですね そういった趣旨で

例えば公共職業安定所のほうでもそういった規定がございますし、そういった

ことで対応しておりますよということで、具体的にこのことによってどこどこ

で何名といったふうな数字は把握はしておりません。

把握していないということは、これは対応できないのではな○佐喜真淳委員

いですか。

母子及び寡婦福祉法の中でこのような形で○新垣郁男青少年・児童家庭課長

しっかりとうたわれておりますので、私どもとしては公営住宅の関係なんかも

そうなんですけれども、そういった形で母子及び寡婦福祉法に定めがあります

のでよろしくお願いしますよという形になっているということですね。

よろしくお願いしますはよくわかるんですよ。ちょっと待っ○佐喜真淳委員

てくださいよ。県においては、今後とも関係機関や市町村等に趣旨の通知を、

雇用の促進を図るという、要するに次の段階があるんですよね。市町村と連携
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をとってやるからには、その市町村とのやりとりをしながら実績も踏まえて確

認する必要があるんじゃないかと、私は言っているのです。

具体的な形では、母子及び寡婦福祉法の趣○新垣郁男青少年・児童家庭課長

旨とかということにつきましては当然説明会なり何なりでこうなっております

からということで説明しますけれども、おっしゃるようないわゆるフィードバ

ックして数字をとってといったふうなことについては特に把握はしてございま

せん。

やっているんですか、やっていないんですか。数字をつかむ○佐喜真淳委員

ためにやっているんですか、やっていないんですか。

具体的なことはやっておりません。○新垣郁男青少年・児童家庭課長

今後やろうということにするんですか。○佐喜真淳委員

ですから、先ほど申し上げました母子及び○新垣郁男青少年・児童家庭課長

寡婦福祉法の趣旨等につきましてちゃんと書かれておりますから、法律の中で

ですね、こういったことについて文書を出すかですね、そういったこともちょ

っと検討してまいりたいと思います。

ぜひですね、積極的にやっていただきたいという要望を出し○佐喜真淳委員

たいと思います。

同じくですね、６番平成19年10月より相談支援業務を開始しております平成

20年４月からは自立支援センターの養育費の専門相談員を設置したということ

なんですよね。いわゆる養育費をしっかりととるというか。そこで、確認した

いのはそういう相談件数と、養育費をしっかり、相談員を通してとられている

のかどうか、そういうふうな実態を把握はされていますか。

専門相談員についてはですね、平成20年４○新垣郁男青少年・児童家庭課長

月から週２日ですね、専門相談員という形で配置しております。平成21年３月

現在の相談件数は167件。その内訳といたしましては、養育費に関する相談が

75件、生活苦に関する相談が47件、その他離婚、育児、親権あるいは精神的な

相談、訴訟といったものが45件となっております。養育費そのものの金額につ

いては把握はしてございません。
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養育費だけでいいんですけれどもね、７件。要するに皆さん○佐喜真淳委員

がつかんでいる、問題視されているのは相談員が相談しているのは７件ですよ

ね。

済みません、75件です。養育費に関するも○新垣郁男青少年・児童家庭課長

のは75件です。よろしいですか、全体で相談が167件。そのうちに、養育費に

関する相談が75件。

75件あって実数字的なものは把握していないんですか。○佐喜真淳委員

それは、例えば個人、母親のほうから養育○新垣郁男青少年・児童家庭課長

費がもらえませんということであれば、相談といたしましては、こういった文

書を出すとか、実際会って話をするとか、あるいはこちらに呼んできて相談を

するということであって、一々それぞれの別れた御夫婦の間の中で幾ら、幾ら

といったことまで把握しているということではございません。

冒頭、国は母子家庭の養育費の取得率の向上を図るためとあ○佐喜真淳委員

るんですよね。これはわかって、皆さんが陳情処理方針で書いてあるんだね、

それはいいんですよ。今後とも養育費の確保に向けた支援を国とともに連携し

ていくということなんです。ただ、今中身が見えてこないんですよ。皆さんが

つかんでいる数字75件という相談はあった。では沖縄県全体ではどれくらいの

養育費の滞りがあるかというのが見えてこない。だから、確認をしているんで

すけれども、この確認は数字をつかんでいないということでいいんですか。

相談を受けましてですね、こういうやり方をするん○伊波輝美福祉保健部長

ですよということなんですね。その結果について報告しろということではない

ですので、こちらがやっている支援は、手続の仕方だとかそれを教えていると

いうところだと考えています。

あのね、例えばね、75件ありますよね、言い方を変えて、解○佐喜真淳委員

決したのはどれくらいあるんですか。要は数字をつかめていないということは

75件がどういうふうな形で、要するにプロセス踏んで、結局は養育費を確保で

きたかということを聞きたいがためにこう確認しているんでね。
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そういう結果報告をとっているシステムではありま○伊波輝美福祉保健部長

せんので、相談です。

今後とも養育費確保に向けた、支援を国とともに連携しなが○佐喜真淳委員

ら進めていくんでしょう。ではどう進めていくんですか。これは相談だけでい

いんですか。

例えば、調停だとかそういうところまでいかないと○伊波輝美福祉保健部長

いけないところだとしたらですね、うちのほうは弁護士の相談だとかそういう

手当てまでやるわけですね。ですけど結果というのはそのときにわかるわけじ

ゃないですので、個人的にこうでしたというのがない限り、そういうやりとり

はないです。要するに、ケースワークをするような形でずっとついていってと

。 。いう形ではないんですね あくまでも相談を受けて支援するというところです

要するに相談を受けて、相談に乗って確保できる、できない○佐喜真淳委員

。 、かまでは義務ではないということですよね 県としては相談は受けたけれども

結局、結論からいうと、どういう結論だったかというのは把握できないし、把

握する義務もないということで理解してよいですか。

義務もないですけど、ただあのどれくらいの養育費○伊波輝美福祉保健部長

をもらっているかとかですね。これは別の調査を、一人親家庭の調査をやって

おりますので、大まかな把握はできます。

いずれにしても、せっかくね、所得確保のためにね、いわゆ○佐喜真淳委員

る支援を－苦しいはずなんですよ。苦しいがためにこういう相談をするわけで

しょうし、相談した結果としてどういうことがあって、今後その結果を踏まえ

て皆さんまた新たな支援をしていかなきゃいけないはずなんだけれども、だか

らその対策とか、私としてはもうちょっと数字を追っかけるとかね、そういう

ことをしてもよいのかなと思うものですから、ぜひそれはやっていただきたい

と要望を出しておきたいと思います。

あと７番ですけれども、優先入居、その中では県は２倍という優先処置をと

っています。ただこれは市町村も含めて要望を出しているんですが、ほかの市

町村はどうなっているんですか。

私どものが把握しておりますのはですね、○新垣郁男青少年・児童家庭課長
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これは県議会のほうでも、住宅課のほうで、土木建築部長がお答えになってい

ることですけれども、それについて陳情処理方針を書かせていただいておりま

す。県の県営住宅ということでですね。市町村につきましては、それぞれの市

町村で。

それはそれでいいんですけど、ここの中でね、県、市町村営○佐喜真淳委員

住宅への優先入居を図る等の住宅施策をとってくれということなんですよ。た

だ、県の答えは出ているんですね。確率が一般公募の２倍と。ただ、市町村は

どうなんですかと聞いているんです。で、調べているか、調べていないかでも

いいですからお答え願います。

済みません、ちょっと手元には資料はない○新垣郁男青少年・児童家庭課長

ですけれども、調べて市町村のほうでどんな形で－市町村営住宅ですよね－ど

うなっているかということは調べてはございますが、今は手元に資料はござい

ません。

調べてはいるんですね。調べた結果としてですね、皆さんは○佐喜真淳委員

どのように市町村にそういう県は２倍にやっていると、あと市町村に対してど

のような形でこの対策を論じたのか。

こちらのほうからどういったことを指示す○新垣郁男青少年・児童家庭課長

るということではございませんけれども、県がこういう形で２倍になるように

してございますので、市町村のほうでも同様に２倍になるような形で実施をさ

れているということでございます。

陳情処理方針も出ているわけですから、数字の持ち合わせが○佐喜真淳委員

あって当然と見ているんですよ。だから、市町村もやっている２倍、だからど

こどこがやっている、どの市町村か、その答えが欲しいんですよ。それで、や

っていないところに対してはどうやっていかれるのかということも聞きたいん

ですよ。今手元には皆さん持っていないからつかみで聞いているのですけど、

やっていると言うのだから、市町村ですかと言うとそうでもないと言うから、

今、わからないですか。

後ほど資料として提供させていただきま○新垣郁男青少年・児童家庭課長

す。
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やっている市町村もあるということですから、できるだけ県○佐喜真淳委員

がですね、積極的にアプローチしていただいて全市町村できることをやってい

ただきたいという要望をしておきたいんですけれども、どうですか福祉保健部

長、その辺は。

はい。やっていないところには、そういう指導をし○伊波輝美福祉保健部長

ていきたいと思います。

ありがとうございました。続きまして、請願第２号、請願だ○佐喜真淳委員

けいきますから、請願第２号、請願第３号、請願第４号にいきます。午前中か

ら質疑、答弁聞いていますので、重複するところもあると思いますけれども、

お許し願いたいと思います。まず、午前中からいろいろと質疑の中で沖縄県は

この発達支援に関しては20年おくれがあるということなんですよ。20年おくれ

があるという質疑は、結構出てきたんですけど、この20年のおくれという認識

は担当の福祉保健部はどうですか、20年のおくれというのはどういうことなの

かね、30年。どっちがおくれているか、何をもって30年おくれているかなんで

す。この認識の度合いによって積極的にやる姿勢が問われると思うんです。だ

から、冒頭確認したいのは、20年でもいいんです、30年でも。おくれている事

実があればそれはいい。しかし、おくれている認識があるのかどうか、それが

先進地と比べて20年なのか30年なのかという、最初のところから漠然とはして

おりますけれども、後から細かいところ質疑しますので。

最先端のところからしたらおくれていると思います○伊波輝美福祉保健部長

けれども、ほかの都道府県を調べて、うちとどっこいどっこいが多いなという

のは思いました。先陣を切るところで頑張っていきたいと思います。

ぜひ、頑張ってほしいんですよね。だから、ちょっと余談に○佐喜真淳委員

なりますけれども、きょう、ＷＢＣ野球があったんです。日本は負けてしまい

ました、４対１で。何が言いたいかといいますと、勝利を目指すからにはプロ

セスがある、プロセスがあるから戦略がある、戦略があるからそこをね、監督

があって、コーチがあって、いろんなことを考えていくんです。でね、僕は何

が聞きたいかというと20年、30年おくれを取り戻すために皆さんの戦略的なも

のとね、あるいはこの体制の構築に向けてどういうことをしているのか聞きた

かったんですけれども。ただまず皆さんおくれているかどうか、認識の違いで



- 142 -
H21.３.18-04

文教厚生委員会記録

すよ。ほかの例えば、30年も、20年もおくれておるところあるけれども、我々

はおくれているかもしれないけれど、ほかの都道府県もおくれているところあ

りますよって言ったら、これは多分無理だと思うんですよね、目指すところ何

なのかなんですよね。20年、30年のおくれを取り戻すために、このまず認識を

しているのかどうかを確認しているのであって、ほかの都道府県がおくれてい

る、同一レベルのところを聞いているわけではなくて。

何をもっておくれているのかという要素についてで○垣花芳枝障害福祉課長

すね、やはり分析をしていくことが大切かと考えています。先ほど来、御指摘

がある早期発見、早期支援に対しての体制であるとか、それからなぜ県営じゃ

ないのかというふうなこととか、それから職員の配置体制とかもろもろござい

ました、フォローの基準。やはりそこら辺を比較検討してやっていくことが大

事だと思っています。ただ、それを見たとしても、例えばほかの都道府県ので

すね、非常に進んでいると、議会の中でも愛知県と鹿児島県というふうな事例

が提示されていましたけれども、そこの取り組みの歴史とは明らかに違うとい

うふうなことには認識しております。取り組みは、例えば愛知県のコロニーが

できたのは30年前。鹿児島県が総合の児童相談所としてやったのも、設置も全

く違う。そういうことです。ですから、今後はそういう要素を分析していくこ

とが大事だという認識はしています。

要は皆さんに頑張っていただきたいという思いなんですね。○佐喜真淳委員

ただ過去のプロセスの総括、分析が必要だと思うんですよ。ただいまの、午前

中でずっと来ていると今始まったことを言うんですよね。それはそれとして、

それは仕方ないとしますけれども、過去のプロセスの中で20年、30年おくれて

いますけれども、過去を分析して何が足りなくて、何がどういうふうにして今

後つなげていくかという計画であり、あるいは人員配員とかね、予算も含めて

なんですけど、ただそこがね、今までも見えてこなかったんですよ。そこであ

の少し方法を変えて質疑しますけど、きのうの新聞でですね、南部医療センタ

ー・こども医療センターの発達障害診療が休止するということがあるんです

ね。これは県の責任が大きいということである。病院事業局の方針の中でも読

ませていただきますが 「南部医療センター・こども医療センターこころの診、

療科の後任医師については人的ネットワークやホームページの活用によりその

確保に努めているところである。また子どもの心の診療拠点病院の体制整備に

ついては国のモデル事業の検証結果を踏まえ福祉保健部において検討されるも

のと考える 。別個のような感じもするんですけれども、ただ、皆さんの福。」
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祉保健部の処理方針を見ると、例えば発達障害者整備委員会、医療保険福祉及

び当事者等で構成するメンバーの意見をまとめながら、今後の計画等もつくっ

ていくという話があったんですけれども、この一つをとったとしても病院事業

局はこの心の診療拠点病院はね、福祉保健部がやるだろうと。我々の意見は反

映しているのかどうかわからないですけれども、その処理方針でいいのかどう

か。要するに私が何を聞きたいかというと、20年おくれている、これから駆け

足で行かなきゃいけない事業に対して、連携そのものが見えてこないんです。

陳情処理方針で連携していくということは出ていますよ。ただ具体的にはどう

いうことをしていくかということではね、まだ年次的計画とかで自衛的計画、

専門的な問題、あるいは市町村との連携、あるいは学校も出てくるでしょう。

しかしこの一つをとって見てですね、どうも背中合わせで皆さんやっているよ

うな気がするものですから。この件について病院事業局長と福祉保健部長の所

見をお伺いしたいんですけれども。連携をとるといって、福祉保健部長が検討

されているものと考えております。というのは他人行儀もいいとこだと思うん

ですけど、あれでしょう。発達障害は診療を休止するわけでしょう。また後ほ

、 、 。ど聞きますけれども まずこの入り口部分 やるかやらないかでもいいですよ

この件につきましては、前にも申し上げましたけれど○知念清病院事業局長

も、要するに病院事業が行うのはいわゆる診断と、急性期のある一時期の治療

の分であって、あと福祉保健それから教育といったそういう事業との全体的な

結びつきが必要だと思うんです。ですからやはりしっかりとした計画を立てて

いただいて、その中で県立病院が果たす役割というのを福祉保健部と相談しな

がら決めていくと、今のところはそういう気持ちでおります。

子どもの心の診療拠点病院機構推進事業というの○伊波輝美福祉保健部長

は、今年度から始まっているんですけれども、一応３年くらいをめどにどうい

う中身にするのかというのが決まっていく予定となっております。それで、先

ほども答弁いたしましたけれども、次年度からどういうモデルを、結果を待つ

のではなく次年度から検討はしていきたいと考えております。

ですから、冒頭20年、30年おくれているのは、やっぱり認識○佐喜真淳委員

の中でどう取り組むかという問題を言っているわけなんです。今言った国のモ

デル事業、平成20年度から子どもの心の診療拠点病院機構推進事業、９都道府

県でなさるんですよね。この事業について何かアプローチしたことあるんです

か。いわゆる積極的に取り組んだ経緯があるのか。９都道府県でモデル地域に
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なっているんですけれども、モデル地域に入る積極的なものがあったのか。

モデル地域は東京都、神奈川県、石川県、静岡県、○伊波輝美福祉保健部長

三重県、大阪府、鳥取県、岡山県、長崎県で、国の構想自体のこういう条件の

ところというのは資料もいただいて。県としてはこころの診療科、県立にある

んですけれども、合致しないというんでしょうか。例えば10床以上の病床を持

っているとかですね、臨床心理士がいるとか、いろんな条件がありまして、県

立は該当しませんでした。県としては、その検証がどういうふうな形になるか

、 、 、わからないんですけど もちろんそこをやっているところをですね 注視して

それからうちのほうがどういう体制をとれるのか検討していきたいと考えてお

ります。

この件はね、９モデル地域、この９つのうちに入るための積○佐喜真淳委員

極的に動きをされたかどうか、はなから入れなかったのか、その基準に合わな

くて入れなかったのか、あるいは既に決まっていたのか。

10床のですね、病床を持っているところがないんで○伊波輝美福祉保健部長

すね、本県の場合。それで一応、例えば琉球病院どうかなとかそういうのは考

えたところですけど、できなかったという状況です。

、 、○佐喜真淳委員 ただ10床がなかったからそれで終わりという話では もうね

20年、30年のおくれというのは厳しいと思うんです。これから３年後、研修し

ていっていわゆる四、五年先にしか皆さんの結論は出てこないということです

よね。陳情処理方針の中ではそう出ているんでね。要するに、県、あの国のモ

デルの検証を行った後に検討していくということですから。これ３年計画です

から、３年後の平成24年、平成21年、平成23年、まあ平成24年以降やっていく

のかなあと。必要であるというのはわかる。でも結局はそれをもって時間だけ

はたつんだけれどもということなんです、やるおつもりですか。

必要なものというのは、今の先ほどのモデル事業の○伊波輝美福祉保健部長

中のですね、期間を見ていけば出てくるのではないかと考えていますので、そ

れは私たちのほうの検討でもありますし、いつできるかに関しては、その検討

をやりながらとしかできないんじゃないかと考えております。

だからね、例えば大変申しわけないですけれどもＷＢＣの話○佐喜真淳委員
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をしたのはね、やっぱりプロセスが大切だと思うんですよ。目標があるんです

よね。スポーツだけは勝つという目標があって、そこで練習とかいろんなこと

ずっとやって、あとは戦略とかね、戦術とかずっとやってくるんですけど、今

の話、目標もなさそうな感じがするんですよね。もう一回角度を変えて質疑し

たいんですけれども、発達障害児というのはどういう児童を指すんですか。

、 、○高江州均保健衛生統括監 発達障害児というのはやはり 脳のほうの障害が

一見見た感じは普通の子供だけれども。いろいろ言い方はありますけれども、

広範性発達障害とかアスペルガー症候群とかラーニングディスターバンズと

か、ＡＤＳとか、まあそういう分類されますけども、必ずしもそういう分類さ

れないケースがあって乗り合いもあるという形で、これでよろしいですか。

私どものほうでね、先ほど翁長委員とかいろんな方々が言っ○佐喜真淳委員

ていた、先進地行ってね、よくこの発達障害のことわかってきたんです。言い

かえれば、それまでは発達障害とは何ぞやと、自閉症であるとかアスペルガー

症候群であれね、あるいは学習障害あるいは注意欠陥多動性障害、いろんなこ

とがある。それで私が確認したいのは、父兄の皆さんとか、専門家の皆さんと

いうのは１歳半、３歳児、乳幼児、早期発見が一番大切なんだと言っているん

です、そうですよね。

はい。早期発見が重要というような指摘があり○垣花芳枝障害保健福祉課長

ます。

何で早期発見が大切なんですか。○佐喜真淳委員

早期に支援をしていくことによって、先ほど来○垣花芳枝障害保健福祉課長

話をしていますけれども、こういう発達障害におけるもろもろ懸念される症状

が押さえられるといいますか、改善をしながら成長していくことができるとい

うことです。

要するに、発達障害の早期発見というのはそこに対する目的○佐喜真淳委員

があるんですよね。学校教育の特別支援学級とか、そういういろんなものを含

めてなんですけど。だからこそ専門的な人たちが必要であって、私が聞きたい

、 、のはね 皆さんきょう後ろのほうにも傍聴の父兄の方々がいらっしゃいますが

あのね聞きたいのはそういう障害を持っているお父さん、お母さんのお話を聞
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いたことがありますか。

多くの方からお話をお聞きしているわけではあ○垣花芳枝障害保健福祉課長

りませんが、あります。

福祉保健部長は。○佐喜真淳委員

はい。私は石嶺児童園におりましたので、子供たち○伊波輝美福祉保健部長

も見てきました。

先ほど早期発見が大切だと、そこでは多分学校教育現場でも○佐喜真淳委員

反映されていくだろうと。そこの目的、最終目的って何ですか。私は自分なり

に答えを持っているんですけれども。

あの、できるだけ適応したような形で生活ができる○伊波輝美福祉保健部長

ように、その地域で生活できるようにというのが私たちの目標かと思っており

ます。

別に怒っているわけではないんですけど、多分お父さん、お○佐喜真淳委員

母さんたちは、いつまでたってもね、例えば七、八十年たっても成人した自分

の子供たちが親の手を借りなきゃいけないという環境だけは極力避けたいわけ

。 。 、です 言いかえれば自立なんです 沖縄県は経済の自立をしていこうというね

立てたじゃないですか。福祉もそうだと思うんですよね。だからこそ早期発見

とか学校の現場においてしっかりとやらなきゃいけないということなんです

よ。ですよね、いいですか。そこでね、先進地の視察には行っていないという

のは、垣花障害保健福祉課長のお話がございました。沖縄県でこれを取り組ん

でいる市町村があると思うんですね。そこには行かれたことはありますか。

名護療育園ですとかは見させていただいていま○垣花芳枝障害保健福祉課長

す。それから、直接精神というものは、読谷村とか中城村とかいろいろ頑張っ

ておられますけれども、そちらのほうにはまだ行っていません。意見交換はし

ております。会議で一緒にやりましたので。

私が言ったのは、垣花障害福祉課長は他都道府県の先進地は○佐喜真淳委員

行かれていないと。沖縄県の先進地というか市町村の、例えばうるま市の発達
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障害者支援センター、那覇市の療育支援センターに行かれたことありますか。

行って意見交換なされていますね。

行っています。○垣花芳枝障害保健福祉課長

どういう意見が出て、どういうふうな要望が県に上がったん○佐喜真淳委員

ですか。

発達障害者支援センターとかですね、そちらの○垣花芳枝障害保健福祉課長

ほうではやはりあの、一つはまだまだ発達障害が理解されていないということ

に対しての、支援の強化をする必要がある。それから受け皿としての、市町村

の体制をつくっていくために強化していこうというふうなこと。それとやっぱ

り診断に向けてのですね、サポートということがやはり入っていました。そう

いうことが市町村からも寄せられているというのが発達障害者支援センターか

らの話として聞いています。那覇市のほうではですね、２次障害のやはり学校

での現場のほうで非常に困っているんで、発達障害者支援センターとしての相

談もですね、そことの関連で強化する必要があるということをお聞きしていま

す。

2007年４月に施行された改正学校教育法の中でですね、子供○佐喜真淳委員

一人一人の教育的ニーズを把握して、その可能性を最大限に伸ばし、生活学習

上の困難を改善または克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うものな

んです。特別支援学校のみならず、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、中等

教育学校の通常の学級の在籍する発達障害のある子供も含めて、障害による特

別な支援を必要とする子供たちが、在籍するすべての学校において実施される

もの。格差のない、支援体制をしかなきゃいけない、学校教育現場でね。やら

なきゃいけないということなんですよね。そこでね、陳情処理方針の中でいろ

いろと医療機関、福祉機関、学校機関、あるいは教育庁が入ってくるといって

いますけれども、これは学校現場でどう反映させていくおつもりなんですか。

これは保育園、幼稚園は、福祉保健部ですよね。早期発見をするのが、2.1％

とありましたよね。他都道府県と比べると、倍近く数字が低い。そういうつか

みがつかめていなくて、学校教育現場でどうしてね、皆さんね、支援体制を学

校教育現場と構築する予定なんですか。

学齢期における発達障害は、いわゆる特別支援○垣花芳枝障害保健福祉課長
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を必要とする児童生徒への支援については、要するに教育委員会が所管する、

圏域の発達障害特別支援の児童の支援協議会というのを設立しておりまして、

そこの中で学校の体制の確保、指導方針、そういうことについては進めており

ます。そこの委員として私どもも参加しておりますし、教育委員会のほうも、

私どもの委員として参加していただいております。

この問題は、当然、今回多くの請願が出て、皆さんやるべき○佐喜真淳委員

ことが多いと思うんです。ただね、やっぱり親御さんたちは何を望んでいるの

かというと、しっかりとした理解、この発達障害に対する、地域、行政も含め

て、理解、要するに啓蒙啓発ですよ。まだまだおくれている。だからこそ、先

ほど20年、30年おくれている、でもこれからも分析していくというんだけれど

も、このおくれを取り戻すためには並大抵のね、やっぱり今までと同じことを

やっていたらね、おくれは一緒なんですよ。だから、一つの陳情処理方針を見

ても、病院事業局と福祉保健部、あるいきょうはまた教育委員会、あした確認

しますけれども、本来は教育委員会も含めてね、三者三様、あるいはここで市

町村も入れてしっかりとこの問題に対して取り組むものを県の福祉保健部がリ

ーダーシップをとってやるべきなんですよ。ただね、この陳情処理方針を見て

ね非常にショックだったのはいろんなこと書かれてはいるけれども、結局のと

ころ何をしたいのかというのは皆さんの心というか、魂がね、伝わってこない

んですよ。もし伝わってくるんであれば、過去に既にやっているんですよ。先

ほど上原委員が言っていますけれども、平成３年に乳幼児健全発達支援相談事

業、20年間やっていないですよね。やってないかどうかわかんないですけれど

も、これは、市町村がやることかもしれないですけど、県が率先して取り組ん

で積極的にアプローチしたかということが見えてこない。これも、僕は問題だ

と思う。ただ、過去の時間というのは戻ってこないから、これから皆さんがや

っぱり、子を持つ親御さんの心情を察していただいて、かつ、残念ながら、こ

の子供病院は－鹿児島県に行ったときにですね、我々自民党会派10何名か行き

ました－そこの先生に何て言われたかというと、惜しいことしましたね、沖縄

県の皆さん、皆さんせっかく日本の中でも屈指の専門家である方がことし退職

するんですよね、どういう問題があったか私はわかりません。私はそれ自体が

もう20年から30年おくれを取り戻すだけの積極的な姿勢が見えてこないと思っ

ているんですよ。ただ、皆さんはやっていきたいということだからどうぞやっ

てください。それしか言いようがないです。実は島袋大、うちの会派の議員が

非常に積極的に取り組んで、きょうも先輩しっかりと執行部に対して指摘して

くださいというから、私も島袋大議員に見習って声を大きくしてやっています
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が、ぜひこれは教育というのはしっかりとやるべきですよ。これね、差別とか

格差があってはいけない、市町村によって。この間ね、ある父兄が、お母さん

が、沖縄県に来てここで生まれて、何でこんなに鹿児島県を見た我々がね、格

差を受けなきゃいけないんだと涙ながらに話すことをね、もう一度真剣に福祉

保健部内で検討していただきながら、あるいは病院事業局、学校現場、福祉す

べてを網羅していただきながら、この問題に取り組んでいただきますよう要望

して終わります。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

仲村未央委員。

、 、 、○仲村未央委員 それでは同じくですね ただいま請願第２号 陳情第３号

陳情第４号についてきのうの審査も受けましてですね、本当にある意味ではそ

の取り組みのおくれ、縦割りの中で本当に落とし込まれた膨大な、特に時間と

か、そしてその方々の不安、こういったものに本当に少しでも共有したいとい

う思いを込めて簡潔に、なるべくは重ならないように質疑をしたいと思います

ので、よろしくお願いします。

まず、ずっと最初から所見のことが出ていますけれど、私はもちろんこのフ

ォロー率の低さもさることながら、出方についてどういう認識かというところ

をまず確認したいんですけど。先進地と言われるところと沖縄のその数字の出

方が、１歳半と３歳と比べたときに、沖縄の場合は１歳半よりも３歳のほうが

そのフォロー率が上がっているんですね。いわゆる先進地と言われる、名古屋

市とか大津市とかそういったところと比較しますと、１歳半のほうがフォロー

率が高くて３歳児のほうになると落ちているんですね。でこれが落ち方も半分

ぐらいに減るんですよ。30％台から10％台に落ちている。これはなぜこういっ

たその数値の出方に１歳半よりも３歳のほうが、落ちていくという先進地の状

況なのかということを皆さんはどのように理解をしていますか。

あの、やはり早期の発見で、早い段階で発見し○垣花芳枝障害保健福祉課長

て早い支援をする体制を構築したというところが３歳のところで改善されると

いう結果になると思います。

まさにきのうのお話の中でもそうでした。で、１歳半で所見○仲村未央委員

をしてですね、３歳までの間にこの１年半で早速診断が下る前に支援を入れて

いるんですよ。だから、発見があってすぐ診断があるのではなくて、発見があ
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って支援があってのやっぱり診断という、この支援というものをこの１年半の

間に相当やっているからこのようなフォロー率の数字の出方がするという、こ

れが先進地たるそういう取り組みのあらわれなんだろうということで、非常に

やっぱり学ぶところが大きいなというところは感じました。そういう中でです

ね、じゃあどうしてそのなぜ支援ありきなんだというと、きのうのお話だとや

はり診断を下す専門家、ここに至る専門家の判断というものを保護者の皆さん

が受けられることができるまでに既に信頼関係が、親子教室やそういったかか

わりの中で、十分にできている、そのできている相手から実はお宅のという、

その結果が知らされるというのは、その保護者に対する支援は既に始まってい

るわけですよね。だからそこら辺の本当に重要さというのはやはり、今あちこ

ちでやっているところでも同じような状況が出てきていると思うんですけれど

も、その認識についていかがでしょうか。

委員、御指摘のとおりだと思っています。そう○垣花芳枝障害保健福祉課長

いうことも含めて、今その早期の発見の気づく体制も強化する必要があると、

そこを早急に強化したいという認識も持っております。

早急に取り組むことは具体的には問診票の見直しであると○仲村未央委員

か、その設定の仕方だと思うんです。何が課題かというところね、それはもう

取り組まれているんですか。

組織的な取り組みというところでは、まだ検討○垣花芳枝障害保健福祉課長

の会議には乗っておりませんが、保健師の勉強会ですとか、そういう検討、い

わゆるワーキングではないんですが、そういったところでの検討は始まってお

ります。

ぜひですね、具体的にもう計画を待つまでもなくこういった○仲村未央委員

一つ一つの手続の不備、見直すべきところはもう見えてきていると思うので、

もう早急にそういう資料は先進地から取り寄せて何が違うのかというフォロー

のあり方をぱっと見ただけでも私は既に気づかれる部分は大いにあると思うん

ですよ。ですのでこれは早急に、この問診票の見直し、課題の設定のあり方、

ここはもう手をつけていただきたいと思います。それで、皆さんの陳情処理方

針をですね、拝見していますと、発達障害者支援センターの中にその連携する

協議会を立ち上げるということが出てまいりますよね、それはあのもちろん、

専門機関もそうです、医療機関、就労機関も。これはですね、今まで２年間、
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発達障害者支援センターの運営を通じてですね、この協議会はなかったんです

か。

はい、設置されておりませんでした。○垣花芳枝障害保健福祉課長

なぜなかったのかというのが非常に理解しにくい、できない○中村未央委員

んですよ。短い言葉で結構ですので、なぜなかったのかというのを説明お願い

します。

、 、○垣花芳枝障害保健福祉課長 発達障害者支援センターが発足して 設置して

そこの中の運営に労力をとられたということが１つと、周囲のいわゆる沖縄の

状況、リスクを見ていくと個別の相談に対応するというふうなところに労力が

はいってしまったというところが１つです。もう一つは、県としての、主管課

としてのサポートが十分ではなかったというところの認識も持っています。

非常に遅いんですね。先ほど福祉保健部長は現場にもいらっ○仲村未央委員

しゃったとおっしゃっていましたよね、児童園に。これはもう市町村どこでも

そうなんですが、この連携が非常に大事だということはどの機関に行っても私

は真っ先に聞かれる声だと思うんですよ。こういった連携が市町村単位でも必

要だし、県域単位でも必要だしね、もちろん全県を網羅するそういった情報交

換の場というのは必要だというのは、私は少なくとも何の専門家でもありませ

んが、もう二、三年前からこの連携機関のことは課題に挙がっていると私は認

識しているんですよ。それについて、発達障害者支援センターを立ち上げて２

年間ですよ。それができなかったということは、非常に本当にそういう声が皆

さんの耳に入っていなかったんですか。

今回の連絡協議会のメンバーの個別的な連絡と○垣花芳枝障害保健福祉課長

いいますか、例えば児童相談所ですとか、あの総合精神保健福祉センターです

とか、そういう市町村ですとか、そういうところは個別的な連携というところ

に終始しているところがありまして、昨年の６月ごろですか、連携体制の強化

というふうな取り組みについていきましょうという指摘をしながら取り組んで

まいりましたけれども、まだ設置には至っていないというところです。

本当に一言に尽きる、遅いんですよ。それで例えばですね、○仲村未央委員

今回皆さん初めてアンケートをとられたということで、先ほどの答弁の中から
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も今回が初の調査ですということがあったので、それ自体にも非常に驚いたん

ですね。けれども出てきた声というものは当然に予想し得る内容だと感じてい

ます。特に市町村に格差があってはいけないところに、大きな格差が発生して

いる。特に親子教室をやって間もないんですよ。実績は、なぜならば、いろん

な支援費制度とか、障害者自立支援法になったときに、非常に市町村は戸惑っ

て、児童デイサービスをやるのか、制度の変わり目でどうしようか、一たん滞

って親子教室を立ち上げた経過があるものだから。やっぱり、その浅いところ

で、非常に取り組みの差が歴然としてきたのは、私このアンケートを見て驚い

たんですけれども、やはり療育手帳を持っているか持ってないかによって受け

られる支援の幅が、市町村によってかなり格差が拡大している。これね、本当

に福祉保健部長、県は統一マニュアルをつくらないと、少なくとも先ほどの早

期の支援が必要だと。早期の発見があり、支援が必要だという認識があるなら

ば療育手帳を持っていなくてももちろんこれは気づいたその何らかの気づきが

あるという時点で、当然保育の段階で、フォローアップされるということがや

っぱり大事だと思うんですよね。そういった、今見てみると療育手帳がないと

受けられない市町村が５カ所ですね。療育手帳を所持していないとそういった

障害児保育の対象にしかならないというようなところが５市町村もあるわけで

すから、皆さんが技術的な指導助言という立場をね、県の役割がありますから

ね、少なくともそういった気づきの段階で、公平にその保育が受けられるよう

、 、 。にという指導は 計画がなくてもできるんじゃないですか いかがでしょうか

御指摘のように、現在でも形にできるところは○垣花芳枝障害保健福祉課長

直ちに取り組むべきだということも考えていますし、そこについては市町村に

対してのいろんな連絡会議も開始しております。

私は具体的に、だからそこをね、基準の中でも発見にかかわ○仲村未央委員

る非常に大事なところだし、支援の根幹を担うところだから、少なくても保育

については療育手帳がなくても受けられるようにということを、皆さんは指導

する、その役割があるんじゃないですかと。それであるとするならば速やかに

やってほしいと。この療育手帳について具体的にいかがでしょうか。

療育手帳がないからといって、必ずしも、○新垣郁男青少年・児童家庭課長

保育所のほうで受け入れないということではございません。ただ、現実的には

療育手帳を持っている方が障害時保育という形でいろいろ調整しながら、対応

していくでしょうけれども、それについては、特に療育手帳に限ってというこ
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とでは、障害児保育の場合はですね、ではございませんので、その点は調整と

いうか指導していきたいと思います。

ぜひお願いします。具体的に、これはいわゆる療育手帳を持○仲村未央委員

つということは、障害という診断があってからのことですので、その診断より

も前に支援だということのその大事さを、やっぱり県がしっかりと市町村に共

通の認識を持っていただいてね、発達障害に関しては、特に療育手帳が基準に

、 。ならないような そういった適切な指導をぜひやっていただきたいと思います

それでですね、先ほど来、発達障害者支援センターの委託、これはおかしいん

じゃないかということがほとんど全員から、その指摘がありました。それで専

門性の蓄積についてもですね、きのうも土岐先生が強く言われていたのはやは

り、フィードバックができるという、そういった機関であり、人材でなければ

ならないと。つまり、そういった療育というものはきょうやったらあした成果

が出るものではないわけですから。３年後にですね、その人がちゃんとそこに

常勤でいて非常勤ではないですよ、ちゃんとした正規雇用でいてそのかかわる

人たちが関係機関にさらにフィードバックし、関係機関からもそれが帰ってく

、 、 、るような そういった関係が築かれる そういった専門性の蓄積があってこそ

発達障害者支援センターなんですよ。それが今、皆さんは実績から２年も経た

ないうちにそれがまた違う機関に再委託しなければならない状況に入っていま

すよね。それ自体が既にロスなんです。蓄積からいくとね。だからやっぱりそ

こは最も継続してほしい場所だし、30年おくれているということであれば、な

おさらここはまず、その実践の場としても、専門性の場としても、そしてあら

、 、ゆる機関がそこに行けば みんなが顔が見えて連携がとれるんだということが

常にそこが機能として、発達障害者支援センターとして果たすようにですね、

やはり責任を持ってこれは直営にすべき、そういった機関だと思いますが、い

かがでしょうか。

発達障害者支援センターにつきましては、先ほ○垣花芳枝障害保健福祉課長

、 、ども申し上げましたけれども いわゆる発達障害に関する相談や発達就労支援

そういうことを、専門的に行う職員を配置する必要があるというふうなことに

加えまして、夜間及び緊急時のですね、対応のための施設機能の活用が必要だ

と。そのために原則として知的障害児施設を附置することが条件として求めら

れております。その関係で、県の現在の状況においては、民間に委託をしてい

るということでございます。
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今の答弁では、全く説明になっていないと私は思いますし、○仲村未央委員

そしてそういった専門機関、皆さんは基本的に今から発達障害の計画もつくろ

、 。うとする中でですね 計画もないのにある意味では民間委託しているんですよ

だから、関係者がみんな戸惑うんですよ。それぞれのセンターがどういう機能

を果たすべきか、その前提で発達障害に対して児童相談所がどういう役割を担

ってね、その保健所がどういう役割を担うべきかとこういった交通整理も、役

割の共通認識も恐らく私はまだまだないんだと思いますよ。それがまだ全然、

県の関係機関すら、お互いの連携がちゃんととれていないのにね、それを発達

障害者支援センターが連携機関、さっき何で２年間立ち上げられなかったんで

すか、私はこういったところに基本的に計画もないのに、丸投げするという、

こういった姿勢があるから２年間も協議会ができないんじゃないんですか。

これまでのですね、発達障害に対しての判定で○垣花芳枝障害保健福祉課長

すとか、相談、支援というのは、児童相談所で行ってきているんです。ただ、

支援センターという機能を設置しなければならないといったときに現在の児童

相談所では、先ほどの条件を附置することができないので、それで発達障害者

。 、支援センターについては独自に確保しようとする経緯がございます ですから

現在もですね、両方の児童相談所、それから知的の更生相談所に対してはです

ね、やはり相談者は紹介されて対応しているということがあります。そういう

関係もあって、繰り返しになりますが、連絡協議会は本当におくれております

が、それについては、言いわけもしませんけれども、個別の調整、連携はとり

ながら支援に当ってきたということだけは説明させていただきます。

私は先ほど言ったことには変わりはありませんけれども、相○仲村未央委員

当な専門機関になるはずです。本来の機能を本当に発揮しようとするならば、

計画もないから達成度もはかれないんですけどね。目標も精査できないし、検

証できないし。けれども、少なくとも現場で起きていることは、困難に困難を

。 、重ねているんですよ 学校に行けば特別支援教室も対応しないといけないのに

個別の指導計画もつくらねばならないのに、その子にかかわる情報が本当にそ

ういった発達障害者支援センターみたいな機能を通じて網羅している場所がな

いものだから、みんなが右往左往して各現場、現場で－学校は学校、就労は就

労、みんながそのやっぱり右往左往しているというのが現状なので、そういっ

たことをとりまとめる力というのは、委託では違うんじゃないかということを

最後に申し上げて。それから最後に、この件に関しましては医療機関との関係

。 、も非常に指摘がありました それでこのアンケートからもわかるようにですね
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医療機関ですらその発達障害者支援センターの存在すら認識していないところ

が多いですよね。知らないという回答が約半数近く、42.9％も医療機関におい

てそういったセンターがあるということも認識されていないし、そして民間医

療機関ではこういった分野は対応できないという意見も出ていますよね。そう

いう意味で県立病院の果たす役割は非常に大きいんだろうと思います。それで

病院のほうの、土岐先生の御意見でしたけれども、なかなか県の機関とすら調

整が難しかったと。一向に協議が進まなかったというようなお話でした。この

件に関していかがでしょうか。県立病院の診療科であるこころの診療科と県の

関係機関、県庁や児童相談所、保健所、発達障害者支援センターとの双方の緊

、 。密な連携が３年間のうち図られることはなかったというのが 先生の印象です

これについては、やっぱりあの医療機関との連携は速やかに図られて当然だと

思うんですけれども、しかもお互いに県の機関ですよ。管轄は、福祉保健部で

あり、病院事業局でありね。そういった中で、それぞれの相互の会議とかね、

そういったことがなかったということが、おっしゃったことでしたよ、いかが

ですか。

把握している範囲で申し上げますけれども、例○垣花芳枝障害保健福祉課長

えば保健師の研修ですとか、それから専門官としての研修ですとか、それと児

童相談所の判定員とか、そういう皆さんと意見交換とか、そういうところは行

ってきたとして聞いてます。私自身は、障害福祉保健課長にこの１年、４月に

来たときにですね、もろもろの方から土岐先生のお名前が出ましたので、この

先ほど来取り組みを強化しなきゃいけないというときに、御意見をお伺いしよ

うとしてお伺いしましたけれども、一切ヒアリングは受けないということで断

、 。 、られましたので その辺については緊密な連携はとられていないと 要するに

障害福祉保健課という意味で今年度に限ってはというふうなことは認識してま

す。ただその中で、今先の後援とか、それから医療機関の皆さんとかのそこら

辺については、連携してやっていくというふうな話はお聞きしております。こ

れは私の把握している範囲です。

ぎくしゃくした印象のお返しだったので、私はどういったこ○仲村未央委員

とがあったのかというのは詳しくはわかりませんが、いずれにしても先ほど言

ったようなその県の機関との連携というのは、これはほかの市町村を待たずし

ても県独自でとれる機関同士ですので、ぜひ早急に構築を図っていただきたい

と思います。一応、この件については以上です。

次は、県立病院のことでお尋ねしたいと思います。陳情第60号ですね。県立
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八重山病院、これに関して先ほど奥平委員からも、この陳情をめぐってのやり

とりの中で非常にあれと思うような福祉保健部の答弁でしたので、今一度確認

をしたいんですけれども、私は予算特別委員会でも確認をいたしました。この

間ですね、ずっと病院長にもお越しいただいて具体的にどうなんですかという

発言を受けたつもりです。それを県立病院のあり方検討部会の中でも、先ほど

は御意見伺ったということでした。医師の確保について、これが独立行政法人

化によってどういう影響があるのか、懸念があるのかということを先ほど奥平

委員が何度も確認をしていました。そしたら、先ほどの答弁ではですね、独立

行政法人化したら、医師確保が困難になるという認識ではないと、考えている

ということを言っていたんですね。これについて、私が予算特別委員会で聞い

たときには、明確に病院長たちは独立行政法人化との関係の中で、非常に懸念

しているという印象を私は受けたんですよ。それが先ほどのお話だと、独立行

政法人化したら医師確保が困難になる認識ではないということでおっしゃるも

のですから、あえて病院事業局長に聞きたいんですよ。今の病院長たちの数々

のそういった懸念の声、県立病院のあり方検討部会にしろ、予算特別委員会に

しろ、あの病院長たちの言った声というのは独立行政法人化したら医師確保が

困難になるというそういった懸念を示したものではないんですか。

離島に今、地方公営企業法の全部適用でやっているわ○知念清病院事業局長

けですけど、やはり私も実は八重山病院の病院長３年半勤めました。それで自

分で実際感じたことなんですけれども、とにかく医師と看護師それから医療技

、 。 、術者も含めてですけれども 集めるのが非常に大変なんですね それで本当に

病院長の仕事は医師集めという状況で過ごしてまいりました。独立行政法人化

によってそれがよくなるとはどうしても考えられないんですよ。ですからこの

点についてはですね、宮古病院長、八重山病院長たちがですね、ああいうふう

な不安を漏らしたというのは、私は自分の体験からしても、そして彼らが現在

置かれている状況からしても、当然の受ける思いだろうと思います。実際に議

会でも、委員会でも述べたわけですからそれは私はよくわかります。

まさにそうなんですよ。私は今の病院事業局長の答弁がね、○仲村未央委員

本当に現場の声だと思います。独立行政法人化をしたら医師確保に不安がある

と言っているんですよ。それを独立行政法人化したらね、医師確保、独立行政

法人化することが困難になるということではないというような、こういった解

釈をもって、県立病院のあり方検討部会が独立行政法人化を進めていこうとす

るのは、本当に現場の声、地域の声、これだけの決議を上げてきた、そういっ



- 157 -
H21.３.18-04

文教厚生委員会記録

た意見書、ぜんぜんその声が届いていないということだと思います。これは、

病院事業局長の答弁をもって、今の御意見を非常に参考にしたいと思います。

、 、 、 。もう一つ 陳情処理方針で気になるんですけれども 36ぺージ 陳情第195号

ここに陳情処理方針が変更されています。それで、ここにも独立行政法人化の

ことで書いてあります。少し読み上げます 「地方独立行政法人への移行は病。

院事業において経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し得る運用体制を構築す

るとともに、独立行政法人化に当たっての出資により資金不足を解消し、速や

かに財務面の健全性を回復すべきであることなどの認識から」ということで、

ここで独立行政法人化をしなければいけないということは、いわゆる独立行政

法人化に当たっての趣旨によって資金不足を解消すると書かれているんです

よ。この間ですね、病院事業局が我々に説明してきた、再建計画これは赤字の

解消だと我々は伺っています。そこで、お尋ねをしたいんですれども、この財

務面の健全性というのは、今の病院事業局が進めている経営再建計画でできな

いんですか。独立行政法人化が、つまり出資がなければね、資金不足は解消で

きないのか、皆さんがやっている事業計画では経営再建計画ではできないのか

ですね。

できると、やれるとそういう確信のもとに頑張ってお○知念清病院事業局長

ります。

私たちはとても感じるんですよ。○仲村未央委員

今のお尋ねの件でございますので、ま○桃原幹雄県立病院課病院経営管理監

ず再建できるかということですから。平成21年度から平成23年度までの３年間

で具体的に資金面の現在の不足の分も含めて、健全な部分に移行したいと考え

ております。もちろん、減価償却とかですね、そういうところの今急速に整備

をしてきたところの重いところはございますので、そういうところは困難なと

ころがありますけれども、私たちが目指しているのは、まず資金的な面でです

ね、よくキャッシュフロー、その部分の健全性を保つということです。３つの

目標でございます。１つは、不良債務を回収すること、これは再投資をする環

境に明確に移行するということです。で、２つ目はよくありますが、100億円

の資金不足を解消するということです。これにつきましては、内部留保をつく

ることによりまして、健全経営に向かうということでございます。３つ目は結

局それをあわせたことになりますけれども、経常の黒字化、これはいわゆる公

立病院の改革プランにも資するものでありまして、この３つの部分をプラット
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フォームにしてですね、健全経営のほうに明確にこの３年間で具体的に移行す

ると堅実にいけるものと考えております。

ですので、今私は皆さんの前ではっきり確認されたと思うん○仲村未央委員

ですよ。独立行政法人化はその資金の解消をすることが独立行政法人化の趣旨

によってやるから独立行政法人化しないといけないんだと皆さん理屈を持って

いるんですけれども、横で今事業再建に取り組んでいる病院事業局本体は独立

行政法人化と関係なく今の事業再建計画で、その資金不足を解消されたいわけ

ですよ。財政面の健全化はできると明言されたわけですよ、福祉保健部長いか

がですか。今のことだと私は独立行政法人化をしなければならないという理由

はもう既に今の答弁でね、もう崩れたと理解できるんですけれどもいかがです

か。

県立病院のあり方検討部会でですね、要するに独立○久田裕福祉保健部参事

行政法人化を提案した理由はですね、大きく２つあるんです。まず一つは今病

院事業局が取り組んでいる財務面の回復の問題です。それが第１点ですね。そ

してもう一つは、経営改革に県立病院長ヒアリングで指摘されていた組織運営

上の課題ですね。急性期医療機関として今後とも県民に貢献できる体制を確保

できるかと、確保すると、いうこの２つでその独立行政法人化という選択をし

ております。だから単に財務面だけの話じゃなくて、要するに。

聞かれていることはわかっていて、はぐらかされていると私○仲村未央委員

は思いますよ。財務面の資金不足の解消、財務面の健全性はね、今独立行政法

人化のいわゆる出資がなければできないというのが、今の県立病院のあり方検

討部会の中で示された独立行政法人化の理由の１つ。その根拠になっているん

ですよ。独立行政法人化をするための根拠にね。だけれども、明快に病院事業

局長がね、できると明言をしたわけだから、少なくとも今の独立行政法人化の

出資がなければ資金不足は解消できないと言った皆さんの根拠の１つは、崩れ

たと理解しますが、よろしいですかということです。

例えば、おとといの総括質疑の中で知事も答弁して○久田裕福祉保健部参事

いると思うんですが、定数の問題についてもですね、これは別に地方公営企業

法の全部適用の中でも可能ということは答弁はしてないんですね。要するに、

もちろん財務面もありますけど、組織運営上の経営環境の変化に迅速かつ的確

に対応し得る運営体制を構築するために、より自立的な経営が行えるよう人事
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定数、予算など業務運営に関連する制度の改革が必要であると、そういう認識

で独立行政法人化のほうがいいんじゃないかというのが、県立病院のあり方検

討部会の提案だと思います。今、財務面での話ですけど、この要するに独立行

政法人化でなければ財務面は改善できないとは一言もこの中では言っておりま

せん。要するに財務面の健全性の回復が、要するに重要だということでありま

す。

だから独立行政法人化でないと、財務面が資金不足を独立行○仲村未央委員

政法人化に当たっての出資により資金不足を解消しというところは、今明確に

再建計画でできるということですから、この資金不足の解消ができないから独

立行政法人化なんだというそういったことにはならないですよね。

決して、要するに、地方公営企業法の全部適用でそ○久田裕福祉保健部参事

の財務面の回復ができないから独立行政法人化ということではないです。

それでは、今独立行政法人化の陳情処理方針を読むと、どう○仲村未央委員

しても出資によってその資金不足を解消するということが非常に根拠の一つと

して重要な要素になっていると見受けられるものですから。確認したのは、地

方公営企業法の全部適用だからできないということではないし、独立行政法人

化しなければ財務面の解消には至らないということではないということを今明

確に確認ができたと思います。それで、この陳情処理方針に対しても、非常に

紛らわしいですし、先ほどの医師確保の問題にしろ、そしてこれもやっぱり現

場の先生のスタンスを全然受けとめられないような、私はあしたの基本構想に

、 。乗っていることが全くちぐはぐだなということも ひとつ確認したつもりです

そして、この資金不足の解消についても独立行政法人化の理由にはなり得ない

ということも知りました。そして、その間の予算特別委員会のやりとりの中で

７対１の導入についてもいわゆる定数上の問題ですね、これについても独立行

政法人化しないとできないということではないと、むしろ地方公営企業法の全

部適用でやっている所が幾つもあるということもこれは事例としてもはっきり

もしていますし、公的にも制御されたと思っていますので、独立行政法人化を

基本構想の中で、独立行政法人化の理由の一つ一つがですね、根拠としては独

立行政法人化しなければならないという根拠はすべてなくなったと理解をして

るんです。いかがですか、福祉保健部長。

地方独立行政法人のメリットとしまして、地方自治○久田裕福祉保健部参事
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制度からの制約から開放され経営の自立性が高まるということ、それから地方

公共団体から独立した法人になることから、人事管理や予算執行等において、

法人独自で迅速な柔軟な意志決定を行うことが可能になるということですね。

要するに、このようなことから経営責任の所在が明確になるということ、その

ほか地方公共団体の他の部分との均衡にとらわれずに、独自の人事体系を構築

することが容易になるなどがあると言われております。要するに、独立行政法

人化のメリットというのは何なのかというのを、どんな利点があるかというの

を理解しないとなぜ県立病院のあり方検討部会がその独立行政法人化というも

。 、のを提案しているのかというのは理解できないと思うんですよ そういう面で

今先ほどの説明をさせていただいたんです。

私はこの場になって、メリットがあるという一般論を持ち込○仲村未央委員

、 。んでくること自体 皆さんが今まで述べてきた制約がないと私は見ていますよ

人事面も、財政面も、クリアするんですよ、地方公営企業の全部適用で。です

ので、質疑が先ほどから何回も繰り返しになってますのでもういいですけれど

も、先ほどの根拠が資金面の解消についても、今の事業再建計画でいける、そ

して人事についても、定数についても今の制度でいけるということを、我々は

確認して、質疑は以上で終わりです。

ほかに質疑はありませんか。○赤嶺昇委員長

桑江朝千夫委員。

最後になってしまいました。委員長、これから質疑をいた○桑江朝千夫委員

しますが、重複することがありましたら、遠慮なく注意してください。私は、

発達障害についてのみの質疑をさせていただきます。今４ページの陳情者の陳

情文の中にですね、これまでの当局の取り組み、発達障害というものに対して

の知識、認識、理解不足がこれまでのおくれの要因だと痛烈に批判をされてお

ります。それに関してはコメントは求めません。午前中随分反省をして、しっ

かりと取り組むというような、この感じたりもしたり、あるいは先ほどあれっ

というような感じがしたのも正直な話です。発達障害の子供たちに対する皆さ

んのこれからの取り組みですね、積極的に、しかも早く心を入れた施策をやっ

てもらいたい。その意気込みがあるかどうか、それを確かめるために質疑をい

たしますので、よろしくお願いします。まず、人材育成に取り組むとあります

が、早期発見をするための、その力をつけるためだけの研修だったんですか。

これを見ると、早期発見と連携をとりながらとありますが、どうでしょうか。
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早期発見が最も重要だということは、ほぼ全員○垣花芳枝障害保健福祉課長

から指摘されていますので、早期発見だけではなくて、早期の支援も含めて人

材育成は取り組む必要があると思います。

実際にこれまで平成19年11回、平成20年17回、相当な数の○桑江朝千夫委員

受講生がいるんですが、この方々が早期発見のためのこの講習とそして支援す

るため、療育と言うんでしょうか、それを含めて、この皆さんは受けたという

ことですか。

はい、そのとおりです。受講した皆さんの中に○垣花芳枝障害保健福祉課長

は、お医者さん、保健師、保育士、教師、心理士ですね、そういう皆さんが受

講していらっしゃいます。

この講習を受けた人材育成の皆さんは、授業を受けられた○桑江朝千夫委員

方々は今後どのように生かすつもりですか。

受けられた皆さんが、例えば市町村の担当とし○垣花芳枝障害保健福祉課長

て、それから療育施設の担当として、保育士として、保健師として、現場のほ

うで対応していらっしゃいますので、こういう受講された皆さんを核にしなが

ら、人材の積み重ねができたらよいかなということも検討しています。

懸念されているのは、地域によって、市町村によって取り○桑江朝千夫委員

組み方の違い、そういった格差がないようにという心配があるわけですね。き

のうの親御さんたちも本当にそれを心配していました。那覇市はよかったなと

か、なんで沖縄市だったんだろうとか、そんなことがないようにそれを監視と

いうんですかね、発見から療育、そして診断まで、一貫したシステムをつくる

にはどこがやるんですか。発達障害者支援センターですか、福祉保健部長です

か。

一貫した、途切れのない支援をするためには発○垣花芳枝障害保健福祉課長

達障害者支援センターでももちろん行いますけれど、県としても全市町村、全

圏域の中で確保できる人材育成計画が必要だと考えておりまして。もう一つは

途切れのない支援システムをモデル事業として、沖縄本島中部圏域をですね、

もっと市町村が進んでいるものですから、それをモデル事業をやり、それを全
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県に普及していくという事業を県のほうでやっていきたいと考えております。

人材育成に対しては、もう一件。繰り返しますが、早期発○桑江朝千夫委員

見ができるような力をつける。支援を、療育をする講習。そして親御さんたち

を支援する、励ますそういったシステムというかそういった育成というものは

これまでやっておりますか。

これまでの研修の中ではトータルとした形の研○垣花芳枝障害保健福祉課長

修を進めていた関係で、やはり支援を受ける側と支援をする側の交流という位

置づけが弱かったかもしれないという認識を持っています。それも含めて計画

の中に盛り込んでいきたいと考えています。

先ほどから途切れのない支援体制を構築すると、途切れの○桑江朝千夫委員

ないとはどういうことですか。あの皆さんが持っている目標はありますか。小

学校まで、中学校まで、18歳まで、就職できるまで、どこまでの支援をやって

いくのですか。

早期発見して、就職して、生活の自立をして、○垣花芳枝障害保健福祉課長

地域の中で暮らせるという環境のところまでの話をしています。

自立をしてできるまでということを聞いて頼もしくも思っ○桑江朝千夫委員

ているんですけど、実際大変ですよ、当然な話。ですから、僕が言いたいのは

皆さんの取り組み方、意欲というものをしっかり今のうちに示して乗せていか

。 、ないといけないと思っているんです 病院事業局長がおっしゃっていましたね

県立南部病院・こども医療センターで、発達障害の子供たちのためには各スペ

シャリストが必要だと。言語療法士の方とか、保育士さんとか、多くのマンパ

ワーが必要だと。それは無理ですということなんですね。いわゆる公的機関で

無理だったらね、これはどこがやりますか。今言われた就職、自立するまでを

支援していくというのに、県立南部病院・こども医療センターではできないと

こんな多くのマンパワーを集めることは無理だといっているんですよ。これは

今度、公的機関がやるべきなのかね、どこがやるのか教えてください。

今の障害者の支援体制といたしましては、最初○垣花芳枝障害保健福祉課長

、 、 、 、の発見のところの相談 支援 それから学齢期 就労というところではですね

また例えば障害者の就労支援センターとか、障害者の生活支援センターとかも
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ろもろ、今機関がございます。そことの労働部門の連携というふうなことは、

それも申し上げましたし、そこにもプロが配置されております。そことの連携

で途切れのない支援をしていくというようなことであります。

実際的に今の話を聞いていますと、相談窓口をどんどんつ○桑江朝千夫委員

くっていくと。しかしここで発見されて、ここで支援されて、ここで診断され

、 、 、 、て で途切れのないといいながらも ここに相談をして ここで療育を受ける

ここでリハビリを受ける、こういうシステムが大変なんですよ。関連して聞か

せていただきますが、障害児保育に入れたいと、その障害児を保育に入れるた

めにはその保護者は働かなくても障害児保育に預けることができるんですか。

保育に欠けるという要件については、現状○新垣郁男青少年・児童家庭課長

維持と差はございません。つまり、お母さんが働いているという形で保育に欠

けているということでないと、保育所には入所はできませんということです。

障害児保育ですよ。○桑江朝千夫委員

保育に欠けている児童の中でですね、障○垣新垣郁男青少年・児童家庭課長

害を持っているお子さんがいらっしゃる、そうすると入所されるときに、要す

るに障害児保育というものを受けるというか、計画をつくらなきゃいけないわ

けですね。普通の一般の子供とは違って、保育士が加配であるとか、その面倒

を見るのに手がかかりますから、そういったことを市町村と調整して、市町村

、 、はその障害を判定する委員会といいますか 障害児保育を受けることになれば

保育計画をつくって対応するということでございます。

障害児を持っている親御さん、大変ですね。働くことが大○桑江朝千夫委員

変なんですよ。保育園にも入れて、つまり、発見をし支援をする。人材育成で

、 、保育士の方々も皆さんは研修を受けさせて 発達障害というものの支援をする

療育をする、その力をつけさせるということもやりながら働いていないと、こ

の障害児、あるいはグレーゾーンの子供たちもこの保育園に入ることができな

いということは途切れのない保育と矛盾してませんか。

先ほどの途切れのないというイメージはです○垣花芳枝障害保健福祉課長

ね、例えば生まれて乳幼児のときは子育てのいろいろな支援をするところがあ

、 、 、 、ると思いますが 例えば そこが保育が必要な場合は保育にいく 親子通園で
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そのまま家庭で育てる場合もあると思います。それから、児童デイサービスと

いうところで、デイサービスを受ける場合もあると思います。ただ、それにか

かわっている子供たちに、かかわっている皆さんが、同じように発達障害に理

解をし、ともに育てていこうという体制をつくっていこうというようなことを

申し上げておりまして、その中でつなぎをつくっている部分、先ほど申し上げ

ましたけれども、一貫したこの１人の児童に対して同じような考え方、状態を

つないでいくための工夫については必要であるというふうなことを先ほどから

申し上げているんですけれども。例えば、保育所から学校へ、発見したときか

ら親御さんに対しての、例えば理解であったりとか支援、それからおうちで育

てる場合の理解の仕方、支援の仕方、それも含めて支援をしていくというふう

なことです。その支援のための拠点として、発達障害者支援センターを設置し

ていると、さらにその専門性を確保すると総合的な支援体制をとるために、連

絡協議会を設置して、支援体制を強化していくというふうなことを申し上げて

おります。

発達障害者支援体制整備委員会、委員は８名で当事者、親○桑江朝千夫委員

御さんも１名入っているというんですが、私は親御さんをふやしたほうがいい

と思っているんです。というのは、今入っている、委員の方の奥さんが、どう

いう状態かはわかりませんが、先ほど、発達障害にはどれぐらいの種別がある

かという、それだけでもたくさんありますね。自閉症の子だとか、それぞれに

苦労をお持ちなんですね。すべてとは言いませんが、ある程度網羅したといい

ますか、違った子供たちの親御さんを入れて、それぞれに支援できるオールマ

イティーにできるそういうものにするためには、そういった委員の選抜が必要

なんじゃないんでしょうか。

発達障害者支援センターにおける連絡協議会に○垣花芳枝障害保健福祉課長

も親の会、それから支援の関係者の皆さんは委員として入っていただきたいと

いうことで、今リストアップしておりますし、体制整備委員会に対しましても

、 、現在８名ですが やはり取り組みの経緯を毎年そこの中で検討いたしますので

そこについては今後状況によって対応してまいりたいと考えております。

ぜひ、私の要望を聞き入れてくれたらなあと思います。そ○桑江朝千夫委員

れが、すべてを網羅できるものに近づいていくものだと思っています。そして

すべてに近づくためには、佐喜真委員からもありましたが、いろんなところが

かかわるべきなんですね。もちろん今、福祉保健部がそこなんですが、教育委
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員会の問題もあるんです。その辺もぜひぜひ連携をとってもらいたい。例えば

の話ですが、私も発達障害というものは、昨年来認識して来たんですが。ただ

自分がですね、あの沖縄市議会議員に当選したてのころですから、もう10年以

上前なんですけれども、小学生の親御さんから相談を受けたんです。そのとき

には２年生の生徒で、自閉症で１年生から、支援学級で先生２人で、この子の

面倒を、もちろん３名いたんで、その１人の子。２年に上がるまで学校で口も

聞いてくれなかったらしい。その子が、２年生のときにやっと声を発するとい

うようなことができたんです。親御さん、大喜び。ところが人事異動というの

があって、この１人の先生が異動しなければいけないことになった。教育委員

会に行ってその異動をとめさせてもらえないですか、せっかくここまできてい

るのにというのを受けたことがあるのです。ところが、もう内示を受けて、こ

の親御さんは知ったから、ところがこれはとめることができなかったです。や

はり、３年生に上がったら、また１年生のときに戻ったようなことを言って残

念。しかし、その後自分が反省しなきゃならないことは、その以降のことを僕

はフォローできなかったということを今とても反省をしています。そこら辺か

ら、皆さんがいう途切れのない支援というものを、就業までという目的に向か

って、教育委員会と具体的にどこにおいて、こういった部分の乗り越える作業

というのはどうやっていくんですか。

今、発達支援にかかわる関係者の連絡会議、こ○垣花芳枝障害保健福祉課長

れは福祉保健部だけではなくて、福祉保健部、それから教育委員会、これは病

院事業局とはまだ調整していないんですけど、病院事業局も含めた形で会議を

設置していきたいということで、今調整中です。

教育委員会とも大事、病院事務局とも大事、そして一番大○桑江朝千夫委員

事なのは、発達障害の子供たちとのかかわり、そして親御さんからしっかり意

見を聞いて現場を把握することだと思います。そして、親御さんたちと心を一

つにすることができるかどうかですよ。現状を認識、分析して、それからどう

いう課題があるか抽出して、それを計画的に構築していくわけでしょう。しっ

かり頑張ってください。ただ、最後にお伺いしたいのは、この県庁内の、当局

内だけの連携だけじゃなくて、そういった障害を持つ親御さんたち、そしてそ

の専門的な実際に先進県と言われている、鹿児島県の大底先生とかですね、そ

のスペシャリストと多く懇談をする、協議をする、指導を受けるという気持ち

というのはありますか。
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はい。いろんな形で、一緒にやっていきたいと考えてお○伊波輝美福祉部長

りますので、こちらのほうからいろんなテーマで、講習とか企画しますので、

お願いしたいなと思います。

休憩いたします。○赤嶺昇委員長

（休憩中に、副委員長に交代する ）。

再開いたします。○西銘純恵副委員長

委員長の指名により副委員長の私が暫時委員長の職務を代行いたしますの

で、よろしくお願いします。

質疑はありませんか。

赤嶺昇委員。

済みません、遅くから。どうしても発達障害の件で、陳情者も○赤嶺昇委員

遅くまで残っているということで、何点か確認させてください。今回請願でこ

の４ページの第２号、第３号、第４号で触れて、細かいところは特に聞きませ

ん。大分議論はされてきました。率直に言うと、先ほど垣花障害保健福祉課長

がずっと答弁されていたんですけれども、これは障害保健福祉課長だけの問題

ではないと実感しています。障害保健福祉課長が去年就任されて一生懸命答弁

をされていたんですけれども、福祉保健部長、これはですね、明らかに県の、

これは今の皆さんだけじゃないと思いますよ、トップであれば、大田元知事、

稲嶺前知事、仲井眞知事、その当時及び現在のリーダーの皆さんを含めてこれ

は全体責任だと思っているんです、この発達障害。そのあたり福祉保健部長、

どう思いますか。

トップの責任というわけではないですけれども。例○伊波輝美福祉保健部長

えば虐待とかやりますと、多くの被虐待児はですね、発達障害だといわれてい

るんですね。そういう視点から、児童相談所とかずっとやってきたと私は思っ

ております。鹿児島県の先進地という話はあったんですけど、私なんか、名護

学院とかとてもよくやっているんじゃないかと思っていますし、何もやってい

ないと言われると、本当にあの方たち、ショックを受けて、自分たちは何をや

ってきたんだという感じもありまして、これに関しては本当に私たちの説明不

足、こういうものもあるかなと考えております。もちろん、おくれているもの

はいっぱいありますよ。



- 167 -
H21.３.18-04

文教厚生委員会記録

先ほど、佐喜真委員からありましたよ、これはですね、20年、○赤嶺昇委員

30年おくれているという議論の中で、皆さんが何もやっていないという話しし

てないですよ。おくれているんじゃないのと。そのおくれを取り戻すために従

来のスピードでは間に合わないんじゃないのと。ところが皆さんの答弁はです

ね、一生懸命やった、一生懸命やるのはある意味からすると当たり前なんです

ね。そこのやりとりをみると、そうでもない地域もたくさんあるじゃないかと

いう答弁自体もですね、鹿児島県、愛知県、今回自民党の県議会議員団の皆さ

ん行っているわけですよ。行って、委員会の場までもこれは与野党問わずです

。 、 、 。ね これ もう一つ言うと 我々県議会の責任でもあると思っているんですよ

もうこれは全体責任だと思っています、この発達障害について。だからだれが

悪いとか、ただ、行政を執行する皆さんはそれに立って、だからきょう垣花障

害保健福祉課長が一人で全部答弁されていましたれども、私に言わせればです

ね、これはもう本当に我々も含めてですね、この問題をやっぱり原点に戻って

やらなきゃいけないだろうというそういう認識を確認したいんですよ。頑張っ

ただろうと、あの人たちはみんなやっただろうということをやってしまうと、

じゃあやってきたけど、その議論はこれ以上進まないんですよ、そこの確認を

したいんです、どうですか。

垣花障害保健福祉課長が答弁いたしましたけれど○伊波輝美福祉保健部長

も、どの部分がおくれているのか、それは先進地と比較したり、キャッチアッ

プに努力したいと思います。私たちは今回の調査もやりましたけど、これは今

の現状というんですか、自分たちの支援がどんな状況なのかやはりきちんと確

認して、何が不足なのか、何をニーズとして持っているのかというのを今回の

調査でわかりましたので、これを施策に反映していきたいと考えています。

ですから、今までのものは今までのものとしてしっかり反省し○赤嶺昇委員

て、これは今から、やれるかどうかが問われていると思います。もう一点はで

すね、いわゆる教育委員会だったり、病院事業局、福祉保健部とまたがってい

て、担当課をやっぱり置かないとですね、だれの責任というのがまだ明確では

ないと思いますよ。だからきょうは、どちらかというと垣花障害保健福祉課長

だけの責任という雰囲気でしたので、こういう問題は知事部局にお願いしてで

すね、その部署があるのか、この部署が中心になってやるということを明確に

示すべきだと思いますよ。
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現在のところ障害保健福祉課がきちっと中心になっ○伊波輝美福祉保健部長

て、計画の分もありますので、頑張っています。もちろんこれをつくるために

も、いろんな関係機関、特に健康増進課とか保育関係だとか、そういう関連も

この分はこれ、この分はここと役割分担を含めてですね、討議しております。

これから恐らくこの請願もこれだけ出てくると、我々に各県議○赤嶺昇委員

会議員の皆さんも与野党問わずこれ、大分これからよい議論をしていけると思

うんですよ。ただ、そこには担当課をしっかり置いて部署も置いて、そこには

権限を含めて、そこはどうしても必要だと思っていますので頑張っていただき

たいということを、これはお願いしておきたいと思います。

。 、 、最後に１点 病院事業局長に聞きたいんですけど これは陳情を県立病院の

陳情第60号。先ほど仲村委員のやりとりで、１点だけ確認なんですけれども。

独立法人行政についていろいろ議論をして、そのやりとりで病院事業局長がで

すね、財政的なものも、それから、人事面でも、今の現状でもできるんじゃな

いかと。それは独立行政法人ではないといけないという条件は崩れたんじゃな

いのということをおっしゃっておりました。私は病院事業局長がそれくらいの

気持ちで自分たちは３年間でやるんだという、その答弁は間違いなく現場で働

いている医師、看護師、皆さんがやっぱりその気になるんですよ。自分たちが

やりますと、それが一番いい答弁だと思いますよ。その独立行政法人ありきじ

ゃなくて、その３年間の中で今のあり方でやるんだという、あの答弁は素晴ら

しい答弁だと思いますよ。だからその中でですね、あの仲村委員が聞いていま

した、今回この病院事業局長の答弁によってですね、この独立行政法人にしな

いといけないという人事面、財政面での独立行政法人化の理由というのは崩れ

、 。たという質疑をしていましたけれども 病院事業局長はどのように考えますか

知事もおっしゃっていますけれども、そういう専門家○知念清病院事業局長

の方を集めてですね、こういうふうな検討を重ねた結果の答申は、何というん

ですか、十分に尊重したいということをおっしゃっていました。そして、私は

それはそれで大変結構なことだと思います。でも私たちはですね、今考えてい

ることは、仮に独立行政法人化するにしても４年後ぐらいを目安になっている

わけで、私たちは３年間で、その地方公営企業法の全部適用の中でですね、こ

の経営健全化を達成するという目標を立てて、現場の者と一緒になって、本当

に今までにない協力体制を持って臨んでおります。ですから、この３年後にそ

れを評価していただいて、その中でどのようにするかというふうな結論が上の

ほうから出るようであれば、私たちとしてはとてもうれしいことだと、またそ
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ういう形で頑張りたいと思っております。

委員長と交代いたします。○西銘純江副委員長

休憩します。

(休憩中に、委員長と交代する。)

再開いたします。○赤嶺昇委員長

ほかに質疑はありませんか。

（ 質疑なし」と呼ぶ者あり）「

質疑なしと認めます。○赤嶺昇委員長

以上で、福祉保健部及び病院事業局関係の請願及び陳情に関する質疑を終結

いたします。

休憩いたします。

(休憩中に、説明員退席)

再開いたします。○赤嶺昇委員長

次回は、３月19日 木曜日 午前10時から委員会を開きます。

本日の委員会は、これをもって散開いたします。
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